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テクノロジーを活用した介護現場の生産性向上を考えよう

「介護テクノロジー等シンポジウム（※）」は、既に商品化あるいは、近々商品化を予定している介護

テクノロジー等のデモンストレーションをする機会を設けるとともに、厚生労働省と経済産業省が

連携して行う介護テクノロジーに係る各種事業の進捗報告を行い、さらには開発・普及に向けた先

駆的な取組事例の紹介等を行います。

高齢者や障害者の在宅および施設サービスに従事される方は勿論のこと、地域で普及を目指す

行政の方々、この分野への新規参入や機器開発を検討されている企業・研究機関の皆様におかれ

ましては、是非ともご参加いただければ幸いです。

最新機器の体験やデモを可能とする会場開催を基本としますが、講演につきましては、会場で

の視聴と合わせて、オンラインによるリアルタイム配信も行います。
※本年度より「介護ロボット全国フォーラム」から名称を変更いたしました

１．開催日・場所

開催日 時間 開催場所

令和 8 年１月 30 日（金） 1１:00～16:４５
ＴＯＣ有明（東京都江東区有明） ※別添参照

４階コンベンションホール ＷＥＳＴ・ＥＡＳＴホール

https://www.toc.co.jp/saiji/ariake/

※講演は、オンラインによるリアルタイム配信も行います。（アーカイブ視聴は予定しておりません。）

２．参加費（会場・オンライン）

  無料

３．内容 「別紙」のとおり

４．参加申込みの方法

○テクノエイド協会のホームページより、事前登録をお願いします。

会場へお越しの方は、ご登録完了画面・確認メールに表示されるＱＲコードが入場の際に必要になります。

テクノエイド協会ホームページ： https://www.techno-aids.or.jp/robot/jigyo.shtml#tab40_detial

５．参加人数

○会場参加  １,０００名（先着順）

○オンラインによる視聴  最大１,０００名

ウェビナーを予定していますが、定員オーバーの場合には、

視聴できませんのでご容赦ください。

6．事務局

公益財団法人テクノエイド協会 企画部 伊東・松本・堀江・五島（ごしま）

162-0823 東京都新宿区神楽河岸１－１ セントラルプラザ４階

電話番号 ０３（３２６６）６８８３ ／ Ｅメール robocare@techno-aids.or.jp

（ごしま）

aids.or.jp

厚生労働省「福祉用具・介護テクノロジー実用化支援事業」

介護テクノロジー等シンポジウム

【開催場所】ＴＯＣ有明４階コンベンションホール

～ 開催のご案内 ～

３0(金)３0

令和 8 年

３３

令和
1 

11:00～16:45

参加費無料

資料１

1



介護テクノロジー等シンポジウム ～開催プログラム～

1１：００ 開場 （10：30 受付開始）

最新機器の展示、体験、デモ、相談 （１１：００－１６：４５）

高齢者や障害者の自立や介助、介護者の業務を支援する介護テクノロジーを中心に、製品化された実機の

展示・説明・相談ほか（４０社の実機を展示）

※上記のうち出展のない分野もあります。詳しくは協会ＨＰをご覧ください。

講演 （１３：００－１６：2０）

介護テクノロジーに係る重点政策及び、事業の成果、先進事例の報告等を行います。（入退室自由）

13:00 

開会

挨拶 公益財団法人テクノエイド協会 常務理事 黒岩 嘉弘

司会 公益財団法人テクノエイド協会

13:10-13:50

（各20分）

行政報告

「テクノロジー等を活用した介護現場における生産性向上の重要性とその施策について」

厚生労働省 老健局 高齢者支援課

課長 濵本 健司 氏

「経済産業省における福祉機器の施策動向」

経済産業省 商務・サービスグループ 医療・福祉機器産業室

室長補佐 丸山 晴生 氏

13：50-14：50

（各20分）

成果報告

「福祉用具・介護テクノロジー実用化支援事業の実施について」

  公益財団法人テクノエイド協会 企画部 伊東 由恵

「介護現場の生産性向上に向けた介護テクノロジー開発等支援事業の取組み」

株式会社ＮＴＴデータ経営研究所  太刀川 遼 氏

「介護現場の生産性向上に向けた介護系ベンチャー等にかかる調査業務・総合支援業務の取組み」

株式会社三菱総合研究所  末松 佑麿 氏

14：50-15：00 ＜休 憩＞

15：00-16：20 

（各20分）

基調報告

テクノロジーを活用した介護現場の生産性向上の実践 ※活用ミーティング推薦

「訪問介護事業の存続をかけたDX化の取り組みとその効果」

社会福祉法人青祥会 アンタレスホームヘルパーステーション 在宅部長 鈴木 雅晴 氏

「認知機能と運動機能の同時改善を目指して ～ 機能訓練に資するテクノロジー活用の一例 ～」

介護老人保健施設ケアコートもりおか リハビリテーション科科長 内記 明信 氏

テクノロジーを活用した新たな介護システムの提案、事例

「電力 × プラットフォーム × 労務削減 ～ 自治体と連携した予防から未病～」

MBTリンク株式会社 COO執行役員  本田 実理 氏

「高齢者の健康増進(認知症やフレイルリスク低減)のサポート ～ モニター調査を実施して ～」

株式会社島津製作所 スタートアップインキュベーションセンター       中村 俊晶 氏

総合デザインセンター デザインユニット UX 革新 G 吉見 邦子 氏

16：20 閉会 公益財団法人テクノエイド協会

１６：４５ 閉会

ＷＥＳＴホール

ＥＡＳＴホール
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（会場地図） 

 

会場：ＴＯＣ有明 ４階コンベンションホール ＷＥＳＴ・ＥＡＳＴホール 

 

 

○会場の住所 

東京都江東区有明３丁目５番７号 

電話 ０３－５５００－３５３５ 

 

○電車でのアクセス  

りんかい線「国際展示場」駅より徒歩 5 分 

ゆりかもめ「東京ビッグサイト」駅／「有明」駅より徒歩 6 分 

 

○車でのアクセス  

首都高速湾岸線「有明」「臨海副都心」出口より約 5 分、同 11 号線「台場」出口より約５分 

 

介護テクノロジー等シンポジウム ～開催プログラム～

1１：００ 開場 （10：30 受付開始）

最新機器の展示、体験、デモ、相談 （１１：００－１６：４５）

高齢者や障害者の自立や介助、介護者の業務を支援する介護テクノロジーを中心に、製品化された実機の

展示・説明・相談ほか（４０社の実機を展示）

※上記のうち出展のない分野もあります。詳しくは協会ＨＰをご覧ください。

講演 （１３：００－１６：2０）

介護テクノロジーに係る重点政策及び、事業の成果、先進事例の報告等を行います。（入退室自由）

13:00 

開会

挨拶 公益財団法人テクノエイド協会 常務理事 黒岩 嘉弘

司会 公益財団法人テクノエイド協会

13:10-13:50

（各20分）

行政報告

「テクノロジー等を活用した介護現場における生産性向上の重要性とその施策について」

厚生労働省 老健局 高齢者支援課

課長 濵本 健司 氏

「経済産業省における福祉機器の施策動向」

経済産業省 商務・サービスグループ 医療・福祉機器産業室

室長補佐 丸山 晴生 氏

13：50-14：50

（各20分）

成果報告

「福祉用具・介護テクノロジー実用化支援事業の実施について」

  公益財団法人テクノエイド協会 企画部 伊東 由恵

「介護現場の生産性向上に向けた介護テクノロジー開発等支援事業の取組み」

株式会社ＮＴＴデータ経営研究所  太刀川 遼 氏

「介護現場の生産性向上に向けた介護系ベンチャー等にかかる調査業務・総合支援業務の取組み」

株式会社三菱総合研究所  末松 佑麿 氏

14：50-15：00 ＜休 憩＞

15：00-16：20 

（各20分）

基調報告

テクノロジーを活用した介護現場の生産性向上の実践 ※活用ミーティング推薦

「訪問介護事業の存続をかけたDX化の取り組みとその効果」

社会福祉法人青祥会 アンタレスホームヘルパーステーション 在宅部長 鈴木 雅晴 氏

「認知機能と運動機能の同時改善を目指して ～ 機能訓練に資するテクノロジー活用の一例 ～」

介護老人保健施設ケアコートもりおか リハビリテーション科科長 内記 明信 氏

テクノロジーを活用した新たな介護システムの提案、事例

「電力 × プラットフォーム × 労務削減 ～ 自治体と連携した予防から未病～」

MBTリンク株式会社 COO執行役員  本田 実理 氏

「高齢者の健康増進(認知症やフレイルリスク低減)のサポート ～ モニター調査を実施して ～」

株式会社島津製作所 スタートアップインキュベーションセンター       中村 俊晶 氏

総合デザインセンター デザインユニット UX 革新 G 吉見 邦子 氏

16：20 閉会 公益財団法人テクノエイド協会

１６：４５ 閉会

ＷＥＳＴホール

ＥＡＳＴホール

別紙
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介護現場における生産性向上の取組の背景

年 月 日

厚生労働省老健局高齢者支援課

テクノロジー等を活用した介護現場における
生産性向上の重要性とその施策について
令和８年１月 日

資料２
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2025年までの社会の変化と2025年以降の社会の変化
○ 我が国の人口動態を見ると、いわゆる団塊の世代が全員 歳以上となる 年に向けて高齢者人口が急速に増加し
た後、高齢者人口の増加は緩やかになる。一方で、既に減少に転じている生産年齢人口は、 年以降さらに減少
が加速。

4

日本の人口の推移

（出所） 2020年までの人口は総務省「国勢調査」、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（令和５年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

○日本の人口は近年減少局面を迎えている。 年には総人口が 万人を割り込み、高齢化率は ％の
水準になると推計されている。
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総合的な介護人材確保対策（主な取組）
介護職員の
処遇改善

多様な人材
の確保・育成

離職防止
定着促進
生産性向上

介護職
の魅力向上

外国人材の受入
れ環境整備

○ 介護福祉士修学資金貸付、再就職準備金貸付による
支援

○ 中高年齢者等の介護未経験者に対する入門的研修の
実施から、研修受講後の体験支援、マッチングまでを一体
的に支援
○ ボランティアポイントを活用した介護分野での就労的活
動の推進
○ 多様な人材層の参入促進、介護助手等の普及促進

○ 他業種からの参入促進のため、キャリアコンサルティングや、
介護・障害福祉分野の職業訓練枠の拡充のため、訓練に職
場見学・職場体験を組み込むことを要件に、訓練委託費等の
上乗せ、訓練修了者への返済免除付きの就職支援金の貸付
を実施

○ 福祉系高校に通う学生に対する返済免除付きの修学資金の
貸付を実施

○ 介護施設等における防災リーダーの養成

○○ 介介護護ロロボボッットト・・ＩＩＣＣＴＴ等等テテククノノロロジジーーのの導導入入・・活活用用のの推推進進
○○ 令令和和６６年年度度介介護護報報酬酬改改定定にによよるる生生産産性性向向上上にに係係るる取取
組組のの推推進進（（介介護護報報酬酬上上のの評評価価のの新新設設等等））

○ 介護施設・事業所内の保育施設の設置・運営の支援
○ キャリアアップのための研修受講負担軽減や代替職員
の確保支援

○○ 生生産産性性向向上上ガガイイドドラライインンのの普普及及、、生生産産性性向向上上のの取取組組にに関関すするる
相相談談をを総総合合的的・・横横断断的的にに取取りり扱扱ううワワンンスストトッッププ相相談談窓窓口口のの設設置置

○ 悩み相談窓口の設置、若手職員の交流推進
○ ウィズコロナに対応したオンライン研修の導入支援、介護助手
としての就労や副業・兼業等の多様な働き方を実践するモデル
事業の実施

○ 民間事業者によるイベント、テレビ、SNSを活かした取組等を通じ
て全国に向けた発信を行い、介護の仕事の社会的評価の向上を
図るとともに、各地域の就職相談のできる場所や活用できる支援
施策等の周知を実施

○ 学生やその保護者、進路指導担当者等への介護の仕
事の理解促進

○ 介護福祉士を目指す留学生等の支援（介護福祉士修
学資金の貸付推進、日常生活面での相談支援等）

○ 「特定技能」等外国人介護人材の受入環境整備（現地説明会
等による日本の介護のPR、介護技能向上のための集合研修、介
護の日本語学習支援、介護業務等の相談支援・巡回訪問の実施
等）

○ 特定技能の受入見込数を踏まえ、試験の合格者見込数を拡充
するとともに、試験の開催国を拡充

○ 介護人材の確保のため、これまでに累次の処遇改善
を実施。介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処
遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算の
創設・拡充に加え、介護職員の収入を２％程度（月額
平均6,000円相当）引き上げるための措置を、2024年
２月から５月まで実施。

○ 令和６年度報酬改定では、以下の改正を実施。
・ 介護職員の処遇改善のための措置をできるだけ多くの事業所
に活用されるよう推進する観点から、３種類の加算を一本化。

・ 介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年
度に2.0％のベースアップへと確実につながるよう、加算率を
引き上げ。

２２００２２２２年年度度
（（令令和和４４年年度度））

２２００２２６６年年度度
（（令令和和８８年年度度））

○ 第９期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計すると、
・ 年度には約２４０万人（＋約２５万人（ 万人 年））
・ 年度には約２７２万人（＋約５７万人（ 万人 年））
となった。 ※（）内は 年度（約 万人）比

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、
④介護職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１） 年度（令和４年度）の介護職員数約 万人は、「令和４年介護サービス施設・事業所調査」による。
注２）介護職員の必要数（約 万人・ 万人）については、足下の介護職員数を約 万人として、市町村により第９期介護保険事業計画に位置付けられたサービス

見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。
注３）介護職員の必要数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員の必要数に、介護予防・日常生活支援総合事業のうち従

前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員の必要数を加えたもの。

第９９期計画期間（ ～ ） 第 期計画期間（ ～ ）

約約２２１１５５万万人人

約約２２４４００万万人人

約約２２７７２２万万
人人～ ～

～ ～

２２００４４００年年度度
（（令令和和 年年度度））

～～ ～～

～ ～

約約

万万
人人

約約

万万
人人

第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について
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介護現場における生産性向上とは

「 年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会 とりまとめ（概要）

○ 人口減少、 歳以上の医療・介護ニーズを抱える者や認知症高
齢者、独居高齢者等の増加

○ サービス需要の地域差。自立支援のもと、地域の実情に応じた
効果的・効率的なサービス提供

○ 介護人材はじめ福祉人材が安心して働き続け、利用者等ととも
に地域で活躍できる地域共生社会を構築

年に向けた課題
① 「地域包括ケアシステム」を 年に向け深化
② 地域軸・時間軸を踏まえたサービス提供体制確保
③ 人材確保と職場環境改善・生産性向上、経営支援
④ 地域の共通課題と地方創生（※）

基本的な考え方

【大都市部】需要急増を踏まえたサービス基盤整備
・重度の要介護者や独居高齢者等に、 技術等を用いた 時間対応
・包括的在宅サービスの検討

【一般市等】サービスを過不足なく提供
・既存の介護資源等を有効活用し、サービスを過不足なく確保
将来の需要減少に備えた準備と対応

方向性
※サービス需要変化の地域差に応じて３分類

（３）地域包括ケアシステム、医療介護連携 等
・ 地域の医療・介護状況の見える化・状況分析と 年に向けた介
護・医療連携の議論（地域医療構想との接続）

・ 介護予防支援拠点の整備と地域保健活動の組み合わせ
※ 地リハ、介護予防、一体的実施、「通いの場」、サービス・活動

等の組み合わせ
・ 認知症高齢者等に対する、医療・介護等に加え、地域におけるイン
フォーマルな支援の推進

（１）サービス需要の変化に応じた提供体制の構築 等

令和７年７月 日

（４）福祉サービス共通課題への対応
（分野を超えた連携促進）

・ 社会福祉連携推進法人の活用を促進するための要件緩和
・ 地域の中核的なサービス主体が間接業務をまとめることへの支援

○ 年に向けて、高齢化・人口減少のスピードが異なる中、地域の実情を踏まえつつ、事業者など関係者の分野を
超えた連携を図り、サービス需要に応じた介護、障害福祉、こどもの福祉分野のサービス提供体制の構築が必要。

○ 地域住民を包括的に支えるための包括的支援体制の整備も併せて推進することで、地域共生社会を実現。

※ 介護は、特に地方において地域の雇用や所得を支える重要なイン フラ。人手不足、移動、生産性向
上など他分野との共通課題の解決 に向け、関係者が連携して地域共生社会を構築し、地方創生を実現

・ 地域の実情に応じた既存施設の有効活用等（財産処分等に係る緩和）
・ 人材確保等に係るプラットフォーム機能の充実
・ 福祉医療機構による法人の経営支援、分析スコアカードの活用による
経営課題の早期発見

【中山間・人口減少地域】サービス維持・確保のための柔軟な対応

・地域のニーズに応じた柔軟な対応の検討
配置基準等の弾力化、包括的な評価の仕組み、
訪問・通所などサービス間の連携・柔軟化、
市町村事業によるサービス提供 等

・地域の介護等を支える法人への支援

（２）人材確保・生産性向上・経営支援 等
・ テクノロジー導入・タスクシフト シェアによる生産性向上

※ 年に先駆けた対応。事業者への伴走支援や在宅技術開発
・ 都道府県単位で、雇用管理・生産性向上など経営支援の体制の構築
・ 大規模化によるメリットを示しつつ、介護事業者の協働化・連携
（間接業務効率化）の推進

地域における「連携」を通じたサービス提供体制の確保と地域共生社会
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より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き）
（介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン）

①職場環境の整備 ②業務の明確化と役割分担
(１)業務全体の流れを再構築

②業務の明確化と役割分担
(２)テクノロジーの活用 ③手順書の作成

⑥OJTの仕組みづくり⑤情報共有の工夫④記録・報告様式の工夫 ⑦理念・行動指針の徹底

取組前 取組後

介護職員が
専門能力を発揮

介護助手
が実施

介護職の業務が
明確化されて
いない

業務を明確化し、
適切な役割分担を
行いケアの質を向上

職員の心理的
負担が大きい

職員の心理的
負担を軽減

職員によって異なる
申し送り

申し送りを
標準化

帳票に
何度も転記

タブレット端末や
スマートフォンによる
データ入力（音声入
力含む）とデータ共有

活動している
職員に対して
それぞれ指示

インカムを利用した
タイムリーな
情報共有

職員の教え方に
ブレがある

教育内容と
指導方法を統一

イレギュラーな
事態が起こると
職員が自身で
判断できない

組織の理念や行動
指針に基づいた
自律的な行動

いない

10

介護現場における生産性向上（業務改善）の捉え方と生産性向上ガイドライン

⚫ 業務のやり方を工夫することで、現在の業務から「ムリ」「ムダ」「ムラ」をなくし、業務をより安全に、正確に、効率的に行い、負担を軽くすること
を目的として取り組む活動のこと。

⚫ 生産性（ （成果） （単位投入量））を向上させるには、その間にある （過程）に着目することが重要

一般的な生産性向上の捉え方

介護サービスにおける生産性向上の捉え方

⚫ 事業所が生産性向上（業務改善）に取り組むための指針としてガイドラインを作成。
➢ より良い職場・サービスのために今日からできること（自治体向け、施設・事業所向け）
➢ 介護の価値向上につながる職場の作り方（居宅サービス分）
➢ 介護サービスの質の向上に向けた業務改善の手引き（医療系サービス分）

生産性向上に資するガイドラインの作成

【介護サービス事業における生産性
向上に資するガイドライン】

介護現場における生産性向上とは、介護ロボット等の
テクノロジーを活用し、業務の改善や効率化等を進め
ることにより、職員の業務負担の軽減を図るとともに、
業務の改善や効率化により生み出した時間を直接的な
介護ケアの業務に充て、利用者と職員が接する時間を
増やすなど、介護サービスの質の向上にも繋げていく
こと

9
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※赤破線で囲っている、
排泄支援（排泄予測・
検知）、見守り（施
設）、見守り（在宅）、
コミュニケーション、介護業
務支援、機能訓練支援、
食事・栄養管理支援、認
知症生活支援・認知症
ケア支援の項目において
は他の機器・システムとの
連携を定義文において明
記
※項目別の普及率は、
『令和３年度介護報酬
改定の効果検証及び調
査研究に係る調査結果』
を引用
※緑枠線の、新たに追加
される機能訓練支援、食
事・栄養管理支援・認知
症生活支援・認知症ケア
支援の３項目に関しては、
上記調査を実施していな
いため、普及率は未記載

移乗支援（装着）
介助者のパワーアシストを行う装着型の機器

移乗支援（非装着）
介助者による移乗動作のアシストを行う非装着型
の機器

移動支援（屋外）
高齢者等の外出をサポートし、荷物等を安全に
運搬できるロボット技術を用いた歩行支援機器

移動支援（屋内）
高齢者等の屋内移動や立ち座りをサポートし、特
にトイレへの往復やトイレ内での姿勢保持を支援
するロボット技術を用いた歩行支援機器

排泄支援（排泄物処理）
排泄物の処理にロボット技術を用いた設置位置の
調整可能なトイレ

排泄支援（動作支援）
ロボット技術を用いてトイレ内での下衣の着脱等
の排泄の一連の動作を支援する機器

移動支援（装着）
高齢者等の外出等をサポートし、転倒予防や歩
行等を補助するロボット技術を用いた装着型の移
動支援機器

入浴支援
入浴におけるケアや動作を支援する機器

排泄支援（排泄予測・検知）
排泄を予測又は検知し、排泄タイミングの把握や
トイレへの誘導を支援する機器

見守り（施設）
介護施設において使用する、各種センサー等や外
部通信機能を備えた機器システム、プラットフォー
ム

見守り（在宅）
在宅において使用する、各種センサー等や外部通
信機能を備えた機器システム、プラットフォーム

コミュニケーション
高齢者等のコミュニケーションを支援する機器

介護業務支援
介護業務に伴う情報を収集・蓄積し、それを基に、
高齢者等への介護サービス提供に関わる業務に
活用することを可能とする機器・システム

機能訓練支援
介護職等が行う身体機能や生活機能の訓練に
おける各業務（アセスメント・計画作成・訓練実
施）を支援する機器・システム

食事・栄養管理支援
高齢者等の食事・栄養管理に関する周辺業務を
支援する機器・システム

認知症生活支援・認知症ケア支援
認知機能が低下した高齢者等の自立した日常
生活または個別ケアを支援する機器・システム

見守り・コミュニケーション
普及率

移乗支援
普及率

移動支援
普及率

入浴支援
普及率

介護業務支援
普及率

（令和 7年度より運用開始）介護テクノロジー利用の重点分野の全体図と普及率

民間企業・研究機関等

日本の高度な水準の工学技術を活用し、高齢者や介護現場の具
体的なニーズを踏まえた機器の開発支援

介護現場

開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器について介護
現場での実証(モニター調査・評価)

機器の開発 介護現場での実証等

【経産省中心】 【厚労省中心】
試作機器の評価等

モニター調査の依頼等

排泄支援
普及率

12

介護分野におけるテクノロジーの活用例

インカムを活用した
コミュニケーションの効率化

センサーを活用した排泄予測
による省力化・ケアの質向上

スマートフォンを活用した記録・
入力の省力化

センサーを活用した見守り
による省力化・ケアの質向上

移乗支援機器を活用した従事者
の負担軽減

情報の収集・蓄積・活用の円滑化に
よるケアの質向上

⇒「記録・文書作成・連絡調整」業務が、約６分減少(職員１名・１勤務当たり) ⇒職員２名による介助から１名による介助
になることで、排泄支援１回当たりの「移
動・移乗」業務が９分減少

⇒「直接介護」及び「巡回・移動」時間の合計
が、夜勤職員一人あたり減17分減少

⇒トイレ誘導時、排泄が無かった回数が減少し、
「排泄支援」の時間が約３分減少した（職員１
名・１勤務当たり）

⇒活動している職員に対してそれぞれ指示して
いたものから、全職員にタイムリーかつ双方向
の情報共有が可能となり業務効率化に繋がる。

11
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介護分野におけるロジックモデル

14

介護分野におけるデジタル行財政改革の方向性

• デジタル技術の導入支援や相談窓口の設置など様々な支援を行っており、生産性向上が進む事業所
がある一方で、取組が幅広く普及しているとは言えない状況である。

• このため、①補正予算を含む財政支援、②介護報酬改定において生産性向上の取組を促進、③人員
配置基準の柔軟化等で先進的な取組を支援、④明確なKPIでPDCAサイクルを回すことなどに取り組
む。

デジタル等を単に導
入している事業所

取組が進んでいない
事業所

③先進的な事業所の評価（①②に加え）
規制改革：介護付き有料老人ホームにおける人員配置基準の

特例的な柔軟化等

②取組を更に進めるための支援（①に加え）
報酬改定：デジタル技術等を活用した継続的な生産性向上の

取組を評価する加算の新設

【現状イメージ】

生産性向上の取組が
進んでいる事業所

先進的な事業所

【将来イメージ】

国等が事業所の取
組効果のデータを
取得（補助金等の
条件）

国における分析・
事業所へのフィー
ドバックを検討

取組が取組が取組が進んでい取組が取組が
ないない事業所

先進的な事業所先進的な事業所

機器等の
・デザイン

の改善
（既存予算）

データ
提供

フィード
バック

ニーズ
提供

使いやすい
機器の提供

体制整備
入所・泊まり・居住系サービスにおける生
産性向上の取組のための委員会設置の義務
化（３年間の経過措置）

資金援助

取組支援

ﾛﾎﾞｯﾄ・ の導入補助、定着支援までを含
めた伴走支援（補正予算）、都道府県の窓口
設置

人材育成 伴走支援人材や事業所の中核人材の育成
（研修支援）

①取組が進んでいない事業所へのアプローチ

【今後の取組の方向性】

生産性向上の
取組が進んで
いる事業所

※事業所内の
推進体制に
よる
の循環

13
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（参考）介護現場の生産性向上のための取組状況

介護現場の生産性向上に関するダッシュボード https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/nursing-care-productivity 16

介護分野におけるＫＰＩ

• 介護分野におけるデジタル行財政改革を推進するため、基盤・環境の整備（インプット）や基盤・環境の活用（ア
ウトプット）の各段階で適切なＫＰＩを設定し、 効果の創出（アウトカム）を目指す。

注１）※をつけたものはサービス類型毎にデータを集計・分析し公表する予定としており、サービスが限定されていないものは原則全サービスとする
注２）職員一人あたりに対する利用者の人数は、老人保健施設で2.2対１、介護老人福祉施設で2.0対１、特定施設入居者生活介護指定施設（介護付きホーム）で2.6対１となっている

（令和5年度介護事業経営実態調査結果より算出）
注３）参考指標として介護職員全体の給与（賞与込みの給与）の状況を対象年毎に確認
注４）本KPIは、必要に応じて随時に見直しを行うものとする

Use Case 

基
盤
・
環
境
の
活
用

O
utcom

e

効
果
を
は
か
る

Environm
ent

基
盤
・
環
境
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2023年 2026年 2029年 2040年 定義等
生産性向上方策等周知件数 2,570件

（R5暫定値） 増加 増加 ー （単年度）セミナー、フォーラム、都道府県窓口セミナーへの参加件数、
動画再生回数の増加

デジタル（中核）人材育成数（2023年度より実施） 500名 5,000名 10,000名 ー （累計）デジタル（中核）人材育成プログラム受講人数（国が実施するも
ので、自治体や民間が実施する研修等の数は含んでいない）

都道府県ワンストップ窓口の設置数（2023年度より実施） （累計）各都道府県における設置数

委員会設置事業者割合※　（2024年度より実施） ー （累計）入所・泊まり・居住系サービスは3年後義務化予定、KPIは全サー
ビスを対象とする（一部サービスを除く）

ケアプランデータ連携システム普及自治体の割合（2023年度より実施）
事業者が活用している自治体の割合 （累計）管内事業者が利用している市区町村の割合

複数の事業者が活用している自治体の割合 ー （累計）管内事業者が3割以上利用している市区町村の割合

90％以上 処遇改善加算の職場環境要件の算定状況を集計

介護現場のニーズを反映したICT・介護ロボット等の開発支援件数 52件
（R５暫定値）

60件以上 60件以上 ー （単年度）介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業にお
ける開発企業とニーズのマッチング支援件数を集計

生産性向上の成果（対象：加算取得事業者及び補助対象事業者）※ デジタルを活用した報告（年１回）を原則とし、都道府県及び厚生労働省
が確認できること

　①全介護事業者
１ヶ月の平均残業時間の減少 減少又は維持 減少又は維持 減少又は維持 3年間の平均値が前回数値より減少又は維持（令和４年全産業平均13.8ｈ）

有給休暇の取得状況（年間平均取得日数） 7.4日 8.4日 10.9日 全産業平均以上 3年間の平均値が目標値又は前回の数値より増加又は維持（令和４年（又は
令和３会計年度）平均取得日数10.9日）

　②加算取得事業者及び補助金を利用して機器を導入した事業者（2024年度より実施）
１ヶ月平均残業時間が①の群より減少する事業者の割合 ー 90％以上 事業者からの報告

有給休暇の取得状況（年間平均取得日数）が①の群より増加する事業者の割合 ー 90％以上 事業者からの報告

　③上位加算取得事業者及び特例的な柔軟化を実施する事業者（2024年度より実施）
総業務時間の減少割合 ー タイムスタディの実施（令和４年度実証事業並の変化率）

１ヶ月平均残業時間が②の群より減少する事業者の割合 ー 90％以上 事業者からの報告

有給休暇の取得状況（年間平均取得日数）が②の群より増加する事業者の割合 ー 90％以上 事業者からの報告

年間の離職率の変化※

①全介護事業者
（Ｒ４調査）

全産業平均以下 3年間の平均値が目標値又は前回の数値より減少又は維持（令和４年産業計
15.0％）

②加算取得事業者及び補助金を利用して機器を導入した事業者
（①の群より減少した事業所の割合）

ー 90％以上 事業者からの報告

③上位加算取得事業者及び特例的な柔軟化を実施する事業者
（②の群より減少した事業所の割合）

ー 90％以上 事業者からの報告

人員配置の柔軟化（老健、特養、特定 （注2））※ ー 令和５年度の介護事業経営実態調査を始点とし、人員配置の変化率を確認

ICT・介護ロボット等の導入事業者割合※

【 年夏までに調査を実施し、目標を設定】
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１ 実態把握の深堀
○ 今後、介護サービス需要が更に高まる一方、生産年齢人口が急速に減速していくことが見込まれる中、介護人材の確保が喫緊の課題であり、

2040年には約57万人の介護職員が新たに必要と推計
○ 介護テクノロジー等を活用し、介護職員の業務負担の軽減及び介護サービスの質の向上に資する生産性向上の取組を一層推進することが重要
○ 国の実証事業等から、介護記録ソフトやケアプランデータ連携システムを活用した情報の収集・蓄積・活用による情報の転記や実績の入力などの

事務作業を効率化する取組や、見守り支援機器を活用した夜間の訪室タイミングを最適化する取組等が効果的と分析
○ 都道府県における支援体制や予算確保の状況にばらつきがあることから、取組の進展状況にも差がある。
２ 多面的な促進策
○ ケアプランデータ連携システム利用を含む介護テクノロジーの導入費用に対する補助（令和６年度補正予算、７年度当初予算）の利用促進・

各都道府県の予算確保状況の見える化の検討
○ 主に介護職員以外の職員の業務負担軽減に資する汎用機器について、中小企業庁の省力化投資補助金の補助対象に追加
○ 介護テクノロジーを活用した継続的な業務改善の取組を評価する加算の取得促進
○ 協働化・大規模化ガイドラインの作成・普及（７年度）、生産性向上ガイドラインの見直し（７年度）
○ 働きやすい職場環境づくりの総理大臣・厚生労働大臣表彰の実施（５年度～）、事例の横展開
○ 電子申請による事業者の負担軽減（８年度から全自治体で電子申請・届出システムの利用開始）
○ 介護現場におけるAI技術の活用促進に向けて、AIを活用した介護記録ソフトの実証を行う等の取組を進める。急速に進歩するAI技術の成果を

介護分野に取り込むため、先駆的な実践を進める現場と連携して取り組んでいく。

３ サポート体制の整備・周知広報
○ 介護テクノロジーの導入・導入後の継続的な取組を支援する観点から、国や自治体が講じる様々な支援メニューを事業者に紹介・提供し、必要

に応じ適切な支援機関につなぐ、ワンストップ型の相談窓口を全都道府県に設置促進
※令和８年度末までに全都道府県への設置予定。令和６年度末時点で31都道府県に設置済み。令和７年度に14府県に設置予定。

○ ワンストップ型の相談窓口の機能強化を検討
※相談窓口の機能強化は、R８年度からモデル事業を実施し、10年度から全国展開することも検討

    【ワンストップ窓口の機能強化の方策案】
・ 相談窓口において、生産性向上ガイドライン等も活用し、介護テクノロジー導入の伴走支援を実施するとともに、国のセミナーで養成したデジタル中核人材

     をアドバイザーとして介護現場に派遣・活用することも検討
・ 協働化・大規模化ガイドラインも活用し、小規模事業者の協働化等のマッチングやバックオフィス事務（請求・書類作成）など間接業務を効率化するための支援を実施

○ スタートアップ支援の窓口（CARISO）を早期に立ち上げ、開発事業者に対し研究開発から上市までを総合的に支援
※CARe Innovation Support Officeの略。国の委託事業としてオンラインサービスにより支援を実施。

４・５ 目標、KPI、スケジュール
○ デジタル行財政改革会議の議論を踏まえて策定した「介護現場のＫＰＩ」（令和５年12月）及び経済財政諮問会議において決定した

「EBPMアクションプラン2024」（６年12月）において設定したＫＰＩ(※)の達成に向け取り組む
(※)介護テクノロジー導入率、平均残業時間、有給休暇の取得率、離職率、人員配置の柔軟化等をＫＰＩとして設定。例えば、生産性向上の効果として、全介護事業

者の1か月の平均残業時間は、2022年度で6.4時間であるところ、2026、2029、2040年においてそれぞれ直近の３年間の平均値が前回数値より減少または維持
されていることをＫＰＩとして設定。

省力化投資促進プラン（介護分野）概要 省力化投資促進プラン
（介護分野）
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介護テクノロジー導入等に対する支援
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１．地域包括ケアシステムの深化に向けて
・ 年に向けて、可能な限り住み慣れた地域で自立して日常生活を
営むことができるよう、都道府県・市町村及び関係者が地域の状況に
合わせて地域包括ケアシステムを深化させることが必要である

２．医療・介護連携の推進
○医療と介護の協議の場等
・総合確保方針に基づく協議の場を再編成するとともに、 年に向
けた介護の提供体制等について本格的に議論する体制を構築する

３．有料老人ホームの事業運営の透明性確保、高齢者への住まい支援
○有料老人ホームにおける安全性及び質の確保
・中重度の要介護者等を入居対象とする有料老人ホームについて登録制
といった事前規制を導入する
・あわせて、更新制や一定の場合に更新を拒否する仕組みを導入する
・事業廃止や停止等の場合の関係者との連絡調整を義務付ける

○入居者による有料老人ホームやサービスの適切な選択
・契約書や重要事項説明書の契約前の書面説明・交付を義務付ける
○入居者紹介事業の透明性や質の確保
・公益社団法人等が優良事業者を認定する仕組みを創設する
○いわゆる「囲い込み」対策の在り方等
・介護事業所と提携する有料老人ホームにおいて、ケアマネ事業所やケ
アマネジャーの独立性を担保する体制を確保する
・住まい事業と介護サービス等事業の会計を分離独立させる
○住まいと生活の一体的支援
・改正セーフティネット法も踏まえ、居住施策との連携を促進する

４．介護予防の推進、総合事業の在り方
○介護予防・日常生活支援総合事業
・都道府県の伴走支援や多様な主体とのつながりづくり等の更なる支援を
推進するとともに、総合事業の実施状況等を把握する仕組みを構築する

○介護予防を主軸とした多機能の支援拠点
・高齢者の介護予防を主軸とし、障害、子育て、生活困窮等の地域の抱
える課題の支援を一体的に実施する多機能の拠点を整備する

５．相談支援等の在り方
○頼れる身寄りがいない高齢者等への支援
・ケアマネジャーの法定外業務（いわゆるシャドウワーク）として実施せざる
を得ないケースも多い、頼れる身寄りがいない高齢者等の抱える生活課題
について、地域課題として議論できるよう地域ケア会議の活用を推進する
・包括的支援事業（総合相談支援事業等）において頼れる身寄りがいない
高齢者等への相談対応等を行うことを明確化する

○介護予防支援・介護予防ケアマネジメントの在り方
・介護予防ケアマネジメントについて居宅介護支援事業所の直接実施を可能とする
○ケアマネジャーの資格取得要件、更新制・法定研修の見直し等
・介護支援専門員実務研修受講試験の受験要件である国家資格を追加す
るとともに、実務経験年数を５年から３年に見直す
・介護支援専門員証の有効期間の更新の仕組みを廃止し、引き続き定期
的な研修の受講を行うことを求め、事業者への必要な配慮を求める

○有料老人ホームに係る相談支援
・登録制といった事前規制の対象となる有料老人ホームの入居者に係るケアプ
ラン作成と生活相談のニーズに対応する新たな相談支援の類型を創設する★

６．認知症施策の推進等
・自治体の認知症施策推進計画の策定を通じて共生社会の実現を推進する

Ⅱ 地域包括ケアシステムの深化

１．総合的な介護人材確保対策
○人材確保のためのプラットフォーム
・都道府県単位で人材確保のためのプラットフォームを構築する
２．介護現場の職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援、協働化等の推進
○生産性向上等による職場環境改善、経営改善支援等
・国及び都道府県の責務として位置付ける
・人材確保のためのプラットフォームの中で、生産性向上による職場環
境改善、経営改善支援等に向けた関係者との連携の枠組みを構築する

・人材確保や生産性向上による職場環境改善、経営改善支援等について、
都道府県計画における位置付けを明確化する
・国・都道府県においてテクノロジーの更なる活用を支援する
○事業者間の連携、協働化等
・バックオフィス業務等の間接業務の効率化等を進める
○科学的介護の推進
・国に科学的介護を推進していく役割があることを明確化する

Ⅲ 介護人材確保と職場環境改善に向けた生産性向上、経営改善支援

社会保障審議会介護保険部会（第 回） 資料２ 一部加工
令和７年 月 日

施施策策名名：：介介護護テテククノノロロジジーー導導入入・・協協働働化化・・経経営営改改善善等等支支援援事事業業

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

② 対策の柱との関係

⑤成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

・介護サービス需要の増加への対応や介護人材の確保が喫緊の課題となっており、サービス提供の存続にも関わる重要な問題で
ある。特に小規模法人を中心に、従来の方法や単独では必要な人材確保が難しい法人も多く、経営の効率も悪くなるという悪循
環に陥りがちである。

・また、 「省力化投資促進プラン」（令和７年６月 日）において、 年に▲ ％以上の業務効率化を図る必要があるとされており、
生産年齢人口が減少していく中、計画的かつ継続的に職場環境改善・生産性向上のための介護テクノロジー等の導入を図っていく
必要がある。

・こうした状況を踏まえ、介護現場の生産性向上の取組や、経営の協働化・大規模化等を通じた職場環境改善に取り組む介護サー
ビス事業者に対する支援を行うとともに、これらの支援を行う都道府県相談窓口等の機能強化を図り、伴走支援を充実させる。

・生産性向上の取組を通じた職場環境改善を推進するため、介護事業所において介護テクノロジー等を導入する費用及び地域全体で導入する費用の補助を行う。また、小
規模事業者を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善等の取組など協働化等の支援を行うとともに、経営改善の支援に係るモデル的な事業を実施する。あわ
せてこれらに要する都道府県等の伴走支援の強化等を実施する。

・生産性向上の取組や経営の協働化・大規模化等を通じた職場環境改善を推進することにより、介護人
材の確保や介護サービスの質の向上に繋げていく。

（（１１））生生産産性性向向上上のの取取組組をを通通じじたた職職場場環環境境改改善善
①①生生産産性性向向上上にに資資すするる介介護護テテククノノロロジジーー等等のの導導入入

・見守り機器・介護記録ソフト・インカムについては、業務時間削減効果が確認されているため集中的に支援。特に、小規模事業者も含めこれらのテクノロジーがより広く
事業者へ普及するよう支援。そのため、介護テクノロジー等の導入にかかる費用を補助するとともに、導入等と一体的に実施する業務改善にかかる費用（※）を補助

（※）介護記録ソフトの導入前後の定着を促進する費用や 環境整備費用も含む。
②②地地域域全全体体でで生生産産性性向向上上のの取取組組をを普普及及・・推推進進すするる事事業業のの実実施施

・地域の複数事業所における機器の導入に向けた研修や、地域のモデル施設の育成など、都道府県等が主導して面的に生産性向上の取組を推進
・都道府県等が主導して、ケアマネ事業所と居宅サービス事業所の間でのケアプランデータ連携システム等の活用を地域で促進し、データ連携によるメリットや好事例を収集

（（２２））小小規規模模事事業業者者をを含含むむ事事業業者者ググルルーーププがが協協働働ししてて行行うう職職場場環環境境改改善善ななどど協協働働化化等等のの支支援援、、経経営営改改善善支支援援モモデデルル事事業業のの実実施施
①人材募集や一括採用、合同研修等の実施、事務処理部門の集約、協働化・大規模化にあわせて行う老朽設備の更新・整備のための支援等に加え、福祉医療機構
（ ）による経営分析などを行うための費用を補助することにより、経営改善支援モデル事業を実施

②福祉医療機構における介護施設等の経営サポート事業の体制強化を実施（事業スキーム ： 国 → ＷＡＭ（実施主体） 、 運営費交付金の交付）
（（３３））都都道道府府県県等等にによよるる伴伴走走支支援援等等のの実実施施

・小規模事業所等に対する 導入や協働化等の伴走支援等が着実に実施されるよう、必要な都道府県等の体制を整備

老健局高齢者支援課（内線 ）
社会・援護局福祉基盤課（内線 ）

令和７年度補正予算額 億円

【実施主体】
都道府県 （都道府県から市町村への補助も可）

【負担割合】
（１）①、（２）①・・・国・都道府県４／５、事業者１／５
（１）②、（３）・・・国・都道府県 １０／１０
※国と都道府県の負担割合は以下の通り
（１）①、（２）①・・・国４／５、都道府県１／５
（１）②・・・国９／ 、都道府県１／ 、（３）・・・国

【○介護テクノロジー導入・協働化・経営改善等に対する支援】

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○ ○

国 都道府県 事業者
市町村

【事業スキーム】

※医療・介護等支援パッケージ
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介護テクノロジー導入・協働化等支援事業
カタログ化の考え方

TAISに未掲載の
介護テクノロジー

※都道府県が判断

⚫ケアプランデータ連携標準仕様ベンダー試験結果
⚫厚生労働省 介護ソフト機能調査結果※※

介護記録ソフトについては、カタログやこ
れらの情報を参考に、実際の業務改善計画
書に即して、必要性を判断する

福祉用具情報システム（TAIS） テクノエイド協会

補助金の対象となる機器

※介護記録ソフトには、①１つのソフトで多くの機能を網羅しているもの ②特定の機能に特化したもの があり、主な要件である「一気通貫」を実
現するのに複数のソフトを組み合わせる場合もある。

※これまでは、各都道府県が介護ソフトベンダーから必要な資料を個別に入手していたところを、厚生労働省が一元的にベンダーから情報収集して定
期的に都道府県に情報提供することとしている。

介護記録
ソフト
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介護テクノロジー導入・協働化等支援事業
テクノエイド協会による介護テクノロジーのカタログ化

【課題・背景】
（事業所）どのようなテクノロジーを導入したらよいかわからない
（都道府県）補助金の対象であるかどうかすぐに判断できない

⚫ 「介護テクノロジー利用の重点分野」（ 年 月改訂）の決定を契機に、テクノエイド協会が、福祉用具情報シス
テム（ ）を活用し、実用化されている介護テクノロジーを利用した製品情報を収集し、厚生労働省が行う導入支
援の対象となりうる製品情報を提供する事業を開始（ 年 月～）。

⚫ コードの登録を行った製品の製造・輸入事業者から申請を受け、協会が設置する外部有識者からなる「厚生労働
省が行う導入支援の対象となりうる製品の検討委員会」の審査を経て、該当製品の選定を行い、協会のホームページ
上に介護テクノロジーのどのカテゴリーに該当するかがわかるよう情報を掲載。

⚫ こうした情報を、国が制度を創設し、都道府県が実施している介護テクノロジーの導入支援（補助）事業の対象製品
の「カタログ」として活用。

⚫ 補助金申請事業者の製品選定の補助や申請書類の簡素化及び都道府県の審査事務負担の軽減を期待。

⚫ 情報登録は有料
➢ 企業情報：¥11,000/年（更新¥5,500）
➢ 用具情報：¥6,600/年（更新¥3,300）

⚫ 年度単位（４月～翌年３月） 更新制
⚫ 選定後、安全性や有効性に懸念が生じた場合、状況に
応じて再審査を行う。

21
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生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり

■ 見守り機器等のテクノロジーの複数活用及び職員間の適切な役割分担の取組等により、生産性向上に先進的に取
り組む特定施設について、介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行われていることを確認した上で、人員
配置基準を特例的に柔軟化する。

○ 特定施設ごとに置くべき看護職員及び介護職員の合計数について、要件を満たす場合は、「常勤換算方法で、要
介護者である利用者の数が３（要支援者の場合は ）又はその端数を増すごとに 以上であること」とする。

（※）人員配置基準の特例的な柔軟化の申請に当たっては、テクノロジーの活用や職員間の適切な役割分担の取組等の開始後、これらを少なくとも
３か月以上試行し（試行期間中においては通常の人員配置基準を遵守すること）、現場職員の意見が適切に反映できるよう、実際にケア等を
行う多職種の職員が参画する委員会において安全対策や介護サービスの質の確保、職員の負担軽減が行われていることをデータ等で確認する
とともに、当該データを指定権者に提出することとする。

生産性向上に先進的に取り組む特定施設における人員配置基準の特例的な柔軟化 省令改正

特定施設入居者生活介護★、地域密着型特定施設入居者生活介護

※安全対策の具体的要件
①職員に対する十分な休憩時間の確保等の勤務・雇用条件への配慮
②緊急時の体制整備（近隣在住職員を中心とした緊急参集要員の確保等）
③機器の不具合の定期チェックの実施（メーカーとの連携を含む）
④職員に対する必要な教育の実施
⑤訪室が必要な利用者に対する訪室の個別実施

（要件）
・利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減
に資する方策を検討するための委員会において必要な安全対策に
ついて検討等していること
・見守り機器等のテクノロジーを複数活用していること
・職員間の適切な役割分担の取組等をしていること
・上記取組により介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減が行
われていることがデータにより確認されること

利用者 介護職員（＋看護職員）
３

（要支援の場合は ） １

＜現行＞
利用者 介護職員（＋看護職員）

３
（要支援の場合は ）

＜改定後（特例的な基準の新設）＞

24

生産性の向上等を通じた働きやすい職場環境づくり

■ 介護現場における生産性の向上に資する取組の促進を図る観点から、現場における課題を抽出及び分析した上で、
事業所の状況に応じて、利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討する
ための委員会の設置を義務付ける。＜経過措置３年間＞

利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に
資する方策を検討するための委員会の設置の義務付け 省令改正

短期入所系サービス★、居住系サービス★、多機能系サービス★、施設系サービス

【単位数】
生産性向上推進体制加算（Ｉ） 単位 月（新設）
生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 単位 月（新設）

【算定要件】
＜生産性向上推進体制加算（Ｉ）＞
○ （Ⅱ）の要件を満たし、（Ⅱ）のデータにより業務改善の取組による成果が確認されたこと。
○ 見守り機器等のテクノロジーを複数導入していること。
○ 職員間の適切な役割分担（いわゆる介護助手の活用等）の取組等を行っていること。
○ １年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供を行うこと。
＜生産性向上推進体制加算（Ⅱ）＞
○ 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会の開催や必要な安全
対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動を継続的に行っていること。
○ 見守り機器等のテクノロジーを１つ以上導入していること。
○ １年以内ごとに１回、業務改善の取組による効果を示すデータの提供を行うこと。

■ 介護ロボットや 等の導入後の継続的なテクノロジー活用を支援するため、見守り機器等のテクノロジーを導
入し、生産性向上ガイドラインに基づいた業務改善を継続的に行うとともに、効果に関するデータ提出を行うこと
を評価する新たな加算を設ける。

介護ロボットや 等のテクノロジーの活用促進 告示改正

短期入所系サービス★、居住系サービス★、多機能系サービス★、施設系サービス

23

令令和和７７年年５５月月審審査査分分のの算算定定状状況況
全全ササーービビスス：：加加算算ⅠⅠ 、、加加算算ⅡⅡ
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協働化・大規模化等による介護経営の改善に関する政策パッケージ

◼ 経営課題や施設・事業所の属性別の協働化・大規模化に係る取組例の作成・周知
◼ 社会福祉連携推進法人の先行事例集の作成・周知
◼ 都道府県別の社会福祉法人の経営状況の分析・公表・周知
◼ 各都道府県に順次（ ～）設置されるワンストップ窓口における相談対応（生産性向上の観点から経営改善に向けた取組を支援）
◼ よろず支援拠点（中小企業・小規模事業者のための経営相談所）や（独）福祉医療機構の経営支援の周知徹底

③「協働化・大規模化等の実施」段階における支援（財政支援）

◼ 第三者からの支援・仲介に必要な経費を支出できることの明確化（※１）（合併手続きガイドライン等の改定・周知
◼ 社会福祉法人の合併手続きの明確化（合併手続きガイドライン等の周知）
◼ 社会福祉連携推進法人の申請手続きの明確化（マニュアルの作成・周知
◼ 役員の退職慰労金に関するルールの明確化（※２）（事務連絡の発出

②「協働化・大規模化等に向けた検討」段階における支援（手続き・留意点の明確化）

①「経営課題への気づき」の段階における支援（選択肢の提示）

○介護サービス市場において人材確保が困難となる中、介護施設・事業所が安定的に必要な事業を継続し、地域におけるサービス
を確保し、複雑化したニーズに対応するためには、１法人１拠点といった小規模経営について、協働化・大規模化等による経営
改善の取組が必要。

○こうした経営改善の取組を推進するため、経営課題への気づき、協働化・大規模化等に向けた検討、協働化・大規模化等の実施
の各段階に即した対策を講じる。

○すべての介護関係者に協働化・大規模化等の必要性とその方策を認識してもらえるよう、厚生労働省としてあらゆる機会を捉え
て、積極的に発信する。
（厚生労働省HP上に特設ページを開設、関係団体への説明・周知依頼、関係団体機関誌等への寄稿、その他各種説明会の実施等）

※１ 社会福祉法人において合理性を判断の上支出
※２ 社会福祉法人について支給基準の客観性をよ

り高めるために算定過程を見直し、支給基準を
変更することは可能

◼ 小規模法人等のネットワーク化に向けた取組への支援
◼ 事業者が協働して行う職場環境改善への支援（人材募集、合同研修等の実施、事務処理部門の集約等への支援）
◼ 社会福祉連携推進法人の立上げに向けた取組への支援
◼ 社会福祉法人の合併の際に必要な経営資金の優遇融資（（独）福祉医療機構による融資）

令和６年６月18日 第７回デジタル
行財政改革会議
厚生労働大臣提出資料より抜粋
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介護現場の生産性向上を支える組織づくりとデジタル人材の育成支援

生産性向上セミナー
組織（経営層・職員）向け

生産性向上啓発と改善手法学習

《《参加者の声声》《参参参参加者の声声》
・小さい取組からでも生産性向上につなることが判った・小さい取組からでも生産性向上につなることが判った
・継続していくことが大事だと感じた・継続していくことが大事だと感じた
・改善で直接的ケアの時間が増えた・改善で直接的ケアの時間が増えた
・改善効果の見える化・検証方法など更に論理的に学びたい

フォローアップセミナー(R2～)
・介護事業所組織単位での参加
・ケーススタディを通じて改善取組実践力養成
・３日（2-3時間）Webｸグループワーク×６回
・各自事業所の改善計画作成を伴走支援

ビギナーセミナー(R2～)
・介護事業所経営者・介護職員向け
・ガイドラインを参考に改善取組手法学習
・１日（2時間）Web講義×６回

生産性向上推進フォーラム
(H30~)
・生産性向上の機運を盛り上げる目的
・事業所による取組報告、機器展示等
・ １日（4時間30分）ハイブリッド開催

デジタル中核人材育成
介護テクノロジー導入・活用
を主導できる人材の養成

デジタル中核人材育成研修(R6～)
・介護事業所推薦や本人希望のある介護職員向け
・改善手法/科学的介護・介護テクノロジー/リーダーシップ/マネジメントを学習
・eラーニング＋３日間のグループワークと実演＋課題学習
・令和６年度は、1,656人養成（令和５年試行時は574人）
・各自事業所の介護ロボット・ICT導入計画作成を伴走支援

《《参参加加者者のの声声》》
・長期的な計画が必要であり、他職員にも是非受講してもらいたい・長期的な計画が必要であり、他職員にも是非受講してもらいたい
・テクノロジーに不慣れな職員への支援も講師の対応を参考にしたい・テクノロジーに不慣れな職員への支援も講師の対応を参考にしたい
・現場で生産性向上を実現するのは職員一人一人なのだと理解できた・現場で生産性向上を実現するのは職員一人一人なのだと理解できた
・テクノロジー導入後の問題点が共有でき改善策のヒントが得られた

デジタル中核人材養成手法確立
（手引き／標準プログラム 令和６年度作成）
・デジタル中核人材のスキル要件や能力要件を定義
・自治体や介護事業所がデジタル中核人材を育成する際の参考を提示

介護ロボット・
導入計画

【デジタル中核人材養成研修手引き】
https://www.mhlw.go.jp/stf/kaigo-seisansei_forum.html

参参加加者者 事事例例
発発表表数数

出出展展
企企業業数数

令令和和 年年度度参参加加状状況況

参参加加者者
合合計計

介介護護
事事業業者者

そそのの他他

令令和和 年年度度申申込込人人数数

参参加加者者
合合計計

介介護護

事事業業
者者

そそのの他他

令令和和 年年度度申申込込人人数数
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C A R I S O（C A Re I n n o v a t i o n  S u p p o r t  O f f i c e）について
都道府県支援事業（中央管理事業）

28

○ 介護現場において、生産性向上や人材確保の取組を進めるためには、介護事業者のみの自助努力だけでは限界があり、地域全体で取組を推進していく必要が
あるため、都道府県が主体となり設置・運営を行うワンストップ窓口において、介護現場へ総合的な支援を実施することとしている。

○ 都道府県支援事業（中央管理事業）によりワンストップ窓口の設置・運営に係る支援を実施するほか、ワンストップ窓口が設置されていない都道府県への支
援として、R8年度まで、地域を限定して介護テクノロジーの開発・実証・普及広報のプラットフォーム窓口（以下、PF窓口）を設置する

介護現場
革新会議等
（年２回程度開催）

都道府県支援事業
（中央管理事業）

研修 有識者派
遣 相談

他の機関
との連携 試用貸出 機器展示

開催支援

方針提示

介護事業者

生産性向上に
関する相談

支援提示
情報提供

地域における課題や
解決策の検討

施策への意見収集 革新会議メンバー
間の連携強化

総合相談センターの
運営方針の決定

都道府県における生産性向上の取組の促進策の全体像

介護生産性向上
総合相談センター

都道府県
介護テクノロジー導入支援等

KPIに関するデータの
分析・提供等により、
都道府県における生
産性向上の取組を支
援

相談対応等の個別支
援等により、ワンス
トップ窓口・介護現
場革新会議の運営を
支援

リビングラボ

都道府県が実施する介護現場に
対する各種支援を通じて把握し
た開発ニーズの提供

（独）福祉医療機構

（独）中小企業基盤整備機構

よろず支援拠点

ハローワーク

介護労働安定センター

福祉人材センター

シルバー人材センター

経営支援

事業者の採用活動等の人材確保の支援

つなぎ連携

革新会議想定メンバー
・介護事業者団体
・職能団体、先進的事業所
・県社会福祉協議会、
・学識経験者
・つなぎ連携先の担当者等

※その他、地域の実情に応じた各種支援

介護系ＳＵ支援事業

都道府県におけるワンストップ窓口

① 施策の目的

③ 施策の概要

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

介護現場において、テクノロジーの活用等によるサービスの質の向上や職員の負担軽減といった
生産性向上の推進は喫緊の課題となっており、効果的なテクノロジーの普及をより強力に進めてい
く。

地域における総合的な生産性向上の取組を推進するための支援を実施するとともに、 （ ）を
運営し、研究開発から上市に至るまでの各段階で生じた課題等に対する総合的な支援を行う。

介護現場におけるテクノロジーへの理解を促進し、開発企業が介護テクノロジー市場に参入しやすい環境を整備し、介護現場の生
産性向上を加速化させつつ、更なるテクノロジーの活用推進についてのエビデンスの充実を図る。

② 対策の柱との関係

【【主主なな実実施施内内容容】】
（１）都道府県支援事業
○ 地域における介護生産性向上総合相談センター（基金事

業）の支援事業（都道府県支援事業）
※窓口の増加により支援件数が増加することへの対応や、
窓口の伴走支援機能の強化のため、支援規模拡充

（２） の運営
○ スタートアップ支援窓口の運営・各種調査・イベント開催等
○ リビングラボの設置・運営

施施策策名名：：介介護護テテククノノロロジジーー開開発発等等加加速速化化事事業業

【○介護情報基盤の整備や介護テクノロジー開発企業等への支援等に向けた取組の強化】

令和７年度補正予算額 ５．６億円
老健局高齢者支援課

（内線 ）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○ ○

A.リビングラボ事業
介護現場における実

証フィールド

使いやすい機器の提供
に向けた支援

B.スタートアップ支援事業
スタートアップ支援窓口
スタートアップ等の開発企業
からの相談対応

スタートアップ支援

助言、支援策・投資家へのつなぎや表
彰等、MEDISOに準じた支援を実施

リビングラボ

全国の介護施設の協力に
よる大規模実証フィールドを

提供

開発企業等の研究開発から上市
に至るまでの各段階で生じた課題
等にきめ細かく対応

ニーズ・シーズマッチング支援
介護現場における課題やニーズ
を収集・公開し、企業同士等の
マッチング支援等を実施

UIやUDXに配慮した使い
やすい機器の提供に向け
た助言等の支援を実施

A、B両事業間の連携により、抜け目のない支援を実施

CARISO

都道府県支援事業：介護生産性向上総合相談センター（基金事業）の運営支援

開発企業

27

18



C A R I S O（C A Re I n n o v a t i o n  S u p p o r t  O f f i c e）について
リビングラボ

30

○ リビングラボにおいては、介護テクノロジーの製品化にあたっての評価・効果検証を実施するリビングラボのネットワークを形成するとともに、開発企業の
シーズ、介護現場のニーズをマッチングするニーズシースマッチング支援を実施するほか、マッチングサポーターによる支援や実証フィールドの提供を行う。

※令和５年度老人保健健康増進等事業「介護現場のニーズをふまえたテクノロジー開発支援に関する調査研究事業」（社会福祉法人善光会）を参考に厚生労働省作成

【リビングラボによる支援内容】

①介護保険制度について理解する ➂介護現場について理解する
②介護サービスの種類を理解する    ④既存の製品・サービスについて理解する
①課題を発掘し分析する ➂介護業界と他業界の違いを意識する
②課題の普遍性を確かめる
①製品・サービスのねらいを明確化する ➂介護の基本精神を意識する
②介護の全体の流れを俯瞰的に意識する ➃コンセプトについて介護現場からフィードバックを得る
①ターゲットを設定する ➂（在宅向け）（在宅向け）在宅の場合の購入原資を理解する
②（事業所向け）事業所の収益構造を理解する ➃上市後を見据えた体制を構築する
①生産企業との関係性を構築する ➂有識者との関係性を構築する
②隣接領域の開発企業との関係性を構築する
①現場での実証が可能な水準まで機能性を上げる ➂機能を限定して検証する
②実際の利用者以外を対象として検証する
①数事業所を対象にしてユースケースを検証する ➂検証結果を踏まえて仕様を調整する ⑤検証環境を整備する
②十以上の事業所を対象にして有効性を検証する ➃検証目的・内容を明確にする
①コスト設計を検討する ②上市後の回収を想定して仕様を確定させる

①代理店販売・共同判断を活用する ➂購入単位や契約方法にこだわる
②効果的なチャネルで情報を提供する
①期待値を正しく設定する ➂事業所の補助金獲得をサポートする
②伝える相手に応じてメッセージを工夫する
①導入計画立案から伴走する ➂デモや初期設定をサポートする
②導入に向けた環境を整える ④利用者向けの同意取得をサポートする
①使用者状況をモニタリングする ②顧客の声を取り入れて活かす

マッチング・ネットワーキング

ニーズ調査

コンセプト企画

ビジネスプラン検討

研究室レベルでの実証

上市準備

販売戦略

営業アプローチ

導入支援

継続的改良

実運用環境での実証

企
画

開
発

販
売

業界研究

製品の開発フェーズ・ステップ

【実証フィールドの提供】
○開発フェーズ・ステップによっては、全国の介護事業所の協力に
よる大規模実証フィールド（2025年５月時点で約1,200）を提供

○福祉用具の新規提案の実証への協力を実施

介護現場
ニーズシース
マッチング支
援事務局

開発企業

①シーズ同士をマッチング ②開発企業のシーズと
介護現場をマッチング

➂介護現場の二ーズと開発企業をマッチング【ニーズシースマッチングイメージ図】

開発企業

【マッチングサポーター】
○福祉・工学の学術関係者等を中心に40名程度が開発企業をサ
ポート（昨年秋にＵＩ/UXに精通したサポーターを追加）

番号 都道府県名 開設予定
1 静岡県 冬頃

北北海海道道介介護護現現場場業業務務改改善善総総

合合相相談談セセンンタターー

ああおおももりり介介護護生生産産性性向向上上総総合合

セセンンタターー

いいわわてて介介護護現現場場ササポポーートト

セセンンタターー

宮宮城城県県介介護護事事業業所所支支援援相相談談

セセンンタターー

北北海海道道札札幌幌市市中中央央区区北北 条条西西 丁丁目目

番番地地かかででるる

青青森森県県青青森森市市中中央央３３丁丁目目 県県

民民福福祉祉ププララザザ

岩岩手手県県盛盛岡岡市市本本町町通通３３－－１１９９－－１１

岩岩手手県県福福祉祉総総合合相相談談セセンンタターー３３階階

宮宮城城県県仙仙台台市市青青葉葉区区本本町町 宮宮城城県県

長長寿寿社社会会政政策策課課介介護護人人材材確確保保推推進進班班

ああききたた介介護護業業務務「「カカイイゼゼンン」」ササ

ポポーートトセセンンタターー

山山形形県県介介護護生生産産性性向向上上総総合合

支支援援セセンンタターー

ふふくくししまま介介護護生生産産性性向向上上

支支援援セセンンタターー

介介護護のの仕仕事事ササポポーートトセセンンタターー

ととちちぎぎ

秋秋田田県県秋秋田田市市御御所所野野下下堤堤５５－－１１－－１１

秋秋田田県県中中央央地地区区シシルルババーーエエリリアア

山山形形県県天天童童市市一一日日町町 丁丁目目 福福島島県県郡郡山山市市富富田田町町字字満満水水田田 －－８８

ふふくくししまま医医療療機機器器開開発発支支援援セセンンタターー

栃栃木木県県宇宇都都宮宮市市若若草草１１－－１１００－－６６

ととちちぎぎ福福祉祉ププララザザ１１ＦＦ

介介護護職職場場ササポポーートトセセンンタターー

ぐぐんんまま

介介護護ののみみららいいササポポーートト

セセンンタターー

千千葉葉県県介介護護業業務務効効率率アアッッププセセ

ンンタターー

介介護護職職場場ササポポーートトセセンンタターーＴＴＯＯ

ＫＫＹＹＯＯ

群群馬馬県県前前橋橋市市千千代代田田町町１１－－１１４４－－１１

橋橋詰詰広広瀬瀬川川ビビルル２２ＦＦ

埼埼玉玉県県ささいいたたまま市市浦浦和和区区針針ヶヶ谷谷４４－－

２２－－６６５５ 彩彩のの国国すすここややかかププララザザ１１階階

千千葉葉県県千千葉葉市市中中央央区区中中央央

フフジジモモトト第第一一生生命命ビビルル 階階

東東京京都都新新宿宿区区西西新新宿宿２２－－７７ーー１１ 新新宿宿第第一一生生

命命ビビルルデディィンンググ（（小小田田急急第第一一生生命命ビビルル）） 階階

かかななががわわ介介護護ススママーートト相相談談室室 新新潟潟県県介介護護職職場場 ・・業業務務改改善善

ササポポーートトセセンンタターー

ととややまま介介護護テテククノノロロジジーー普普及及・・

推推進進セセンンタターー

いいししかかわわ介介護護業業務務改改善善

相相談談支支援援セセンンタターー

神神奈奈川川県県横横浜浜市市中中区区山山下下町町 番番地地

日日土土地地山山下下町町ビビルル 階階

新新潟潟県県新新潟潟市市中中央央区区米米山山２２－－４４－－１１

基基山山第第 ビビルル 階階

富富山山県県富富山山市市安安住住町町 番番 号号

富富山山県県総総合合福福祉祉会会館館（（ササンンシシッッププととややまま）） 階階

石石川川県県金金沢沢市市赤赤土土町町ニニ１１３３－－１１

石石川川県県リリハハビビリリテテーーシショョンンセセンンタターー内内

ふふくくいい介介護護テテククノノロロジジーー・・業業務務

改改善善支支援援セセンンタターー

山山梨梨県県介介護護福福祉祉総総合合支支援援セセンン

タターー

長長野野県県介介護護・・障障ががいい福福祉祉

生生産産性性向向上上総総合合相相談談セセンンタターー

岐岐阜阜県県介介護護生生産産性性向向上上総総合合

相相談談セセンンタターー

福福井井県県福福井井市市中中央央１１－－３３－－１１

加加藤藤ビビルル６６階階

山山梨梨県県甲甲府府市市北北新新

山山梨梨県県福福祉祉ププララザザ 階階

長長野野県県長長野野市市南南県県町町

南南県県町町ビビルル５５階階

岐岐阜阜県県岐岐阜阜市市金金園園町町１１－－３３－－３３

ククリリススタタルルビビルル２２階階

ああいいちち介介護護生生産産性性向向上上総総合合相相

談談セセンンタターー

みみええ介介護護生生産産性性向向上上支支援援

セセンンタターー

滋滋賀賀県県介介護護現現場場革革新新ササポポーートト

デデススクク

京京都都府府介介護護・・福福祉祉職職場場業業務務改改

善善⽀援援セセンンタターー

愛愛知知県県名名古古屋屋市市中中村村区区名名駅駅南南

住住友友生生命命名名古古屋屋ビビルル 階階

三三重重県県津津市市羽羽所所町町５５１１３３

ササンンヒヒルルズズ２２階階

滋滋賀賀県県草草津津市市笠笠山山７７－－８８－－１１３３８８ 京京都都府府京京都都市市中中京京区区⽵屋屋町町通通烏烏丸丸東東⼊ルル

清清⽔町町 府府⽴総総合合社社会会福福祉祉会会館館 地地下下１１階階

大大阪阪府府介介護護生生産産性性向向上上支支援援

セセンンタターー

ひひょょううごご介介護護テテククノノロロジジーー導導入入・・生生産産

性性向向上上支支援援セセンンタターー

奈奈良良県県介介護護生生産産性性向向上上総総合合

相相談談セセンンタターー

和和歌歌山山県県介介護護生生産産性性向向上上総総

合合相相談談セセンンタターー

大大阪阪府府大大阪阪市市住住之之江江区区南南港港北北

ビビルル 棟棟 階階

兵兵庫庫県県神神戸戸市市西西区区曙曙町町

兵兵庫庫県県立立福福祉祉ののままちちづづくくりり研研究究所所内内

奈奈良良県県奈奈良良市市大大宮宮町町４４－－２２６６６６－－１１

三三和和大大宮宮ビビルル２２階階

和和歌歌山山県県和和歌歌山山市市手手平平 丁丁目目１１－－２２

県県民民交交流流ププララザザ和和歌歌山山ビビッッググ愛愛 階階

鳥鳥取取県県介介護護生生産産性性向向上上総総合合

相相談談セセンンタターー

介介護護現現場場革革新新ササポポーートトセセンン

タターーししままねね

岡岡山山県県介介護護生生産産性性向向上上総総合合

相相談談セセンンタターー

介介護護職職場場ササポポーートトセセンンタターー

ひひろろししまま

鳥鳥取取県県鳥鳥取取市市扇扇町町１１１１６６

田田中中ビビルル２２号号館館２２階階

島島根根県県松松江江市市朝朝日日町町

松松江江セセンンタターービビルル９９階階

岡岡山山県県岡岡山山市市北北区区柳柳町町１１－－１１－－１１

住住友友生生命命岡岡山山ビビルル 階階

広広島島県県広広島島市市南南区区比比治治山山本本町町１１２２

－－２２ 広広島島県県社社会会福福祉祉会会館館内内

山山口口県県介介護護生生産産性性向向上上

総総合合相相談談セセンンタターー

ととくくししまま介介護護現現場場 ササポポーートトセセ

ンンタターー

愛愛媛媛県県介介護護生生産産性性向向上上総総合合

相相談談セセンンタターー

ここううちち介介護護生生鮮鮮性性向向上上総総合合

支支援援セセンンタターー

山山口口県県山山口口市市穂穂積積町町１１－－２２

リリババーーササイイドド山山陽陽ⅡⅡ ２２階階

徳徳島島県県徳徳島島市市国国府府町町東東高高輪輪字字天天満満

３３５５６６－－１１

愛愛媛媛県県松松山山市市一一番番町町１１丁丁目目１１４４番番１１

００号号 井井手手ビビルル４４階階

高高知知県県高高知知市市堺堺町町２２－－２２６６

高高知知中中央央ビビジジネネススススククエエアア ７７階階

福福岡岡県県介介護護 支支援援セセンンタターー ささがが介介護護業業務務効効率率化化

ササポポーートトセセンンタターー

ななががささきき介介護護現現場場

ササポポーートトセセンンタターー

くくままももとと介介護護テテククノノロロジジーー・・業業務務

改改善善ササポポーートトセセンンタターー

福福岡岡県県春春日日市市原原町町３３－－１１－－７７

ククロローーババーーププララザザ東東棟棟２２階階

佐佐賀賀県県佐佐賀賀市市兵兵庫庫南南４４－－１１－－２２５５

ななかかむむららビビルル兵兵庫庫南南２２階階３３号号室室

長長崎崎県県長長崎崎市市元元船船町町

長長崎崎 ２２階階

熊熊本本県県熊熊本本市市中中央央区区花花畑畑町町１１－－１１

大大樹樹生生命命ビビルル２２階階

大大分分県県介介護護 ササポポーートト

セセンンタターー

みみややざざきき介介護護生生産産性性向向上上

総総合合相相談談セセンンタターー

鹿鹿児児島島県県介介護護生生産産性性向向上上

総総合合相相談談セセンンタターー

介介護護業業務務・・テテククノノロロジジ――

伴伴走走支支援援セセンンタターーおおききななわわ

大大分分県県大大分分市市明明野野東東３３丁丁目目４４番番１１号号 宮宮崎崎県県宮宮崎崎市市高高千千穂穂通通２２－－１１－－２２

睦睦屋屋第第３３ビビルル ４４階階

鹿鹿児児島島県県鹿鹿児児島島市市山山下下町町

カカククイイッッククスス交交流流セセンンタターー２２階階

沖沖縄縄県県那那覇覇市市前前島島３３－－２２５５－－５５

ととままりりんん（（アアネネッッククススビビルル））１１階階

介護生産性向上総合相談センター設置状況（令和７年 月 日時点）

※介護生産性向上総合相談センターに
関し、令和７年度中に開設予定がない
都道府県についても、令和８年度に設
置予定

■■介介護護生生産産性性向向上上総総合合相相談談セセンンタターー

都都道道府府県県がが設設置置すするるワワンンスストトッッププ型型のの窓窓口口。。地地域域のの実実情情にに応応じじたた相相談談対対応応やや研研修修会会、、介介護護現現場場へへのの有有識識者者のの派派遣遣、、介介護護ロロボボッットト等等のの機機器器展展示示やや試試
用用貸貸出出対対応応をを実実施施。。ままたた、、経経営営支支援援やや人人材材確確保保支支援援にに対対応応すするるたためめ、、関関係係機機関関（（よよろろずず支支援援拠拠点点・・ハハロローーワワーークク・・介介護護労労働働安安定定セセンンタターー等等））へへののつつなな

ぎぎ連連携携もも実実施施ししてていいるる。。令令和和８８年年度度ままででにに全全都都道道府府県県にに設設置置予予定定。。

11 12

13 14 15 16

17 18

■■介介護護生生産産性性向向上上総総合合相相談談セセンンタターー（（設設置置済済））

公公益益財財団団法法人人介介護護労労働働安安定定セセンン

タターー茨茨城城支支部部

介介護護テテククノノロロジジーー相相談談窓窓口口

公公益益財財団団法法人人介介護護労労働働安安定定セセンン

タターー香香川川支支部部

介介護護テテククノノロロジジーー相相談談窓窓口口

茨茨城城県県水水戸戸市市南南町町 丁丁目目 番番 号号

水水戸戸 セセンンタターービビルル

香香川川県県高高松松市市寿寿町町 丁丁目目 番番 号号

日日進進高高松松ビビルル 階階

■介護ロボット・ 相談窓口 （２ヵ所）

BA

2019

21

1

5

432

7 8

9

6

10 ※国の事業で設置された窓
口（都道府県の準備ができ
次第、介護生産性向上総合
相談センターへ移行）

22 2423

25 26 2827

29 30 31

■■（（令令和和７７年年度度中中にに開開設設予予定定：：１１ヵヵ所所））

32

33 34 35 36

37 38 39 40

41 42 43 44
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C A R I S O（C A Re I n n o v a t i o n  S u p p o r t  O f f i c e）について
介護系スタートアップ支援事業について

32

介護系スタートアップ支援事業とは

実用化に向けて課題を抱えた介護系スタートアップ企業、アカデミア等と、そ

の解決のためのアドバイスを行う専門家（サポーター※）をマッチングし、業界

動向や事業計画、販売計画や海外展開検討までを総合的・俯瞰的に見据えた

うえで、各段階に応じたきめ細かな相談・支援を実施。

※サポーターとは、法規制対応、マーケティング、事業計画、資金調達、経営戦

略、知財戦略、海外展開等の各分野の専門家

相談・支援の流れ

介護系スタートアップ支援事業の総合ポータルサイト（準備中）の申し込み

フォームにて申し込みを実施。

初回面談では相談内容の精査や全般的な助言を実施。

相談内容に応じて、面談を複数回に分け、相談内容に合わせたサポーターに

よる追加の面談を実施。

⚫ 面談内容の

振り返り

フォローアップ

⚫ テーマを絞っ

た専門的な

面談

専門面談

⚫ 相談内容の

精査

⚫ 全般的助言

初回面談

⚫ 総合ポータル

サイトからの

申し込み

相談受付

介護系スタートアップ支援事業では、相談以外にも様々な支援メニューを展開（予定）

セミナー

スタートアップ・アカデミア

に対し専門家によるセミ

ナーを提供

ハンズオン支援

介護系 に対し、適切な

人材をマッチングさせ、集

中的にハンズオン支援

知財戦略策定支援

希望シーズに対し、実用化

を図るための総合的な調

査・支援を実施

シーズデータベース

介護系 ・アカデミアと出

資先や大手企業等のマッ

チング機会を提供

介護テックアワード

特に有望な介護系 を発

掘し、その展開を支援する

ためのアワード企画を実施

支援ガイドブック

の課題解決の一助とな

るようガイドブックを提供

介護テックサミット

介護系 と大企業や支援

機関のマッチング機会のた

めの展示会を実施

各種調査・まとめ

日本の 企業やその支援

機関に関する各種調査を

実施し、現状を把握

相談依頼

支援

事務局

サポーター

相談希望者

（スタートアップ、アカデミア等）（スタートアップ、アカデミア等）

支援依頼

国立大学法人東北大学
青葉山リビングラボ

宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉

アドレス：

国立研究開発法人産業技術総合研究所
柏リビングラボ

千葉県柏市柏の葉 東京大学柏 キャンパス
内 社会イノベーション棟

：

アドレス：

株式会社善光総合研究所

東京都大田区東糀谷六丁目 番 号

：

アドレス：

ケア株式会社

東京都品川区東品川
グラスキューブ品川 階

：
問い合わせ先：

学校法人藤田学園藤田医科大学
ロボティックスマートホーム

愛知県豊明市沓掛町田楽ケ窪 番地 藤田医科
大学病院内

：

アドレス：

国立研究開発法人
国立長寿医療研究センター

愛知県大府市森岡町

：

アドレス：

独立行政法人労働者健康安全機構
吉備高原医療リハビリテーションセンター

岡山県加賀郡吉備中央町吉川

：

アドレス：

国立大学法人九州工業大学
スマートライフケア共創工房

福岡県北九州市若松区ひびきの

情報技術高度化センター

：

アドレス：

リビングラボ一覧

リビングラボネットワーク
－開発実証のアドバイザリーボード兼先行実証フィールドの役割－

SOMPOホールディングス株式会社
Future Care Lab In Japan

社会福祉法人善光会
Care Tech ZENKOUKAI Lab

国立研究開発法人産業技術総合研究所
リビングラボ

国立大学法人九州工業大学
スマートライフケア共創工房

学校法人藤田学園
ロボティックスマートホーム

国立研究開発法人
国立長寿医療研究センター

独立行政法人労働者健康安全機構
吉備高原医療リハビリテーションセンター

国立大学法人東北大学
青葉山リビングラボ

■■リリビビンンググララボボ一一覧覧■■ （（８８ヵヵ所所））
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⚫ １年間フリーパスの配布期間
年 月 日～ 年 月 日

⚫ 対象となる事業所
全ての介護事業所（初めて、利用中、再利用）

⚫ 利用可能な機能
全ての機能

ケアプランデータ連携システム フリーパスキャンペーン

フリーパスキャンペーン特設サイト

34

これまで毎月紙でやり取りされ、介護事業所の負担が大きかったケアプラン（計画・予定・実績の情報）をオンラインで完結するシステムを提供。
「データ連携標準仕様」に対応した介護ソフトとの連携により、ケアマネ・サービス事業所共に転記不要による事務負担の軽減を実現。

ケアプランデータ連携システムについて
（令和５年度より国民健康保険中央会にて本格稼働）

ケアプランデータ連携システムで期待される効果
⚫手間、時間の削減による事務費等の削減
⚫データ自動反映による従業者の「手間」の削減・効率化
⚫作業にかける「時間」の削減
⚫従業者の「心理的負担軽減」の実現
⚫従業者の「ライフワークバランス」の改善
⚫事業所の「ガバナンス」、「マネジメント」の向上

イメージキャラクター
ケアプー

【計画・予定情報の流れ】

※※実績情報は逆の流れ（居宅介護支援事業所←居宅サービス事業所）となり、予定情報と同様、真正性確認の上、振分けられる。

へルプデスクサポートサイト

転記不要

介護報酬請求で使用されている
セキュリティ方式により安全に送受信

33
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令和７年度介護職員の働きやすい職場環境づくり
内閣総理大臣表彰及び厚生労働大臣表彰

36

介護職員の働きやすい職場環境づくり内閣総理大臣表彰は、職員の待遇改善、人材育成及び介護現場の生産性向上への取組が特に優れた

介護事業者を表彰し、その功績をたたえ、広く紹介することを通じ、もって、介護職員の働く環境改善を推進することを目的とする。

※併せて、厚生労働大臣表彰も実施

３．令和７年度表彰に向けた流れ・スケジュール

令和６年 月５日 ：（厚生労働省⇒各都道府県）表彰候補者の推薦依頼（原則として公募の実施を依頼）

：（厚生労働省） 全国を対象とした自薦による公募受付開始

令和７年２月 日 ：（厚生労働省⇒各都道府県）厚労省事務局での公募受付〆切。受け付けた推薦調書は各都道府県へ順次送付

３月 日 ：（各都道府県⇒厚生労働省）都道府県からの推薦〆切。都道府県は審査基準を踏まえ表彰候補者を推薦

４～６月 ：（厚生労働省）選考委員会による選定

８月 日 ： 表彰式 （※令和６年度は９月３日に都内にて開催）

１．表彰の目的

２．選考基準 ※事業者の取組内容等について以下の観点から審査

〇 年度：推薦件数 件（ 都県から） 選考結果：内閣総理大臣表彰 ２件、厚生労働大臣表彰 ４件、奨励賞 件
〇 年度：推薦件数 件（ 都府県から）

選考結果：内閣総理大臣表彰
選考結果：内閣総理大臣表彰 １件、厚生労働大臣表彰 ５件、奨励賞 件

表彰実績

① 働きやすい職場環境づくりに資する取組であること

（１）職員の待遇改善に係る取組がなされているか。特に入職率の増加や離職
率の減少に資する取組として優れている取組を評価する。

（２）人材育成に係る取組がなされているか。特に効果的な人材育成に資する
取組として優れている取組を評価する。

（３）介護現場の生産性向上に係る取組がなされているか。特に業務の役割分
担、業務負担の軽減及びサービスの質の向上が図られている取組を評価する。

（４）上記（１）～（３）の各取組について｢取組の課題｣、｢取組時期｣、｢取
組のプロセス｣、｢要したコスト｣、｢特筆すべきアピールポイント｣及び｢今後の
展望｣が具体的に記載されていること。

③ 実効性のある取組であること

・①（１）～（３）の各取組について、その効果が取組前と取組後を比較し
具体的に示されているか。

・①（１）～（３）の取組を複数行っている場合等、事業所において、その効
果が取組前と取組後を比較し具体的に示されているか。

④ 持続性のある取組であること

・取組が一過性のものでなく、継続的に取り組む体制や仕組みが整備・検討さ
れているか。等

⑤ 他の事業所での導入が期待される取組であること

・多くの事業所への横展開が期待できる取組であるか。
・取組を行おうとする他の事業所に対し、取組の経験のある職員の派遣、取組に
係る視察の受け入れを行うなど、取組の横展開に協力的であるか。② 複数の課題に対して優れた取組を行っているか

④ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

① 施策の目的

③ 施策の概要

⑤ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

◯介護分野の職員の処遇改善については、累次の取組を講じてきた結果、介護職員の賃金は改善してきたものの、
他産業とはまだ差がある状況。

◯介護分野の人材不足が厳しい状況にあるため、他職種と遜色のない処遇改善に向けて、令和８年度介護報酬改
定において、必要な対応を行うこととし、報酬改定の時期を待たず、人材流出を防ぐための緊急的対応として、賃
上げ・職場環境改善の支援を行う。支援については、持続的な賃上げを実現する観点を踏まえて実施する。

①介護従事者に対して幅広く賃上げ支援（※１）を実施。

②生産性向上や協働化に取り組む事業者（※２）の介護職員に対して賃上げ
支援を上乗せ。

③併せて、介護職員について、職場環境改善に取り組む事業者（※３）を支援
（介護職員等の人件費に充てることも可能）。

（※１）処遇改善加算の対象サービスについては加算取得事業者、対象外サービス
（訪問看護、訪問リハ、ケアマネ等）については処遇改善加算に準ずる要件を
満たす（又は見込み）事業者が対象。

（※２）処遇改善加算の取得に加え、以下の要件を満たす事業者。
ア）訪問、通所サービス等
→ ケアプランデータ連携システムに加入（又は見込み）等。

イ）施設、居住サービス、多機能サービス、短期入所サービス等
→ 生産性向上加算Ⅰ又はⅡを取得（又は見込み）等。

（※３）処遇改善加算を取得の上、職場環境等要件の更なる充足等に向けて、職場
環境改善を計画し実施する事業者（要件は、令和６年度補正予算の「介護人材
確保・職場環境改善等事業」と同様）。

◯ 介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善支援を実施することで、介護サービス提供に必要な人材確保につながる。

【○介護分野の職員の賃上げ・職場環境改善に対する支援】

令和７年度補正予算額 億円

老健局老人保健課
（内線３９４２）

② 対策の柱との関係

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○ ○

介
護
事
業
所

都
道
府
県

① 申請（計画書等を提出）

③ 事業実施後、報告（実績報告書を提出）

【執行のイメージ】

② 交付決定。補助金の交付（補助率10/10）

（注）サービスごとに交付率を設定し、各事業所の総報酬にその交付率を乗じた額を支給

（国 で都道府県に支給。併せて交付額算出のための国保連システム改修費用及び

国・都道府県の必要な事務費等も確保）

①介護従事者に対する幅広い賃上げ支援 １．０万円

②協働化等に取り組む事業者の介護職員に対する上乗せ ０．５万円

③介護職員の職場環境改善の支援

※人件費に充てた場合、介護職員に対する０．４万円の賃上げに相当

（１）支給要件・金額

（２）対象期間 令和７年 月～令和８年５月の賃上げ相当額を支給

施施策策名名：：アア 介介護護分分野野ににおおけけるる物物価価上上昇昇・・賃賃上上げげ等等にに対対すするる支支援援
（（介介護護分分野野のの職職員員のの賃賃上上げげ・・職職場場環環境境改改善善支支援援事事業業）） ※医療・介護等支援パッケージ
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主な課題
シートセンサー型見守り機器を全床導入するも、
活用されていなかった。

男性職員の育児休業取得、外国人職員の帰省等に
ついて職員から相談があったが、取得実績はなし。

変化が乏しい環境であるが故のモチベーションの
低下や、新しいアイデアが生まれにくい職場風土
といった課題意識があった。

取組開始
時期

令和４年１２月～ 令和３年４月～ 令和４年１０月～

取組の内容

✓組織変革チームを組成。異動があまりなかった
職場で配置転換を行い、それをきっかけとして
役割分担を明確にし、機器の戦略的活用を促進

✓シートセンサー型見守り機器の活用により、巡
視時の訪室回数の減・夜間の定時介助（排泄介
助）を廃止（合計 分→ 分）

✓定期的なタイムスタディ調査を実施し、夜間帯
業務の効率化を推進。実績を積み重ね職員の理
解を得ることで、宿直業務の廃止に成功（年

万円削減見込）

✓男性職員の育児休業について、希望する職員の
早期把握に努め、現場にも説明し理解を得て、
制度活用を促した。

✓子育て世代の職員が勤務するユニットに、優先
的に介護助手を積極的に配置

✓外国人職員の長期休暇について、現場に周知・
協力要請を行い、調整

✓日中のタイムスタディ調査を実施。スケジュール
の見直し、フローチャートの作成

✓外部講師依頼、外部研修参加、実習生の受け入
れ等を推進

✓地元のアパレル企業とのユニフォーム共同制作
や、地元スポーツチームとのイベントを実施。こ
れら異業種との企画・運営の場面に職員が参画。
地域住民の信頼感の醸成に寄与

取組前後の
成果指標

夜勤１人当たり巡視時間
〃 排泄介助時間

施設稼働率 （施設定員
に対する利用者数）

分 → 分
分 → 分

％（ ）
→ ％（ ）

男性職員育児休業取得
者数

外国人職員帰国支援者
数

名 → 名

名 → 名

外部講師による研修参加者数

職場実習・体験受入れ実績

名 → 名

名 → 名

特別養護老人ホーム もくせい

①生産性向上の取組 ②職員の待遇改善に係る取組 ③人材育成に係る取組

負担軽減・
満足度指標

有給休暇（年間）の平均取得日数（ 人あたり）※１ 日（Ｒ５） →  日（Ｒ６）

離職率 ※２ ％（Ｒ５） → ％（Ｒ６）

導入したテクノロジーの再活用 子育て男性職員と外国人職員の休暇支援 異業種コラボ等でやりがい創出

法人名 社会福祉法人 北養会

サービス種別 介護老人福祉施設

所在地 茨城県水戸市

利用者数 ７０名

従業員数 名（常勤 名／非常勤１９名）
▲見守り機器活用が業務効率向上に繋がっている

※１ 全職員の合計有給休暇取得日数 全職員の有給休暇付与数（非正規職員を含む） ※２ 離職した介護職員数 当該年度に在籍していた介護職員数（非正規職員を含む）

ユニフォームの集合写真

▲地元アパレル企業とのユニフォーム共同制作

内閣総理大臣表彰

令和７年度介護職員の働きやすい職場環境づくり
内閣総理大臣表彰及び厚生労働大臣表彰 受賞事業所一覧
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特別養護老人ホームもくせい
（茨城県 水戸市）

介護老人
福祉施設

・過去に導入した見守り機器の再活用に取組み、夜間宿直の廃止など負担を軽減
・男性職員の子育て支援や外国籍の職員の帰省を支援
・地元企業とコラボイベントに取り組み、地域住民との信頼感を醸成
＜指標＞離職率 ： ％（ ５）→ ％（ ６）

夜勤の巡視時間： 分→ 分 、排泄介助時間 １８０分→９０分

トライドケアマネジメント
（神奈川県 横浜市）

居宅介護
支援

・ケアプランデータ連携システムの導入と業務分担を見直し、紙を減らしケアマネジャー１人当たり
担当件数と職員の平均年収が増
・ケアプランデータ連携システムの運用方法に関する事業者への周知活動や、普及推進のための
広報活動・セミナー活動を実施
＜指標＞平均年収 ： 万円（ ）→ 万円（ ６）

ケアマネジャー１人当たり担当件数 ：３４ ５名（ ） →４３ ７名（ ）

○ 内閣総理大臣表彰 （施設・居住サービス１、居宅サービス１）

特別養護老人ホームサンシティ北条
（愛媛県 松山市）

介護老人
福祉施設

・ＡＩ排泄ケアシステムを導入し夜間の対応回数が減。ノーリフティングケアを推進し腰痛が減
＜指標＞夜間帯１フロアあたり尿便漏れ回数 ： ４回 週→２回 週

リハビリセンターグリーン
（徳島県 徳島市）

介護老人
保健施設

・インカム、記録ソフト、見守り機器等を導入し情報共有を推進、職員の負担を軽減
・資格取得の支援、時差出勤の導入などで職員の就業継続を支援
＜指標＞離職率 ： ％（ ）→ ％（ ）

フロア巡視にかかる時間： 分（ ） →５分（ ）

ケアハウス あおさぎ
（岡山県 備前市）

特定施設入
居者生活介
護 軽費老
人ホーム

・外国籍の職員のキャリアパス制度の構築、生活支援、ふりがな付きマニュアル作成に取組む。
・介護ソフト等のＩＣＴ機器やお掃除ロボットを導入し間接業務の負担を軽減
＜指標＞一人あたり月平均残業時間 ：３．３時間（Ｒ４）→１．６時間（Ｒ６）

一人あたり有給休暇平均取得日数 ：１４日（Ｒ４） →１６．５日（Ｒ６）

奄美佳南園
（鹿児島県 奄美市）

介護老人
福祉施設

・法人が運営する事業所を利用していた障害者を雇用、介護職員と業務分担を図る。
・介護テクノロジー（リフト、ミストシャワー、見守り機器等）を導入し、職員の腰痛発生を軽減
＜指標＞離職率： ％（ ）→８％（ ）、障害者雇用率 １％（ →４％（

福祉の里 尾張営業所
（愛知県 北名古屋市） 訪問介護

・現場の声を受け介護記録と研修のＤＸ化に取り組む。
・女性スタッフのキャリアアップのため、企業型保育園の設置などダイバーシティを推進
＜指標＞１人あたり訪問件数： ６件（ ）→７ ４件（ 、離職率： ％（ ）→０％（ ）

○ 厚生労働大臣表彰 優良賞 （施設・居住サービス４、居宅サービス１）

※この他、厚生労働大臣表彰奨励賞を 事業所に授与。
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ご清聴ありがとうございました
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主な課題
紙文化に起因する非効率な業務プロセスが多く、ケア
マネジャーが本来の業務に集中しきれていない状況で
あった。

事務業務の効率化と、ケアマネジャーが本来
業務に専念する環境づくりが必要であった。
そのための事務員の役割拡張も求められて
いた。

プラン件数等、数字のみの評価では組織内での貢
献が評価されず、人的成長を促す仕組みが不足し
ていた。

取組開始
時期

令和５年４月～ 令和５年４月～ 令和３年１１月～

取組の
内容

✓給付管理やプラン交付業務の内容を精査

✓ケアプランデータ連携システムの運用方法を検討す
ると同時に、導入前の段階から毎週の会議でデータ
連携のメリット等を職員に説明するなど、チームの
意識の一体化を進めた。

✓データ連携システムの活用のためにルールを設け、
徹底されるようサポートを行った。

✓その他、事業者への周知活動や、普及推進のための
取材・セミナー活動を実施

✓まず、事務員の業務を精査し、事務員とケ
アマネジャーの業務の役割分担を段階的
に進めた。

✓事務員に対し、ケアマネジメントプロセス
を学ぶ勉強会を実施

✓報酬改定Ｑ＆Ａ等を参考に、ケアマネと事
務員で定期的なミーティングを開催。役割
分担について継続して検討

✓プラン件数増を見込み、賃金アップを実施

✓貢献度の評価シートを新たに作成。新規の担当
に対する積極性など、７つほどの項目を設け、
項目につき５段階で評価。評価段階に応じて賞
与額が決定される仕組みにした。

✓目標達成シートを用い、目的（将来どうしたい
か）、目標（ 年後にどうしたいか）、行動内容
（その具体的な内容）の記載を促した。

✓年２回の面談にて、振り返り、賞与額の決定、目
標達成シートの確認等を実施

✓外部講師による年１回のリーダー研修を開催

取組前後の
成果指標

提供票（紙）の枚数

提供票の 時間

データ連携事業所数

枚 → 枚／月

時間→ 時間／月

事業所 → 事業所

有給休暇取得率 ※１
７４％（ ４）

→８３％（ 夏季平均賞与
約 １万円（ ）

→約 万円（ ）

トライドケアマネジメント

①生産性向上の取組 ②職員の待遇改善に係る取組 ③人材育成に係る取組

負担軽減・
満足度指標

ケアマネジャー１人あたり平均要介護者数 ※２ ３４ ５名（Ｒ４） →     名（Ｒ６）

平均年収 ※３ 万円（Ｒ４） → 万円（Ｒ６）

ケアプランデータ連携システムの
運用方法を事業者に周知

データ連携による効率化 事務員のケアマネ業務代行と賃上げ 貢献度を図る評価制度の構築と運用

法人名 株式会社トライドマネジメント

サービス種別 居宅介護支援

所在地 神奈川県横浜市

利用者数 名

従業員数 １４名（常勤１１名／非常勤３名）

まず、事務員の業務を精査し、
アマネジャーの業務の役割分担

※１ 全職員の合計有給休暇取得日数 全職員の有給休暇付与数（非正規職員を含む） ※２要介護のみ。役員や新入社員を除く
※３ 役員・新入社員除く。基本給や手当・賞与等すべての支給額を含む

内閣総理大臣表彰
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１．施策の背景
２．福祉機器の施策動向

目次

経済産業省における福祉機器の施策動向

令和８年１月

経済産業省 商務・サービスグループ

医療・福祉機器産業室

資料３
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4

生産年齢人口の減少
• 少子高齢化の進行により、我が国の生産年齢人口（15～64歳）は1995年をピークに減少
• 生産年齢人口の減少により、労働力の不足など様々な社会的・経済的課題の深刻化が懸念されている

（出所）令和７年版高齢社会白書

3

高齢化の進展
• 日本は世界一の長寿国

• 高齢化率も世界で最も高い水準、2040年には65歳以上人口比率は35％近くに達する見込み

世界の平均寿命
順位 国名 平均寿命

（男女平均）

1 日本 84.5

2 シンガポール 83.9

3 韓国 83.8

4 スイス 83.3

5 オーストラリア 83.1

6 ノルウェー 82.9

7 ルクセンブルク 82.8

8 スペイン 82.7

8 スウェーデン 82.7

10 アイスライド 82.6

（出所）World Health Statistics 2024 （出所）令和７年版高齢社会白書

世界の高齢化率の推移（総人口に占める65歳以上人口の推移）
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福祉用具法（1993年）と日本再興戦略（2013年）
• 「福祉用具の研究開発及び普及の促進に関する法律（通称、「福祉用具法」）」が1993年に制定
され、経済産業省と厚生労働省で福祉用具の開発支援等を開始。

• 2000年に介護保険法が施行され、介護保険制度が開始。「日本再興戦略（2013年）」において、
高齢者等が地域で安心して暮らせるように、介護ロボット産業の活性化の実現が掲げられ、厚労省と
経産省で介護ロボットの開発及び導入支援を開始。

福祉用具法
（1993年10月）

日本再興戦略
（2013年6月）

⚫ 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機
構（NEDO）の事業（1993~2021年度）で、福祉用
具を開発支援。これまで支援した256件の開発のうち
50％を超える福祉用具が実用化された。

⚫ 様々な福祉用具が実用化され、福祉用具（共用品を除
く）の市場は、約0.77兆円（1993年度）から約1.6
兆円（2023年度）に成長。（JASPA調査結果より）

⚫ 福祉用具情報システム（TAISコード）には19,100件
を超える福祉用具が登録され、日本の居宅介護を支えて
いる。

福祉用具開発の現状

⚫ 経済産業省と国立研究開発法人日本医療研究開発機
構（AMED）事業（2013年度～）で、介護ロボットの
開発を支援し、30％の実用化を目指しているところ。

⚫ 2021年度の市場規模は約22億円で前年比112.1％。
今後も年10％程度の成長が予測されている。（矢野経
済研究所の調査結果より）

介護ロボット開発の現状

福祉用具の開発補助・標準化等

ロボット介護機器の開発支援等

介護保険制度
（2000年4月）

6

20.5%
21.1%

25.6%
26.0%
26.8%

30.6%
38.6%

52.0%

0% 20% 40% 60%

健康面（感染症、怪我）の不安がある

休憩が取りにくい

精神的にきつい

業務に対する社会的評価が低い

有給休暇が取りにくい

身体的負担が大きい（腰痛や体力に不安がある）

仕事内容のわりに賃金が低い

人手が足りない

5

介護人材の不足
• 2040年時点で、介護職員は約60万人不足する見込み

• 介護人材不足を解消するためには、介護する側の生産性向上や負担軽減、介護される側の自立や社会
参画の促進（介護需要の低減）に資する機器の開発・普及が有効な手段

7.0%

19.1%

19.1%

53.1%

53.7%

0% 20% 40% 60%

分からない・無回答

その他

景気が良いため、介護業界へ人材が集まらない

同業他社との人材獲得競争が激しい

他産業に比べて、労働条件等が良くない

【介護人材の需給の推計】

【労働条件の悩み、不安、不満等（対介護職員への調査項目）】

．

【採用が困難である理由（対事業所への調査項目）】

（出所）公益財団法人介護労働安定センター「令和２年度介護労働実態調査」より、経済産業省が作成

（出所） 「第9期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数について
（令和6年7月12日）」 別紙１より
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福祉用具関連産業の市場規模

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000
社会参加支援機器等

(視覚障害者用誘導、点字本等)

福祉施設用機器ｼｽﾃﾑ

(ケアプラン作成システム等)

その他

"在宅等介護関連分野・その他

(床ずれ防止用具、レクリエーション用具等)"

コミュニケーション機器

"家具・建物等

(介護ベッド、手すり、レバー等)"

"移動機器等

(杖、歩行器、シルバーカー等）"

パーソナルケア関連

（温水洗浄便座、おむつ等)

義肢・装具（広義）

(義肢、義歯、かつら等)

家庭用治療器

• 福祉用具の2023年度の福祉用具関連産業の市場規模は、約1.6兆円（対前年度比101.1％）。

（出所）日本福祉用具・生活支援用具協会 福祉用具産業市場動向調査【2023年版】より作成※狭義の福祉用具・・・ユニバーサルデザインやアクセシブルデザインとよばれる「共用品」を含まない

経済産業省が支援する福祉用具
⚫ 福祉用具の中には、車いすや杖、義肢・装具等の従来型の機器に加えて、最先端の技術を活
用した機器(介護テクノロジー)が存在。

市場成長性・大

（海外市場獲得の可能性・大）

先進性・大

共用品

シャンプーの
凹凸

牛乳パックの切れ込み

温水洗浄便座
電動歯ブラシ

点字、凸文字、音声、光など
の機能を有した障害に関わら
ず使える製品

・車いす
・杖・歩行器
・ポータブルトイレ
・義肢・装具
・特殊寝台 等

AMED事業にて
開発支援

パラマウントベッド、
フランスベッド等

カワムラサイクル、
松永製作所等

介護テクノロジー
(ロボット介護機器)

三菱DCS
(コミュニケーション)

コニカミノルタ
(見守り)

DFree
(排泄支援)

パナソニック
(見守り)R.Tワークス

(移動支援)

スズキ、
WHILL等

福祉用具SBIR事業にて
開発支援

7

28



10

事業目的・概要 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）
事業目的
革新的な医療機器・システムの開発等による国内外市場の獲
得を通じ、「健康・医療戦略」（令和２年３月27日閣議決定、
令和３年４月９日一部変更）の基本理念である「世界最高
水準の技術を用いた医療の提供への寄与」及び「経済成長への
寄与」の実現を目的とする。
加えて、高齢化の進展による介護需要の増加により、介護現
場では人材の不足が深刻化している状況を踏まえ、介護の生産
性向上や介護の質の向上等を実現することを目的とする。

成果目標・事業期間
令和７年度から令和12年度までの６年間の事業であり、
Ⅰ（１）革新的な医療機器創出事業
短期的には令和17年度までに支援課題のうち30％の国内実
用化、長期的には国内実用化課題のうち80％の海外実用化を
目指す。
Ⅱ（２）介護テクノロジー社会実装のためのエビデンス構築事業
短期的には令和９年度までの支援課題について、令和12年
度までに30％の国内実用化、長期的には令和17年度までに海
外展開率５％の達成を目指す。

事業概要
Ⅰ 研究開発事業
（１）革新的な医療機器創出事業
我が国の医療機器産業の国際競争力を強化するため、グロー
バル市場獲得を見据えた最先端の科学技術を駆使した革新的
な医療機器・システムの研究開発を支援する。
（２）医療機器版3R事業
我が国の医療機器産業の競争力強化を通じた医療機器の安
定供給を実現するため、供給途絶リスクの高い医療機器の国産
化を目的とした開発や、再製造医療機器の開発を支援する。
Ⅱ 事業環境整備事業
（１）医療機器開発ガイダンス事業
医療機器実用化を促進する環境整備のため、開発ガイダンス
の策定等を行う。
（２）介護テクノロジー社会実装のためのエビデンス構築事業
介護現場の課題を解決する介護テクノロジーの普及を促進する
環境整備のため、社会実装に向けたエビデンス構築・基盤整備
支援及び取得したエビデンスを活用した海外展開支援等を行う。

Ⅰ（１）委託・補助（2/3）
Ⅰ（２）補助（2/3）
Ⅱ（１）委託
Ⅱ（２）委託・補助（1/3、2/3）※

AMED 民間企業等国
補助

（定額）

医療・健康推進事業のうち、
（４）次世代型医療機器開発等促進事業
令和7年度予算額 24億円（新規）

商務・サービスグループ
医療・福祉機器産業室

※大企業：補助（1/3）
中小企業：補助（2/3）
大学・研究機関等：委託

１．施策の背景
２．福祉機器の施策動向

目次
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開発支援
• 介護テクノロジーの開発支援は、これまで、128件の支援を行い、うち35件が実用化。

• デジタル技術の進展から、スマートフォン等のデバイスと連携させたICT機器の開発が進む。

事業者 ： DFree株式会社 DFree 事業者 ：コニカミノルタ株式会社 HitomeQ

⚫画像センシング技術を
活用し、データに基づい
た新しい介護オペレー
ションを実現

排泄予測 見守り

⚫皮膚表面の微弱な生体
電位信号を用いることで
人間の運動意思を反映
した動作アシストが可能。
腰にかかる負荷を低減

事業者 ：CYBERDYNE株式会社 HAL

移乗支援（装着）メカ系

⚫超音波を利用して膀胱
の変化を捉え、排尿の
タイミングを事前、事
後で各デバイスに通知
し管理が可能

ICT系

研究開発課題名 代表機関 重点分野
高齢者の誤嚥予防と食事・栄養管理を支援する摂食嚥下AI/ICT の実証研究 PLIMES株式会社 食事・栄養管理支援

Mixed Reality 技術を活用した認知・身体機能の経過を見える化する訓練支援
機器の開発

株式会社テクリコ 機能訓練支援

移乗支援機能を有する多機能介護ベッド「マルチ支援ベッド」の開発 フランスベッド株式会社 移乗支援

令和７年度採択案件

【事業概要】
• 開発補助［補助率：1/3～2/3、上限額：2千万円/年、最大3年間］
厚生労働省と定めた重点分野に基づき、介護施設や在宅等の介護現場における生産性向上や、介護の質の
向上、高齢者の自立に資する介護テクノロジーの改良及び開発を支援。

• 海外展開［補助率：1/3～2/3、上限額：0.6千万円/年、最大1年間］
海外展開計画（研究計画、事業戦略等）の実行性を検証し、進出国・地域での上市に向けた計画の精緻
化のための実現可能性調査（FS）を支援。

• 環境整備［委託、上限額：約2.5千万円/年、最大3年間］
介護テクノロジーの社会実装のため、事業の成果普及を実施。また、日本の介護テクノロジーが海外の介護現場
にてスタンダードとして利用されることを目標として、そのための環境整備と支援を実施。

• エビデンス基盤整備［委託、上限額：約5千万円/年、最大2年間］
介護現場が投資・導入判断に至るエビデンスの評価軸・効果測定方法を確立し、エビデンスに基づく競争力の高
い介護テクノロジーの開発を促す。また、介護現場への機器導入を推し進めるとともに、介護テクノロジーを国際的
に競争力のある産業として確立するための仕組み作りを目指す。

令和7年度 介護テクノロジー社会実装のためのエビデンス構築事業の概要

11
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海外展開支援
• 国毎の介護ニーズ・制度・文化を的確に捉えること、医療機器認証への対応などのノウハウ不足がハードル。

支
援
成
果

海外ニーズ/競合分析のサポート マーケティング 認証取得のサポート

➢対象国・地域の選定

➢選定国・地域におけ
る介護施設・在宅に
おける現状の課題等
を分析し、市場の発
展可能性を把握

➢既存の競争状況
の把握、代替品、
新規参入状況など
から、当該市場へ
の参入可能性を分
析

➢ どのようなターゲット層
に、どのような点を製
品の魅力として訴求す
るのかを整理

➢ その上で有効なビジネ
スモデルを検討

➢移乗支援、排泄支援など、
諸外国では医療機器として
扱われるため、承認が必要
となる。そのため、規制に対
応した臨床評価を国内で実
施する際の手引きとなるガイ
ダンスを策定。

支
援
策

ⅰ）FS調査・現地ニーズに合わせた改良開発 ⅱ）認証評価ガイドライン

販路開拓

ⅲ）マッチング支援

➢現地の代理店
や顧客とのつな
がりを作る

大使館職員を招いた
シンポジウムの開催

臨床評価の手順をプロセス毎に
事例を交えて解説

在宅向けロボット介護機器海外展開
事前調査報告書（2023年3月20日版）

在宅向けロボット介護機器海外展開支援
開発事業者のノウハウ集（2023年3月）

介護テクノロジー利用の重点分野
民間企業・研究機関等

  

日本の高度な水準の工学技術を活用し、高齢者や介護現場
の具体的なニーズを踏まえた機器の開発支援

介護現場

  

開発の早い段階から、現場のニーズの伝達や試作機器に
ついて介護現場での実証

機器の開発 介護現場での実証等

【経産省中心】 開発現場と介護現場との
意見交換の場の提供等

装着
介助者のパワーアシストを行
う装着型の機器

非装着
介助者による移乗動作のア
シストを行う非装着型の機器

入浴支援

移乗支援

入浴におけるケアや動作を
支援する機器

移動支援
屋外
高齢者等の外出をサポートし、荷
物等を安全に運搬できるロボット技
術を用いた歩行支援機器

装着
高齢者等の外出等をサポートし、転
倒予防や歩行等を補助するロボット
技術を用いた装着型の移動支援機
器

排泄支援
排泄予測・検知
排泄を予測又は検知し、排泄タイミ
ングの把握やトイレへの誘導を支援
する機器

排泄物処理
排泄物の処理にロボット技術を用い
た設置位置の調整可能なトイレ

見守り・コミュニケーション
見守り（施設）
介護施設において使用する、各種セ
ンサー等や外部通信機能を備えた
機器システム、プラットフォーム

見守り（在宅）
在宅において使用する、各種セン
サー等や外部通信機能を備えた機
器システム、プラットフォーム

コミュニケーション
高齢者等のコミュニケーションを支援
する機器

動作支援
ロボット技術を用いてトイレ内での下
衣の着脱等の排泄の一連の動作を
支援する機器

介護業務支援

機能訓練支援

認知症生活支援・認知症ケア支援

食事・栄養管理支援

介護業務に伴う情報を収
集・蓄積し、それを基に、高
齢者等への介護サービス提
供に関わる業務に活用するこ
とを可能とする機器・システム

介護職等が行う身体機能
や生活機能の訓練における
各業務（アセスメント・計画
作成・訓練実施）を支援す
る機器・システム

認知機能が低下した高
齢者等の自立した日常
生活または個別ケアを
支援する機器・システム

高齢者等の食事・栄
養管理に関する周辺
業務を支援する機器・
システム

屋内
高齢者等の屋内移動や立ち座りを
サポートし、特にトイレへの往復やト
イレ内での姿勢保持を支援するロ
ボット技術を用いた歩行支援機器

【厚労省中心】

13
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シンポジウム2026
⚫ マッチング支援の一環として、海外展開を見据えた介護テクノロジーに関するシンポジウムを開催予定。

⚫ シンポジウム当日は、在日大使館職員も多数出席予定。海外展開をご検討いただいている企
業の皆様にはこの機会をご活用いただきたい。

■シンポジウム2026プログラム（案）
日時：2026年3月12日（木）9:00-13:00
場所：大手町サンケイプラザ（東京都千代田区大手町1-7-2）※WEB同時配信
プログラム内容：■基調講演（東京理科大 森武俊先生）

■介護テクノロジー関連政策（経済産業省／厚生労働省）
■介護現場の課題解決に取り組んだ事例（民間企業）
■海外展開に取り組んできた事例（民間企業）
■コーヒーブレイクセッション（参加者による意見交換会）

写真は昨年度のシンポジウムの様子

近日中にAMEDホームページの
介護ロボットポータルサイト上
で、イベント情報を掲載します。
ご確認の上お申し込みください。

15

海外展開支援
⚫ 令和７年度は、海外展開を目指す企業による各国でのFS調査を支援し、現地の介護制度や文化的背
景、ニーズやマーケティング等の知見を集約しているところ。

⚫ 実施した諸外国の概況調査及びFS調査を支援した企業の調査結果をAMEDのHPで公開予定。

介護・認知症対策スマートウォッチ連動型アプリの
中国大湾区地域での展開に関する研究開発

海外展開を見据えた介護テクノロジーの実装効果
と現地適応に関する研究開発

事業者 ：株式会社CogSmart 事業者 ：株式会社善光総合研究所
中国・香港地域において、介護・認知症対策スマート
ウォッチ連動型アプリをローカライズ、介護予防施策モデル
として実装し、現地での再現性と実装可能性を検証する。

SCOPをはじめとする介護テクノロジーを中国・台湾・シンガポール・マレーシ
アの介護現場に展開するにあたり、現地の制度・文化・運営実態との整合
性や適応課題を明らかにし、段階的な実装プロセスとその効果を検証する。

https://www.amed.go.jp/
content/000151780.pdf

https://www.amed.go.jp/
content/000151781.pdf

令和７年度採択案件
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SBIR推進プログラム
• SBIR推進プログラムでは、国が設定した課題の解決に向けて、多段階選抜方式で支援をしている。

• 具体的には、革新的な技術の実証や実現可能性調査を支援するフェーズ1と、その成果を基に実用化を
目指す研究開発を支援するフェーズ2がある。

• 令和7年度のプログラムでは、経済産業省が「高齢者の自立支援や介護者の負担軽減に資する福祉機器
の開発」を課題として設定し支援している。

NEDO

出口の市場

又は 公共
調達

民間市場
で販売

NEDO

フェーズ1 フェーズ2

経産省
ニーズ

研究開発
課題

新規公募

新規公募

ステージ
ゲート審査

期間：1年以内
助成率：定額助成
金額：2000万円以内

期間：2年以内
助成率：助成(2/3)
金額：1億円以内

SBIR: Small/Startup Business Innovation Research

17

環境整備支援（介護ロボットポータルサイト）
• 介護テクノロジーの開発と活用を推進するため、介護現場で安全かつ効果的に活用できる機器についての
情報を発信

• 開発支援事例、介護テクノロジーの活用方法や導入事例の紹介等の情報を発信するほか、セミナーの
実施、相談窓口の運営を行っている

https://robotcare.jp/jp/home/index https://robotcare.jp/jp/home/index

33



20

介護DXを利用した抜本的現場改善事業
令和６年度補正予算額 19億円

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）
事業目的

高齢化の進展による介護需要の増加や生産年齢人口の減少
により、介護現場の人材不足が深刻化している状況。産構審新
機軸部会第３次中間整理（令和6年6月3日）で示されたとお
り、介護人材の人手不足や介護需要の増大を受け、ＩＣＴ活
用や介護ロボットの導入等の取組により生産性向上が徹底され
る等、ビジネス供給構造の変化が見られているところ。
本事業では、機器・システムの改良及び効果検証等を支援し、
介護DXパッケージモデルの確立、またその投資効果を明らかにす
ることで、介護の生産性向上や介護の質の向上等を実現するこ
とを目的とする。

商務・サービスグループ
医療・福祉機器産業室

成果目標

令和6年度の単年度事業であり、
短期的には、令和8年度までに、支援する課題の50％で目標と
する投資効果を得ることを目指す。
長期的には、令和12年度までに、介護DXの横展開を225施設
等に行うことを目指す。

事業概要

介護テック企業、コンサルタント、福祉施設等でコンソーシアムを
組み、機器・システムに改良を加えながら、介護DXパッケージモデ
ルを確立し、効果検証等を支援することで、その投資効果を明ら
かにする。
また、地域毎に介護人材不足を解消したモデル施設を確立し、
成功モデル事例の積極的な横展開を促進することで、介護現場
の環境改善を高め、地方創生の推進に資する取組とする。

補助
（2/3）

国立研究開
発法人日本
医療研究開
発機構

（AMED）

民間企業等国

補助
（定額）

19

令和７年度 採択課題一覧（SBIR）

フェーズ 事業名 事業者名

１
フレイル予防のためのセンシングデバイスを用いた行動継続支援型
フィットネスシステム 株式会社フリックフィット

１
老眼や弱視に伴う視覚課題を解決するオートフォーカスアイウェアの
大口径レンズ開発 ViXion株式会社

１ 介護者の誰もが簡単に質の高い口腔ケアを実現するデバイス 株式会社デントエックス

１ 足健診自動化による転倒予防支援システムの基盤構築事業 株式会社ジャパンヘルスケア

２
視覚障害者の生活・就労・教育を支える周囲環境認識ウェアラブル
デバイスの実用化開発 株式会社Raise the Flag.

２ Wi-Fiセンシング動作解析AIによるフレイル予防・介護支援システム AI6株式会社

２
（SG通過）

遠隔デジタルケアによるフレイル対策プログラムの事業化に向けた
研究開発 株式会社アイスリーメディカル

２
（SG通過） 高齢者社会の安全・快適性を実現するオートフォーカス老眼鏡の開発 株式会社エルシオ

34



経済産業省 商務・サービスグループ
医療・福祉機器産業室

丸山 晴生

03-3501-1562
bzl-ifukushitu-fukushijigyo@meti.go.jp

ご清聴ありがとうございました

介護DXを利用した抜本的現場改善事業
⚫ 本事業では、複数の介護テクノロジーを組み合わせて利用することに着目し、介護DXを活用したパッケージモデルを支
援することで、その投資効果を明らかにすることを事業目的とする。

⚫ 施設の課題に応じて、①介護テクノロジーを選定、②介護職員が機器の扱い方を定着できるよう伴走支援し、③機
器の効果を評価しながら改良支援を行うことで、抜本的な効率化が発揮できるよう介護DXパッケージモデルを提供。

⚫ 在宅介護サービスは、複数の事務所が連携して介護業務を成立させている。個々の事務所に介護DXパッケージモデ
ルを支援するよりも、複数の事務所をエリア単位で支援する方が高い効果を出せると期待。
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The Association for Technical Aids(ATA) 2

1

公益財団法人テクノエイド協会
企画部 伊東 由恵

The Association for Technical Aids(ATA)

【内 容】

１．事業の位置づけ

２．全体の概要

３．各事業の実施結果報告（令和7年度）

◆日時：令和8年１月30日（金） １3：50～１４：10
◆場所：TOC有明（東京都江東区有明） 4階コンベンションホール

公益財団法人テクノエイド協会 企画部 伊東 由恵

資料４
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介護施設と開発企業のマッチングを図る

【開発企業】
テクノエイド協会

【介護施設】

介護現場のニーズに適した実用性の高い介護テクノロジーの開発が促進されるよう、開発
の早い段階から現場のニーズの伝達や試作機器について介護現場でのモニター調査等を行
い、介護テクノロジーの実用化を促す環境を整備する。

マッチング支援〇自分たちが持っている
技術が介護現場で役立
てらえるかな？

〇実際の現場でモニター
調査をおこなってみたい
な。

〇機器開発に参加して、
貢献してみたいな。

〇これから導入を考えて
いるけど、新しい技術や
機器を体験してみたいな。

4

The Association for Technical Aids(ATA)

【具体的な取り組み内容（令和７年度）】

実証に協力できる施設・事業所
等をリストアップし、開発の状態
に応じて企業等へつなぐ

○ホームページにて募集
○モニター調査や開発実証フィールドへの
協力要請 （1,343か所）

実証の場の整備

介護現場のニーズをふまえた
介護機器の開発支援に係る
取り組み

○介護現場と開発企業の意見交換（10件以上）

○試作介護機器へのアドバイス支援（１5件以上）

○介護テクノロジー等モニター調査（10件以上）

モニター調査等の実施

国民の誰もが介護テクノロジーに
ついて必要な知識が得られるよう
普及・啓発を推進していく
○介護テクノロジーメーカー連絡会議
〇介護テクノロジー等活用ミーティング
○介護テクノロジー等シンポジウムの開催
〇介護テクノロジーの試用貸出リスト
〇介護機器の安全利用に関する整理・報告・発信 等

普及・啓発

○介護テクノロジーの開発・導入に係る助成事業の調査（５月、１１月 年2回実施）

○介護テクノロジー導入支援事業等に係る実態調査（8月、1月 年2回実施）調査の実施

福祉用具・介護テクノロジー実用化支援事業福祉用具・介護テクノロジー実用化支援事業開発
支援

導入
支援

介護テクノロジーの活用や
開発等に関する相談
窓口を開設

○電話による相談
〇来協による相談
○オンラインによる相談

相談窓口の設置

3

The Association for Technical Aids(ATA)
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事業へ参加するメリット
【開発企業側】 【介護施設側】

・最新の福祉用具・介護テクノロジーに触
れることができる。

・現場の声を企業に伝えることができる。

・福祉用具・介護テクノロジーへの職員の
関心を高めることができる。

・国の事業に参加することで、職業意識
（モチベーション）や施設の魅力を高める
ことができる。

・実証協力費を得ることができる。

・企業が持っているシーズを活かすための
方法を確認することができる。

・現場の生の声を聞くことができる。

・開発中の試作機器を試し使いしてもらう
ことができる。

・成果報告の冊子に掲載されるので、幅広
くPRすることができる。

・施設と繋がりを持つことができ、モニ
ターや実証の場が広がる。

The Association for Technical Aids(ATA)
6

Ａ．介護現場と開発企業の
意見交換実施事業

Ｂ．試作介護機器への
アドバイス支援事業

Ｃ．介護テクノロジー等
モニター調査事業

着想
段階

開発
段階

上市
段階

・開発機器のコンセプトの構
築を図りたい

・構想あるいは試作機器に
ついて、現場のアドバイスを
もらいたい

・改良点や効果的な活用方
法を検討したい

・機器の対象者や適用範囲
等を明確にしたい

・介護現場における使い勝
手のチェックをしたい

・介護テクノロジー等の活用
に係る具体的な課題やニー
ズの特定を行いたい

実施期間：
１～２日間程度

実施期間：
１週間～１ヶ月程度

実施期間：
１ヶ月～６ヶ月程度

職員 DEMO 職員 職員DEMO 高齢者

開発段階に応じた３つの事業を実施

5

The Association for Technical Aids(ATA)
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専門職が評価している場面②

8

専門職が評価している場面①

The Association for Technical Aids(ATA) 7

40



福祉用具・介護テクノロジーに係る
開発・実証フィールドの整備

介護テクノロジー等の開発・実証フィールドを募集し、介護テクノロジー等の開発及び、
効果の検証等をより一層推進することを目的とする。
介護テクノロジー等の開発・実証フィールドを募集し、介護テクノロジー等の開発及び、

目的

登録

最新情報・
協力依頼

リスト・情報共有

介護施設等 テクノエイド協会 厚生労働省等

協力依頼

区分 件数

１．介護施設等 1,292 件

２．都道府県・市町村 51 件

合 計 １,343 件

【リストの活用】
〇介護テクノロジーの最新情報を提供
〇登録情報を厚生労働省等と共有

The Association for Technical Aids(ATA) 10
（令和8年1月時点）

福祉用具・介護テクノロジーの開発と普及の作成

本書は、開発コンセプト段階の機器から実用化手前の機器
において、専門職からのアドバイスやモニター手法および、
その結果を示しており、今後本分野に参入する企業等の一
助となるよう情報を収録している。

テクノエイド協会ホームページ
開発と普及

https://www.techno-
aids.or.jp/robot/kaihatsu202
4book/index.html?pNo=1

The Association for Technical Aids(ATA) 9
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介護テクノロジーメーカー連絡会議

テクノエイド協会 開発企業最新情報の提供

開発企業を集め、今後の開発・普及の参考となる情報を提供する

〇国における施策の動向

〇実用化支援事業の概要

〇介護現場の生産性向上に向けた介護テクノロジー
開発等支援事業の取組の紹介

〇開発・普及の最前線

【令和6年度の実施結果】

開催日時 ６月18日（水） １0：００～１5：0０

開催方法 会場とＷｅｂ（Ｚｏｏｍ）のハイブリッド開催

参加申込数 会場148名 ・ Ｗｅｂ222名（事前登録）

〇リビングラボ・相談窓口の実施内容

The Association for Technical Aids(ATA) 12

〇介護系スタートアップ支援事業の紹介

The Association for Technical Aids(ATA) 11
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介護テクノロジーの試用貸出リスト（相談窓口等を通じて問合せ）

掲載企業：８1社

The Association for Technical Aids(ATA) 14

リストのダウンロード
https://www.techno-aids.or.jp/robot/jigyo.shtml#tab33_detial

本リストは、厚生労働省が実施する都道府県における生産性向上の
取組に関する調査及び普及支援（中央管理事業）」において設置す
る窓口及び、介護生産性向上総合相談センターのワンストップ窓口
等窓口等において、開発企業と試用貸出を希望する介護施設等の
取次等で活用される。
また、協会ホームページ等で広く周知する。

介護テクノロジー等活用ミーティング
介護テクノロジーの導入・利活用にあたっての工夫や課題を共有化し、介護現場における

介護テクノロジーの効果的な活用を促し、楽しく・働きやすい職場環境の構築を推進するこ
とを目的とする。

介護テクノロジーの導入・利活用にあたっての工夫や課題を共有化し、介護現場における

目的

セッション１

〇介護テクノロジー等に関する最新情報

厚生労働省

〇都道府県における生産性向上に関する
取組状況

NTTデータ経営研究所

〇利活用に伴う工夫や課題、アイデア等

介護施設・企業等

個人ワーク

〇現状と課題、発言内容の整理

セッション２

〇フリーに意見交換や情報交換を実施

2５日 26日 27日 28日 29日

300名 219名 223名 157名 138名

【参加申込数】

The Association for Technical Aids(ATA) 13

１１月

２5日（火） ２６日（水） ２７日（木） ２８日（金） ２９日（土）

１３時～１５時 （オンライン開催）

開催テーマ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ

介護機器等を
活用した生産性
向上の取組み
を推進しよう

介護機器等を
活用した安心・
安全な介護を
実現しよう

介護機器等を
活用する

ICT/DX化を
推進しよう

デイサービス等
における訓練・
介護機器等の
導入・利活用を
考えよう

居宅介護サービ
スにおける介護
機器及びＩ CT
の導入・利活用
を考えよう

43



情報源 テクノエイド協会 利用する人
（必要とする人）

福祉用具の安全利用に関する検討委員会
関係機関等の連携、情報の収集、情報の共有、安全利用のネットワーク構築

⚫ 消費者庁が公表している消費生活用製品
の重大製品事故をもとに、厚生労働省が
作成している「福祉用具に係わる重大製
品事故」情報（随時更新）

⚫ NITEが公表している「事故情報収集結果
及び最新事故情報のうち介護機器」に該
当するもの（随時更新）

⚫ 保険者からの情報提供（任意）

⚫ 在宅及び施設、介護サービス事業者等
  からの情報提供（任意）

⚫ 福祉用具関係機関・団体等

    製品起因でない事故及びヒヤリハット情報
    原因不明（調査中のものを含む） ※

① 情報のリスト化

② 内容の確認（協会）
  ・重大事故の原因考察、分析
・類似案件等の有無確認

  ・関係者に対する内容確認

③ 要因分析、事例の作成（部会）

高齢者・家族 等

開発・供給事業者

介護サービス事業所

障害サービス事業所

関係団体・公共機関

事例検討部会

重大事故等を未然に防止す
るための事例を作成し、注意
喚起

重大事故やヒヤリハットを未然に防ぐ取り組み
・最新の事故情報や事故・ヒヤリハット情報の提供、研修教材の提供、良質な製品の開発・改良に繋げる など

※あきらかに製品の整備不良や経年変化等によるものの場合
は含めることとする

「試作介護機器へのアドバイ
ス支援」において、本情報等
を参考に、安全利用に資す
る機能等の検討・アドバイス
を行い、安全機能を有する
機器開発の促進を図る

16

福祉用具等の安全利用に関する取り組み

協会HP

The Association for Technical Aids(ATA)

福祉用具・介護テクノロジー試用貸出事業（直接、開発企業へ問合せ）

The Association for Technical Aids(ATA)
15
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The Association for Technical Aids(ATA)

18

The Association for Technical Aids(ATA)
17

福祉用具等の安全利用に関する取り組み

45



20

製品評価技術基盤機構
（NITE）消費者庁HP

介護ベッド

電動車いす

The Association for Technical Aids(ATA)

消費者庁HP

1.最新事故情報の検索

The Association for Technical Aids(ATA)
19
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2.最近の傾向（都道府県等から情報提供された事故・ヒヤリハット

The Association for Technical Aids(ATA)
22

2.最近の傾向（消費者庁やNITEが公表する最新の事故情報

The Association for Technical Aids(ATA)
21
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The Association for Technical Aids(ATA)

24

福祉用具等の利用にかかわるヒヤリハット情報の提供

テクノエイド協会ホームページ ヒヤリハット情報 https://www.techno-aids.or.jp/hiyari/

福祉用具等の利用にかかわる事故及びヒヤリハット情報について、協会ホームページを通じて、広く情報発信している。

The Association for Technical Aids(ATA)
23
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福祉用具ヒヤリハット事例集 電子書籍
（４21事例）

The Association for Technical Aids(ATA)
26

25

The Association for Technical Aids(ATA)
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The Association for Technical Aids(ATA)
28

研修教材の提供

The Association for Technical Aids(ATA)

27
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30

デデデデデデデデザザザザザザザイイイイイイイイイインンンンンンンンン検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検討討討討討討討討討討討討討討討討中中中中中中中中中中中中中中中

福祉用具等の安全利用に関する新たな取組
福祉用具・介護テクノロジーの安心・安全な利用を推進するための冊子（仮称）の作成

29

デデデデデデデデザザザザザザザイイイイイイイイイインンンンンンンンン検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検検討討討討討討討討討討討討討討討討中中中中中中中中中中中中中中中
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開発・導入助成調査の実施結果 個票例

【開発助成制度 調査結果】 企業が開発に役立つ助成制度を閲覧できる

【導入助成制度 調査結果】 施設が導入する際に役立つ助成制度を閲覧できる

The Association for Technical Aids(ATA)
32

介護テクノロジーの開発・導入助成制度の調査
介護テクノロジーに係る助成について、開発企業に役立つ情報（シーズ側）と、介護施設に役立つ情報
（ニーズ側）の双方の側面から全国調査を行い、その結果を都道府県ごとにまとめた。

〇開発助成制度の調査結果：74件 〇導入助成制度の調査結果：72件

テクノエイド協会ホームページ 介護テクノロジー等の開発・導入助成制度の調査
https://www.techno-aids.or.jp/robot/jigyo.shtml#tab37_detial

The Association for Technical Aids(ATA) 31
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令和6年度の調査結果

介護テクノロジー導入支援事業 実態調査の実施

The Association for Technical Aids(ATA)
34

介護テクノロジー導入支援事業 実態調査の実施

The Association for Technical Aids(ATA)
33
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介護テクノロジーの製品情報

The Association for Technical Aids(ATA) 36

試試用用貸貸出出
ママーークク表表示示

介介護護テテククノノロロジジーー
ママーークク表表示示

2025年１月～、介護テクノロジー導入支援事業の補助対象機器

厚生労働省が行う導入支援の対象となりうる製品情報の収集・提供

3ヶ月に1度、検討委員会の開催
（6月、9月、１２月、3月予定）

福福祉祉用用具具をを探探すす
ササイイトト

参考情報

The Association for Technical Aids(ATA)

福祉用具情報システム（TAIS） 登録受付 毎月 5日締切り

35
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ご清聴、ありがとうございました

公益財団法人テクノエイド協会 企画部 伊東 由恵

〒162-0823 東京都新宿区神楽河岸１－１

セントラルプラザ４階

TEL ０３－３２６６－６８８３

E-MAIL itou@techno-aids.or.jp

The Association for Technical Aids(ATA) 37
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介護テクノロジー等開発支援事業の位置づけ

相談窓口

介護施設からのテクノロジー導入相談、
開発企業からの実証相談

スタートアップ支援窓口

スタートアップ等の
開発企業からの相談対応

ニーズ・シーズマッチング支援

介護現場における課題やニーズを収集・公開
企業同士のマッチング支援等

スタートアップ支援

助言、支援策・投資家へのつなぎや表彰等
MEDISOに準じた支援

使いやすい機器の提供に向けた支援

UIやUDXに配慮した使いやすい機器の
提供に向けた助言等

中央管理事業 福祉用具・介護テクノロジー
実用化支援事業

CARISO

介護テクノロジー開発等支援事業

効果測定事業

介護現場における実証フィールド

全国の介護施設の協力による
大規模実証フィールドを提供

リビングラボ

開発企業等の研究開発から上市まで
各段階で生じた課題にきめ細かく対応

出典）第33回社会保障審議会 資料（令和7年2月3日）より弊社にて一部改変

介護生産性向上総合相談センター（ワンストップ窓口）の運営支援

地域フォーラムの開催

介護テクノロジーメーカー連絡会・
全国フォーラムの実施

介護テクノロジー開発・導入の助成金調査
テクノロジー選定に資する表示項目策定・周知

介護テクノロジー導入の大規模実証・検証

実証フィールド募集

連携

連携

連携
助言

連携

介護現場の生産性向上に向けた介護現場の生産性向上に向けた
介護テクノロジー開発等支援事業の取組み

株式会社NTTデータ経営研究所
ライフ・バリュー・クリエイションユニット

太刀川 遼

令和８年１月30日（金）
介護テクノロジー等シンポジウム

資料５
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開
発

企
業

CARISO

N
S

マ
ッ
チ
ン
グ

マッチング①
(ニーズとの取次・ニーズの深堀)

マッチング③
(開発企業同士)

マッチング②
(検証・実証に関わるフィールド紹介)

マッチング③
（販売・アフターサービス企業)

動画ｺﾝﾃﾝﾂ
ニーズリスト

リ
ビ
ン
グ
ラ
ボ

相談対応 ラボ検証 実証 相談対応

企画 開発 販売

リビングラボについて

業界研究
ニーズ調査

コンセプト
企画

ビジネスプラン
検討

マッチング
ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ

研究室レベル
での実証

実運用環境
での実証 上市準備 販売戦略

営業ｱﾌﾟﾛｰﾁ 導入支援 継続的改良

出典）介護テクノロジー開発ガイドブック 開発企業編 および 支援機関編 より弊社にて一部改変

相談対応・伴走支援・投資家とのつなぎ・表彰等
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
支
援

連携

N
S

マ
ッ
チ
ン
グ

マッチング①
(ニーズとの取次・ニーズの深堀)

マッチング③
(開発企業同士)

マッチング②
(検証・実証に関わるフィールド紹介)

マッチング③
（販売・アフターサービス企業)

動画ｺﾝﾃﾝﾂ
ニーズリスト

相談対応・伴走支援・投資家とのつなぎ・表彰等
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
支
援

連携

開
発

企
業

CARISO

N
S

マ
ッ
チ
ン
グ

マッチング①
(ニーズとの取次・ニーズの深堀)

マッチング③
(開発企業同士)

マッチング②
(検証・実証に関わるフィールド紹介)

マッチング③
（販売・アフターサービス企業)

動画ｺﾝﾃﾝﾂ
ニーズリスト

リ
ビ
ン
グ
ラ
ボ

相談対応 ラボ検証 実証 相談対応

企画 開発 販売

本事業による支援の全体像

業界研究
ニーズ調査

コンセプト
企画

ビジネスプラン
検討

マッチング
ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ

研究室レベル
での実証

実運用環境
での実証 上市準備 販売戦略

営業ｱﾌﾟﾛｰﾁ 導入支援 継続的改良

出典）介護テクノロジー開発ガイドブック 開発企業編 および 支援機関編 より弊社にて一部改変

相談対応・伴走支援・投資家とのつなぎ・表彰等
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
支
援

連携
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リビングラボの取組

相談対応 ラボ検証 実証

⚫ 打ち合わせ・電話での相談・ディスカッショ
ン

⚫ あらゆる分野・開発フェーズにおける相談
に幅広く対応

⚫ 年間を通じ、複数の企業が2回～9回程
度の相談を実施

＜例＞
⚫ 普及のために必要な改良について
⚫ 介護業界におけるニーズ調査
⚫ プロモーションの際の訴求ポイント

⚫ リビングラボの施設や設備を利用し、製
品の安全性や有効性等を検証

⚫ モーションキャプチャ、床反力計、筋電位
信号計測装置等の計測機器、リスクアセ
スメントシート等のツールを活用

＜例＞
⚫ 専門職（医師、理学療法士）による模
擬居室での試用、フィードバック

⚫ 製品を実際の利用者に実際の利用環
境で使用し、機器の有効性検証や改善
点導出を実施

⚫ 実証計画の策定、実証フィールド選定等
から支援可能

＜例＞
⚫ 介護施設での試用および介護記録や利
用者・職員へのアンケート等による評価

Care Tech Lab
（善光総合研究所）
• 実績豊富な

『考えられる現場』・
善光会と連携するラボ

スマートライフケア共創工房
（九州工業大学）
• 当事者参加型のアイデア出し、

評価実験、プロトタイピングを実施可能
• 介護施設での大規模実証も相談可能

国立長寿医療研究センター
健康長寿支援ロボットセンター
• ナショナルセンターとして

高齢者医療・介護・生活に
ロボットを適合

• 介護効率の分析・
介護負担軽減効果の実証

リビングラボネットワークの全体像

東北大学青葉山リビングラボ
• 次世代介護を実現する

新しい介護ロボットの創出

Future Care Lab in Japan
（SOMPOケア)
• 介護サービス運営実績に基づく現場

ニーズの収集
• デンマークのATAT※を参考にした指標

での評価
※Assistive Technology Assessment Tool

障害者支援機器の導入検討時に用いられる
評価フレーム

柏リビングラボ (産業技術総合研究所)
• 模擬生活環境の活用と介護関係者からの

意見収集によるロボットの効果・性能評価

藤田医科大学 ロボティックスマートホーム・
活動支援機器研究実証センター
• 実環境を模した実証研究施設

ロボット活動支援機器実証センター
（吉備高原医療リハビリテーションセンター）
• リハビリテーション専門職員によるロボットの

臨床効果の検証

※ラボ間のつながりはイメージ

出典）各リビングラボHP、厚生労働省「介護現場の生産性向上に向けた介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業 事業報告書」（令和6年3月）
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ニーズ・シーズマッチング支援事業の「マッチング支援」

ニーズリスト、マッチングサポーター
(介護現場/テクノロジーの専門家)
を介したニーズの紹介、取次

実証・検証に関わる相談及び
フィールドの紹介

他の開発企業、
販売・アフターサービス事業者の
紹介

1

2

3

特定分野における詳細な助言

最適なリビングラボの提案

開発・販売パートナー獲得

開
発

企
業

CARISO

N
S

マ
ッ
チ
ン
グ

マッチング①
(ニーズとの取次・ニーズの深堀)

マッチング③
(開発企業同士)

マッチング②
(検証・実証に関わるフィールド紹介)

マッチング③
（販売・アフターサービス企業)

動画ｺﾝﾃﾝﾂ
ニーズリスト

リ
ビ
ン
グ
ラ
ボ

相談対応 ラボ検証 実証 相談対応

企画 開発 販売

ニーズ・シーズマッチング支援事業について

業界研究
ニーズ調査

コンセプト
企画

ビジネスプラン
検討

マッチング
ﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ

研究室レベル
での実証

実運用環境
での実証 上市準備 販売戦略

営業ｱﾌﾟﾛｰﾁ 導入支援 継続的改良

出典）介護テクノロジー開発ガイドブック 開発企業編 および 支援機関編 より弊社にて一部改変

相談対応・伴走支援・投資家とのつなぎ・表彰等
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
支
援

連携

相談対応・伴走支援・投資家とのつなぎ・表彰等
ス
タ
ー
ト

ア
ッ
プ
支
援

連携

リ
ビ
ン
グ
ラ
ボ

相談対応 ラボ検証 実証 相談対応
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ニーズリスト 一覧

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/ns/ne
eds/index.html

ニーズの深堀・分析に活用できる情報
（課題の内容・主体・場面等）

解決策検討に
活用できる
情報

（ありたい姿
案・解決方法

案）

マッチング支援①
「ニーズリストおよびサポーターを介したニーズの紹介・取次」の流れ

主な対象
• 特定の分野について、どのようなニーズがあるか、現状どのような解決策があるか、詳しく知りたい。
• 特定のニーズを定め、解決策を製品コンセプトの仮説として設定した。この仮説が正しいか検証したい。
• 介護事業所の方にヒアリングをしたが、皆さん仰ることがばらばら・・・

マッチングサポーターとの
ディスカッション

「ニーズリスト」から
関心のあるニーズを選択

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/ns/needs/
index.html

「マッチングサポーター一覧」から
話を聞いてみたいサポーターを選択

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/ns/suppor
t/index.html

サポーター指定

https://586f057e.form.kintoneapp.
com/public/kaigopf-ns-matching-
entry

ニーズ
指定

当該ニーズに詳しいサポーターを指定
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新規マッチングサポーターの参画

氏名(敬称略) 所属・役職 資格・経歴・専門分野・過去の研究等 具体的な支援内容（得意とする支援）

阿武 幸美 青藍会グループ・副代表 薬剤師、博士(医療福祉学)、社会福祉士、介護支援専門員 業界研究

井上 公人
(株)スズケン
医療・介護支援事業部・統轄
課長

医療機器やシステムの企画を10年以上担当。その後、事業企
画・開発部門にて、医療や介護に関連する新事業、新しい取組
みを中心とした企画を担当

医療機器・システムのモノづくりに必要なプロセス、計画、PoC、マーケ
ティングの企画作成

大畑 光司 北陸大学健康未来社会実装
センター・センター長/教授

理学療法士。中枢神経疾患の運動機能改善に対するリハビリ
研究、リハビリロボットの開発研究など

移動介助・移乗介助の動作課題分析や効果検証、海外展開サポー
ト

小原 裕一 大分県社会福祉介護研修セ
ンター・主査

理学療法士、大分県介護生産性向上総合相談センター業務
アドバイザー

介護事業所の課題の見える化（現状分析）、改善計画の立案、改
善活動の実践等の経験がある

榊原 直樹 清泉大学・准教授 IT分野のユニバーサルデザイン研究、JIS X 8341シリーズなど
高齢者・障害者配慮設計指針の策定委員

UI/UXに関するコンサルティング、高齢者のためのユーザインタフェース
デザイン支援

田中 亜利砂 (株)Picto Care・CEO 看護師、機能訓練士。病院や在宅現場でケアに従事後、介護
スタッフの事務負担を軽減するアプリを開発

施設ケアに関する現場課題の整理とニーズ抽出、介護プロダクトのコン
セプト設計支援、医療・介護従事者の巻き込み方、等実証現場との

東 武憲 (株)ホームケアサービス山口・
次長

約23年間、医療介護施設向けにソリューション提案型営業を実
施。福祉用具プランナー、福祉住環境コーディネーター2級等

ニーズのカテゴリ化とマーケティング、営業戦略の立案、顧客経営者層
との商談ヒアリング、プロジェクト振興調整、フォローアップ等

平林 当基 (株)メディケアコラボ・部長 中小企業診断士、スマート介護士（エキスパート）、介護職員
初任者研修

介護施設・在宅・医療領域を含む地域包括ケア全体を通じてのマー
ケティングやケアテクノロジー導入支援。

向井 昌幸 神戸芸術工科大学・教授 プロダクトデザイン、UI・UXデザイン UI・UXデザイン、GUIの画面遷移および操作手順の立案、各画面と
GUIパーツのデザイン

吉田 聡 合同会社認知症総合研究
所・代表社員

認知症BPSD改善、介護事業立ち上げ、事業承継、経営コン
サルティング

特に在宅関係の介護現場と経営者側のニーズを深く理解。認知症
BPSDケアは自社にて新たな手法を実践

渡部 達也 (株)わざケア・代表取締役 作業療法士、健康経営アドバイザー。訪問看護ステーション開
設後、訪問リハビリに従事。

作業療法士としての経験と8年間のリビングラボ・協議会活動を通じて
得た経験から、現場で使われる介護ロボットの実現へ向けた開発支援

マッチングサポーターについて

マッチングサポーターの専門性

看護師

機械学習

会話AI

人間工学AI介護福祉士

リハビリ工学

ロボット

電気回路作業療法士

理学療法士

生活支援工学

離島介護

障害福祉

認知症ケア

フレイル

福祉工学

センサー
在宅ケア

電池

生体計測

✓ 助言が可能な開発段階（企画/開発/実証）
✓ 助言が可能な重点分野
✓ 介護現場の専門性（施設/在宅/保有資格）
✓ ロボット関連技術の専門性

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/ns/support/index.html

マッチングサポーター
を探す
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マッチング支援③-2
「製品を有する企業と販売・アフターサービスを行う企業の紹介・取次」の流れ

主な対象
• 営業・販売のリソースが不足している。提携できる企業を探したい。
• 販売・マーケティング戦略について、日々介護事業所とやり取りしている企業の意見を聞きたい。
• 顧客により良い提案を行いたい。そのために、取り扱い商品のラインナップを増やしたい。

「紹介したい製品」
を登録

マッチング面談 両社で検討・契約等

「企業情報」「興味のある
テクノロジーの分野」

を登録

製品開発
企業

販売
企業

マッチング支援③-1
「製品を有する企業と要素技術を有する企業の紹介・取次」の流れ

主な対象
• 自社のコア技術を活用し、介護分野に進出したい。
• 製品コンセプトの実現にあたって、新たな要素技術／部材を調達したい。
• 介護テクノロジーの設計まで完了した。量産化に協力いただける企業を探したい。

「紹介してほしい要素技術」
を登録

マッチング面談 両社で検討・契約・
共同開発等

「紹介したい要素技術」
を登録

製品開発
企業

要素技術
企業
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（ご案内）ニーズ・シーズマッチング支援事業 是非エントリーください

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/ns/

ニーズ×シーズ マッチングセミナー2025（実施済）

より「使いやすい」介護テクノロジーを開発するために重要な
「UI・UX」「ユーザビリティ評価」の概要についてご紹介

介護テクノロジーの導入支援（補助）事業の対象製品の
「カタログ」として活用される、
福祉用具情報システム（TAIS）への登録の流れ、
ポイントについてご解説

バイタルデータや環境データからBPSDを予測、予防方法を提案す
るAI「DeCaAI」の開発ストーリー、AI開発時の課題や社会実装
時の課題についてご共有
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（ご案内）介護現場における生産性向上推進フォーラム

公式HPはこちら
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介護現場の生産性向上に向けた介護系ベンチャー等にかかる

調査業務・総合支援業務の取組み

ー 介護系スタートアップ支援事業 事業紹介 ー

創薬・健康エコシステム事業本部

資料６
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介護系スタートアップ支援事業

介護系スタートアップ支援事業の設立趣旨

01｜介護系スタートアップ支援事業とは

介護現場の業務効率化を進めるため、テクノロジーの活用、タスクシェア/シフト等を推進しているところであるが、

介護現場に対するテクノロジー導入資金の支援だけでなく、介護現場におけるテクノロジーへの理解を促進し、

開発企業が介護テクノロジー市場に参入しやすい環境を整備する必要がある。

R６年度まで設置していた「開発・実証・普及広報のプラットフォーム」を発展的に見直し、

CARISO（CARe Innovation Support Office）を立ち上げ、スタートアップ支援を専門的に行う窓口設置を含め、

介護テクノロジーの研究開発から上市に至るまでの各段階で生じた課題等に対する総合的な支援を行う。

出所）厚生労働省 第120回社会保障審議会介護保険部会（2025年5月19日開催） 資料3 介護人材確保と職場環境改善・生産性向上、経営支援について

Copyright (C) CARISO CARe Innovation Support Office 介護系スタートアップ支援事業

01
介護系スタートアップ支援事業とは
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介護系スタートアップ支援事業

◼ 介護系スタートアップの全ての成長ステージ（研究段階～開発段階～製品化段階）に対して支援を提供

◼ 特に、相談対応では、各成長ステージで発生するどのような課題についても、リビングラボとも連携のうえ対応

介護系スタートアップ支援事業の支援領域

01｜介護系スタートアップ支援事業とは

製品化段階開発段階研究段階

研究開発

⚫ニーズ探索・試作機作成

⚫実証実験

⚫改良・改善

スタートアップ

経営

⚫法人化・組織構築

⚫資金調達･事業計画

⚫資金管理・マーケティング

⚫事業提携・販路拡大

Copyright (C) CARISO CARe Innovation Support Office 介護系スタートアップ支援事業 5

介護系スタートアップ支援事業

◼ 介護系スタートアップ支援事業は、介護系のスタートアップやアカデミア、起業前の個人、介護領域に新規参入する企業等を対象として、資金調達、知財、海

外展開、市場普及まで、実用化に向けた課題について相談・支援を行う事業

介護系スタートアップ支援事業の事業内容

01｜介護系スタートアップ支援事業とは

介護系スタートアップ支援事業のコアとなる支援

は相談対応だが、その他にも、セミナーやメンタ

リング、ピッチイベント等の様々なプログラムを提

供

相談対応以外にも

様々な支援プログラムを提供

介護系スタートアップ支援事業は厚生労働省によ

る国の支援事業であり、全ての支援プログラムを

無料で活用可能

全ての支援プログラムを

無料で提供

介護現場の生産性向上に資するソリューションの

実用化を目指す介護系スタートアップ・アカデミア

および起業前の個人等に対して、専門家による相

談対応を提供

介護系スタートアップ等

に相談対応
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介護系スタートアップ支援事業

◼ サポーターは、法規制・事業計画・知財・資金調達・海外展開等の多様な専門性を保有

相談内容に応じて、適切な専門性を持つサポーターとマッチング

02｜介護系スタートアップ支援事業による相談対応

(スタートアップ、アカデミア等)

Copyright (C) CARISO CARe Innovation Support Office 介護系スタートアップ支援事業

02
介護系スタートアップ支援事業による相談対応
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介護系スタートアップ支援事業

◼ 「何から相談すればよいか分からない」といった状態でも相談を受け付け、ロードマップ設計や今後必要とされる対応、解決すべき課題整理から支援

◼ 事業フェーズが進むにつれて相談者が抱える個別具体的な多様な課題に対して、様々な専門性を持つサポーターが多角的に支援

抽象的な内容から個別具体的な内容まで、どのような相談にも対応

02｜介護系スタートアップ支援事業による相談対応

介護保険制度について教えて

資金調達の方法として、デットとエクイティのどちらがよい？

VCに提案する事業企画書には何を書くべき？

介護分野で製品開発したいのだけれど、どうすればよいの？

介護テックの分野で、注意すべき知的財産について教えて

海外展開する際に、注意すべき法規制を教えて

Copyright (C) CARISO CARe Innovation Support Office 介護系スタートアップ支援事業 9

介護系スタートアップ支援事業

◼ 幅広い専門性を持つサポーターによる「総合面談」、より深い専門性を持つサポーターによる「戦略助言面談」で課題解決

◼ 相談内容に応じて、リビングラボへの繋ぎも実施

1回の相談申込に対して、1～2回の面談を実施して、課題を解決

02｜介護系スタートアップ支援事業による相談対応

CARISO
介護系スタートアップ支援事業

ポータルサイトからの申込

全般的な
相談への対応

専門的な
相談への対応

面談内容の
振り返り

総合面談
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介護系スタートアップ支援事業

◼ 1か月あたり10件程度の相談に対応

◼ 同一スタートアップからの複数回の相談申込もあり

実績報告｜事業開始（2025年6月）から相談申込は77件に上る

02｜介護系スタートアップ支援事業による相談対応

注記：数値は2025年12月末時点注記：数値は

12

24

31

42

54

60

77

0

11

16

30

41

51

63

0

10

20

30

40

50

60

70

80

25/6 25/7 25/8 25/9 25/10 25/11 25/12

申込累計 面談実施累計

（件）

相談実施累計
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介護系スタートアップ支援事業

◼ いつでも、無料で、何度でも、相談することが可能。申込フォームから相談を申し込むと、面談日の調整等について事務局よりご案内

◼ メールマガジンにて介護系スタートアップ支援に関連する有益な情報も提供中

相談申込は介護系スタートアップ支援事業ポータルサイトから（リンク）

02｜介護系スタートアップ支援事業による相談対応

申し込みフォーム

ポータルサイト
２次元バーコード

メルマガ
２次元バーコード
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介護系スタートアップ支援事業

◼ 介護系スタートアップ支援事業では、スタートアップ・大学・研究機関・個人の支援を主としており、相談者の７５％を占める

◼ 介護業界での新規事業を検討している大企業、起業から10年以上経っている中小企業からの相談申込も受け付けている

◼ なお、大企業、中小企業の相談対応については、介護系スタートアップ支援事業で受付後、内容に応じてリビングラボへ引継

実績報告｜スタートアップに加え、大学・研究機関・個人・企業まで幅広く支援

02｜介護系スタートアップ支援事業による相談対応

相談者の属性
(n=77)

スタートアップ
61%大企業

（新規事業）
13%

中小企業
12%

起業家（個人）
8%

大学・研究機関
7%

注記：数値は2025年12月末時点
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介護系スタートアップ支援事業

◼ 介護テクノロジーの重点分野では、見守り（施設・在宅）、コミュニケーション、介護業務支援に関するプロダクトの相談が多い

◼ 重点分野以外では、介護事業者の運営・バックオフィス支援サービスに関する相談が多い

実績報告｜介護テクノロジーの重点分野はもちろん重点分野以外の実用化も支援

02｜介護系スタートアップ支援事業による相談対応

製品の分類
(n=77)

注記：数値は2025年12月末時点

介護テクノロジー
（重点分野）

56%

介護テクノロジー
（重点分野以外）

38%

その他
7%
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03
介護系スタートアップ支援事業による様々な支援プログラム
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介護系スタートアップ支援事業

◼ 販売戦略、事業計画策定、業法対応等の多様な相談にも対応

実績報告｜事業アイデアの具体化（壁打ち）の相談が最多

02｜介護系スタートアップ支援事業による相談対応

注記：数値は2025年12月末時点

相談内容の分類 割合

事業アイデアの具体化 27%

その他 21%

販売戦略（販売・ｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽ事業者との連携等） 17%

事業計画策定 13%

業法対応 8%

資金調達 6%

開発助成制度の活用 5%

ニーズ把握・課題抽出等 5%

業界動向・市場把握 3%

販売戦略（補助金・導入助成制度活用） 3%

海外展開検討 2%

出口戦略 2%

相談内容の分類（n=63、複数回答可：最大2件）
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介護系スタートアップ支援事業

介護テクノロジーサミット2025

◼ 有望な介護系スタートアップを審査のうえ選定し、ブース出展・ショートピッチ・ネットワーキングの機会を提供

◼ 会場｜国際福祉機器展（H.C.R.）2025

◼ 日時｜2025年10月8日～10月10日

03｜介護系スタートアップ支援事業による様々な支援プログラム

選定企業

株式会社ヴォクセラ

KAERU株式会社

株式会社KizunaBridge

株式会社ジョシュ

ノバルス株式会社

株式会社Magic Shields

Rehabilitation3.0株式会社
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介護系スタートアップ支援事業

◼ 支援プログラムを募集・実施の際には、ポータルサイトに掲載予定

介護系スタートアップ支援事業では相談対応以外にも様々な支援プログラムを実施

03｜介護系スタートアップ支援事業による様々な支援プログラム

介護系スタートアップ・アカデミア・

VCに対し専門家によるセミナーを

提供

スタートアップ/VCセミナー

介護系スタートアップに対し、適切な

人材をマッチングさせ、集中的にハ

ンズオン支援

ハンズオン支援

介護系スタートアップと大企業や支

援機関のマッチング機会のための展

示会を実施

介護テクノロジーサミット2025

希望シーズに対し、実用化を図るた

めの総合的な調査・支援を実施

知財・出口戦略策定支援

スタートアップの課題解決の一助と

なるようガイドブックを提供

スタートアップ支援ガイドブック

特に有望な介護系スタートアップを

発掘し、その展開を支援するための

アワード企画を実施

CARISO Caretech Startup Awards

3/2

日本のスタートアップやその支援機

関に関する各種調査を実施し、現状

を把握

各種調査・まとめ

介護系スタートアップ・アカデミアと

出資先や大手企業等のマッチング機

会を提供

スタートアップシーズDB
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介護系スタートアップ支援事業

スタートアップ/VCセミナー

◼ 介護系スタートアップの事業化に役立つ情報をオンラインセミナーを通じて提供

◼ 2月17日（火）1700-1800に「Vol.5 介護系スタートアップの海外展開」を実施予定。ポータルサイトにて申込受付中

03｜介護系スタートアップ支援事業による様々な支援プログラム

Vol.1 CARIＳＯ及び介護系スタートアップ支援事業の紹介 Vol.2 介護系スタートアップが関わる介護業界の概説

Vol.3 介護系スタートアップへの融資・投資のポイント① Vol.4 介護系スタートアップへの融資・投資のポイント②
YouTube

２次元バーコード

アーカイブ
公開中

Copyright (C) CARISO CARe Innovation Support Office 介護系スタートアップ支援事業 19

介護系スタートアップ支援事業

CARISO Caretech Startup Awards

◼ 有望な介護系スタートアップを発掘し、評価・表彰、事業内容をポータルサイト・SNSで広報

◼ 会場｜イイノホール&カンファレンスセンター（東京都千代田区内幸町2-1-1 飯野ビルディング 4階）

◼ 日時｜3月2日（月）10時30分～12時30分 ※「介護現場における生産性向上推進フォーラム」の前に開催

03｜介護系スタートアップ支援事業による様々な支援プログラム

1月末に
詳細を掲載予定

ポータルサイト
２次元バーコード
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介護系スタートアップ支援事業

スタートアップ支援ガイドブック/各種調査・まとめ

◼ 介護系スタートアップの事業化に役立つ情報をガイドブック・報告書を通じて提供

◼ ポータルサイトにて公表予定

03｜介護系スタートアップ支援事業による様々な支援プログラム

ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク

⚫ 介護業界の概要

⚫ 介護系スタートアップの事業開発 ーProduct Market Fitの考え方ー

⚫ 介護系スタートアップの資金調達

⚫ 介護系スタートアップが活用できる施策集

⚫ 国内の介護系スタートアップの実態調査（企業数、設立年、製品カテゴリ、資金調達状況 等）

⚫ 海外の介護テックに関する規制、進出の際に気を付けるべきポイント

⚫ 海外の介護系スタートアップの事例

⚫ 海外の介護系スタートアップの支援機関

各
種
調
査
・ま
と
め
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介護系スタートアップ支援事業

スタートアップシーズDB

◼ 介護系スタートアップ等の開発品・シーズを登録し、投資家や事業会社が閲覧・マッチングできるデータベースを提供

◼ 介護系スタートアップ様、投資家・事業会社様からの登録を受付中

03｜介護系スタートアップ支援事業による様々な支援プログラム

スタートアップ等

スタートアップシーズDB

開発品・シーズ情報

製品名、製品カテゴリ、製品概要、開発フェーズ、特許・知財、関連論文・資料、PR、

マッチングに期待すること

投稿者情報

企業名・機関名、設立年、主な事業、サイトＵＲＬ

投資家・事業会社
マッチング

介護系スタートアップ支援事業の
支援を受けた開発品・シーズを登録

審査をクリアした閲覧会員が
開発品・シーズを閲覧

シーズDB
２次元バーコード

シーズ登録/閲覧会員
受付中
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Since 1982

アンタレスホームヘルパーステーション

Since 1982Since 1982

訪問介護事業所の課題

需要は2040年に向けて増加の見通し

◆将来的な事業継続のための人材確保

◆需要に応えるための人材確保

☞ 2024年介護報酬改定では唯一報酬引き下げ

☞ 2024年度、全国の訪問介護事業所倒産・休廃業件数は
529件（NHK調べ）と過去最多

☞全国的に訪問介護スタッフの高齢化が課題
➢ 全体の40％が55歳以上

☞ 滋賀県内の訪問介護員有効求人倍率は40倍超（令和6年）
➢ 全国の訪問介護員有効求人倍率15.53倍（令和4年公表）

人材確保困難と基礎体力の低下が指摘

2

Since 1982

アンタレスホームヘルパーステーション

Since 1982Since 1982

厚生労働省「福祉用具・介護テクノロジー実用化支援事業」

介護テクノロジー等シンポジウム

Digital transformation efforts and their effects 
on the survival of home care services

1

社会福祉法人 青祥会
アンタレスホームヘルパーステーション 30th Jan 2026

訪問介護事業の存続をかけた

Digital transformation efforts and their effects 

DX

Digital transformation efforts and their effects Digital transformation efforts and their effects 

XXX化の取り組みとその効果

資料７
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Since 1982Since 1982

アンタレス
ホームヘルパーステーション

サービス提供責任者 5名

•平均年齢 53.2歳（中央値 61）
• 全国平均 47.3歳（うち60歳以上 16.8％）

訪問介護員 17名

•平均年齢 60.72歳（最大値 73 中央値 63）
• 全国平均 54.4歳（うち60歳以上 37.6％）

※全国平均値は厚生労働省令和3年調査データによる

事業所規模

•登録利用者数 月平均140名程度

• 1日訪問件数 70-90件

• 1月総訪問件数 2,200-2,400件

4

（令和7年10月現在）

Since 1982
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Since 1982Since 1982

法人・事業所紹介

社会福祉法人 青祥会

⚫滋賀県湖北圏域（面積・人口・高齢化率）

⚫長浜市 681km2 約11万人 30％

⚫米原市 250.3km2 約3.7万人 31.6%

⚫愛荘町 38km2 約2.1万人 25.1%

⚫高齢者ケアを主に62事業展開

⚫病院（精神科・認知症疾患医療センター）

⚫老健・特養・ケアハウス

⚫通所リハ・通所介護・訪問リハ・訪問看護・
訪問介護・ケアプラン

⚫地域包括支援センター

3

積雪量世界
一

11m82cm

長浜市
特別豪雪地帯指

定

元祖ゆるキャ
ラ

ひこにゃん

彦根市松原湖岸緑地
鳥人間コンテスト

信楽たぬきききき

甲賀忍者

稲妻ロックフェス

ブラックバス釣りの
聖地

社会福祉法人
青祥会

根市松原湖岸緑地

稲妻ロック
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Since 1982Since 1982

若手人材は訪問介護を敬遠

定期的に開催される人材確保のための就職フェアなどに積極
的に参加

•一定数の訪問者はあるが、ほとんどが入所系・通所系事業を
希望される

•訪問介護事業所への就職を希望する方は来訪者のうち、数％
にとどまり、ゼロのことも多い

• 30～40歳代の就職希望者に、訪問介護事業所を選ばない理
由を尋ねると、以下の回答が多い（回答の多い順で列挙）
① 1人で他人の家に訪問するのはちょっと…

② 利用者さんに何かあっても1人で対応する自信がない

③ 利用者情報が紙、訪問予定も紙、記録も紙、報告も紙…面倒

④ 調理が苦手

⑤ サ責の仕事は事務職員みたいで、資格を生かした仕事がしたい

•近年の養成校や各種資格取得研修では介護分野におけるICT
活用の教育が常識となっており、現場の方が遅れている状況

Since 1982
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Since 1982Since 1982

人材確保に向けたこれまでの取組み

取り組み内容
行って
いる

採用に
効果

定着に
効果

賃金水準の向上 62.4% 36.0% 30.9%

時間外労働の削減 56.7% 14.1% 16.4%

有給休暇取得 74.7% 25.7% 34.4%

職場環境
（人間関係）

72.0% 17.3% 29.5%

育児・介護の
両立支援

55.1% 15.2% 20.2%

業務改善
（ICT導入等）

26.8% 10.1% 8.9%

公益財団法人介護労働安定センター
令和6年度「介護労働実態調査」より
上位5項目を抜粋

令和5年までにありとあらゆ
る人材確保の取組みを実施
• 時間外労働

サ責：月平均2.3時間
• 有給取得率 65.1％
• 令和6年度
育児・介護休業取得者 3名

離職率は高くはないが、在籍
者は年々歳を重ね、体調不良
や体力的理由により休務や契
約時間縮小が増え、人材不足
が慢性化

☞ ICT導入取り組みは少ない
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Since 1982Since 1982

介護記録は電子化…管理は紙!?

毎週金曜日に届けられ、訪問
した時間やケア記録などを
CAREKARTEに転記する

１週間分の訪問スケジュール管理表 １週間分の訪問記録（約700枚）
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Since 1982Since 1982

訪問介護スタッフに聴き取り調査（令和6年1月）

訪問介護事業所の働きやすさ・処遇・知人(30～40歳代)を誘いた
いと思うかなどについて聴き取り

◆ サ責について
➢ いつも忙しそうにしていて相談するのに気を遣う
➢ モニタリング以外に訪問しないので現場のことを理解してい
ない

➢ 電話を掛けても話し中のことが多く、タイムリーに相談でき
ない

◆ 業務システムについて
➢ スマホを貸与してもらっているが、翌日の訪問予定と訪問済
みの登録ができる程度なので、紙で管理していた時とさほど
変わらない

➢ 利用者の直近の様子が把握できないのが不安
➢ 記録が紙なので事務所に届けるまで失くさないかと不安
➢ スマホが古くて（6年経過）メールを確認するだけでも時間が
掛かる
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Since 1982Since 1982

DX化が存続の鍵…でもいくつかの壁が!?

導入・運用コストの負担

•初期費用や維持費が大きな障壁
職員のITスキル・リテラシー

•新しい機器やシステムを使いこなせるか不安
•手書きの方が早いと感じる職員
•高齢の職員
導入・運用をサポートする体制の不足

• ICTに詳しい専門スタッフがいない

現場の抵抗感

•「新しいものを導入することへの抵抗」「業務が増えるので
はないか」といった不安から現場スタッフの理解や協力が得
にくい

実態に合うシステムが分からない

•自事業所のサービス内容や課題に合ったものを選定するのが
難しい
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Since 1982Since 1982Since 1982

サービス提供責任者の業務タイムスタディ
（令和6年6月：１週間）

Since 1982Since 1982Since 1982

27.3

0.0

7.0

15.2

3.8

18.2

11.0

0.0

5.5

0.5

8.0

11.7

10.0

15.0

3.7

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

訪問スケジュール作成

利用申し込み対応

モニタリング

ケアマネとの連絡・調整等

サービス担当者会議等出席

訪問ヘルパー指示・報告対応

訪問ヘルパー業務管理

訪問ヘルパー指導

訪問介護計画作成

利用者・家族対応

サ責によるサービス提供訪問

訪問介護員実績チェック

訪問介護員記録転記

訪問介護員賃金計算

その他

スケジュール作成
に4日分の時間を

費やす

訪問記録が紙で管理
されているため、実
績をデータ化するの
に4.7日分を費やす
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Since 1982Since 1982

導入するICTツールとその目的

介護記録システム CAREKARTEをベースとして

① 訪問スケジュール作成AIツール：CareMaker
⚫ 訪問介護の訪問スケジュールをAIが自動作成

⚫ Excelでアナログ的に1週間ごとに作成していた訪問スケジュール
をAIで作成し、作成手間を削減

⚫ 創出された時間を利用者への直接時間に充当

② CareMakerとCAREKARTEの連動（ベンダに依頼）
⚫ AIで作成された訪問スケジュールデータをCAREKARTEに取り
込むことで転記手間を解消し、請求と連動

③ 訪問サービス向け記録システム：CAREKARTE Buddy
⚫ Buddyは、過去の記録や各種帳票類の閲覧、利用者宅のマップ表
示、訪問予定、訪問時間、サービス提供内容、サービス提供記録、
グループチャット、音声入力などが可能

⚫ 紙記録の廃止と訪問実績管理の手間を解消
⚫ 音声入力による記録手間の解消
⚫ グループチャットの活用による情報共有の向上

Since 1982
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Since 1982Since 1982

訪問介護事業所のDX化に挑戦！

○ DX化（ICT導入）の目的
➢ サ責の間接業務のオペレーションを変え、創出された時間を訪問
介護員のマネジメントやサービス提供訪問に充てる

○ 現場を巻き込んだ機器選定
➢ 安価・安易・単純・支援・効果を基準に機器選定
➢ カオスマップ→福祉機器展へ→Web説明会→デモ活用→導入

○ スモールスタート
➢ 抽出された課題を一度に解決するのではなく2年計画で段階的に進
める

○ 職員研修の実施
➢ 導入するICTの目的と操作の説明、効果の共有により抵抗感への
フォロー

○ サポート体制の確立
➢ サ責には管理職とベンダ、訪問介護員にはサ責がサポート

○ 導入するための補助金等の活用
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訪問スケジュール作成AI：CareMaker導入の効果

•操作に慣れることに1月ほど

•ベンダによるオンラインサ
ポートにて定着支援

• 2月後には大きな効果

•導入1年後の訪問スケジュール
作成時間のうち、7時間ほどが
CareMakerにて作成したスケ
ジュールをCAREKARTEに
転記する時間

• CareMakerとCAREKARTE
がシステム上連動すれば、転
記時間は解消され、1週間分の
訪問スケジュールは1日で完了
する予定

28.5

15.3 13.3

0

10

20

30

導入前 導入2月後 導入1年後

訪問スケジュール作成時間

15.3時間減！
勤務2日分相当

8

21
18.8

0

10

20

30

導入前 導入2月後 導入1年後

サ責による訪問時間

訪問時間増！

作
成
時
間

訪
問
時
間
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訪問スケジュール作成AI：CareMakerの導入
（令和6年10月導入）

•訪問介護員の基本情報、利用者の基本情報を入力し、利用者
ごとにNGスタッフや訪問条件などを入力

• 1日ごと、1週間ごとに訪問スケジュールを作成可能

• Google Mapと連動して移動時間を割り出す

•クラウド管理であるため、PCやスマホがあればどこでも操
作可能

• 1週間分700件程度の訪問スケジュールを数分で作成

•イニシャルコスト無し、利用者ごとの従量課金制
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訪問実績チェック

11

2.2

4

0

2

4

6

8

10

12

導入前 1月後 2月後
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要
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ヘルパー業務管理

CAREKARTE Buddy導入の効果①
（導入後2月の変化）

○ 訪問介護員の業務管理では、
Buddy導入以前は電話やメール、
内容によって事業所まで出向い
てもらっての対応であったが、
CAREKARTEで入力した内容を
Buddyで直接確認できるように
なり、大幅に減少

○ 実績チェックについては、導入1
月後ではBuddy操作の習熟度に
合わせて個別に紙記録を廃止し
たことで5.5時間の減少に止まっ
たが、11月からは紙記録が完全
に廃止され、11.8時間の減少を
達成した

7時間減！

11.8時間減！
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訪問サービス向け記録システム
CAREKARTE Buddyの導入（令和7年10月導入）

•スマホ端末の更新→NTTドコモDX支援プログラムの活用
• 個人情報保護のセキュリティ強化

• 2枚複写式の紙記録（年間20万円のコスト）の廃止

•記録やチャットの音声入力
•実際の訪問時間を管理→賃金計算の手間解消
•過去の記録閲覧やチャットによる情報共有で不安感軽減
•訪問状況や記録をリアルタイムに確認
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Since 1982Since 1982

訪問介護事業所のICT導入効果

単位：時間
導入
前

1月後 1年後

スケジュー
ル作成

28.5 13.3 15.3

サ責訪問 8 21 18.8

○ CareMaker導入
○ スケジュール作成が13時間減！

○ サ責による訪問時間は10時間増！

○ Buddy導入
○ サ責の間接業務が30.7時間減！

○ CareMakerとBuddy導入による間接業務削減効果は43.7時間！

○ サ責1人の1週間の労働時間は38時間程度であり、ICT導入に
よって1人分以上の労働時間創出に成功→人材確保と同等の効果

単位：時間 導入前 1月後 2月後

業務管理 11 2.2 4.0

実績ﾁｪｯｸ 15.3 9.8 3.5

記録転記 12.7 6.0 5.2

賃金計算 12.2 9.2 7.8

CareMaker導入効果 Buddy導入効果
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記録転記

CAREKARTE Buddy導入の効果②
（導入後2月の変化）

○ 記録転記は紙記録が廃止され、
Buddyに直接記録を行うように
なったことで約60％削減され、
電話での報告内容を転記する時
間が残ったことで7.5時間の減少
となった

○ 賃金計算については、実際に訪
問した時刻と時間をBuddyに直
接入力できるようにしたことで
4.4時間減少することができ、こ
れまで2日かかっていた賃金計算
を1日で終えることができるよう
になった

7.5時間減！

4.4時間減！
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訪問介護員の主観的感想

○利用者情報が知りたいときに確認でき、直近の訪問記
録もサ責に連絡することなく確認できるようになった
ので、とても便利になり、訪問時の不安も減った

○買い物リストや預かり金の管理も写真を撮ってチャッ
トで共有できるので、後々の確認も楽になった

○チャットは誰かが答えてくれるので、訪問時の孤独感
も減った

○新規の利用者宅訪問時にBuddyのナビ機能が役に立つ

○サ責はいつも忙しそうにしていて相談しづらかったが、
今は報告や相談にも十分な時間をとってくれて、信頼
度が増した
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ICT導入に関するスタッフの心理的負担度

○ ICT導入前にベンダの協力を得て、導入目的や導入・定着までの流れ、
サポート体制、操作習熟研修などを十分に行ったことで、導入前に
不安を強く感じるスタッフはなかった

○ 導入直後には、「1回の説明では覚えられない」と他スタッフと比較
して悲観的になるスタッフがいた

○ ベンダのサポートの他、習熟の早いスタッフが丁寧にサポートする
ことで導入3月後には不安は解消

0% 20% 40% 60% 80% 100%

導入3月後調査

導入1月後調査

導入前調査

職員の心理的負担度合いの変化（SRS-18）

弱い（7点以下） 普通（8点-19点）

やや強い（20点-31点） 強い（32点以上）
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訪問介護事業所の存続をかけた
DX化の取組み

○サ責・訪問介護員の平均年齢が60歳に近づき、スタッフ募
集への反応は乏しく、近隣事業所の廃業が増え、2040年
を考えたとき、強い危機感を感じた

○ 行政やハローワーク、関係団体等に相談したが「難しい」

○ 介護保険制度では、ICT導入（DX化）による生産性向上が
注目され始めたが、平均年齢60歳のスタッフには逆効果？

○ 介護事業所向けICTツールの開発は入所系サービスが主体
で、訪問系事業所で使えるツールは十分ではなかったが、
令和5年以降、訪問系サービスで活用できるツールが開発

○ ICT導入・定着の鍵は、目的・目標を明確にし、常にそれ
を意識してサポートを充実させること

○ ベンダの全面協力を受け、二人三脚で定着を推進

○ 43.7時間もの間接業務削減（1人分の人材確保に相当）と
訪問介護員の満足度向上、若手人材確保につながった
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ICT導入による人材確保の効果

退職 採用 人材確保対策

令和3年度 ２名 １名
有給休暇取得推進
給与諸手当改善

令和４年度 ３名 ０名
非常勤職員賃金改定
有給休暇取得推進

令和５年度 ０名 ０名
非常勤職員賃金改定
有給休暇取得推進

令和６年度 ２名 ２名
上記に加え

ICT導入による業務改善

令和７年度 １名 ３名
上記に加え

訪問介護員にもICT導入

○ 長らく採用は低迷していたが、ICT導入をアピールし始めた
令和６年度以降、5名の新採用を実現

○ 5名のうち、3名は30～40歳代のスタッフ

89





はじめに
当施設はSGグループに所属する介護老人保健施設であり、施設開設より7年が経過します。

令和4年からはリハビリ特化型デイサービス事業所を開設し、老健入所・通所リハ・半日型通所
介護による段階的介護支援サービスを提供しています。

当施設においても、認知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定していますが、実際に
は認知機能自体がどのように変化しているか把握することは困難です。

今回、当施設で実施している介護テクノロジーに関する取り組みと、実際に導入している認知
機能のチェックとトレーニングが可能なクラウドサービスについてご紹介します。

介護テクノロジー等シンポジウム 基調報告

認知機能と運動機能の同時改善を目指して

～機能訓練に資するテクノロジー活用の一例～

医療法人青樹会

介護老人保健施設ケアコートもりおか

リハビリテーション科 内記明信

※スライドで使用している写真はご本人・ご家族・企業より使用の許可・同意を得て使用しております。

資料８
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介護老人保健施設ケアコートもりおか
平成30年5月開設

施設入所 60名 通所リハ 55名

盛岡駅から約5km

国立病院機構 盛岡医療センター敷地内

SGグループ 東北医療福祉事業協同組合

青森・岩手・宮城・福島・新潟県における

病院、健診施設、介護保険施設、専門学校等の運営を支援する

公益財団法人、医療法人、社会福祉法人、学校法人等からなるグループ

名 称 東北医療福祉事業協同組合

代 表 者 理事長 田中 信幸

設 立 日 平成９年４月25日

所 在 地 〒039-1161青森県八戸市大字河原木字八太郎山10番地81

事 務 所 八戸・盛岡・仙台

組合員数 14法人
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福祉用具・介護テクノロジー実用化支援事業への参加

コロナ禍以前 ～ リハ機器等勉強会を定期開催

コロナ禍明け ～ 業務改善・効率化、職員意識改革等を目的に本事業へ参加

■これまでの実績

平成５年 試作介護機器へのアドバイス支援事業 05-B04 CoRoMoCoⓇ TPR株式会社

平成６年 介護ロボット等モニター調査事業 06-C10 CoRoMoCoⓇ TPR株式会社

06-C12 Pulse aid 株式会社シンセイコーポレーション

平成７年 介護現場と開発企業の意見交換実施事業 07-A03 機能訓練機能付き歩行器 フランスベッド株式会社

試作介護機器へのアドバイス支援事業 07-B05 りっぷdeチェック 株式会社ハッピーリス

介護ロボット等モニター調査事業 07-C08 SUPOFULL 株式会社島津製作所

介護老人保健施設 リハビリ特化型デイサービス

ケアコートもりおか リハコートあおやま

理学療法士 4名 老健入所 60名

作業療法士 5名 通所リハ 55名

言語聴覚士 3名 【個別機能訓練加算Ⅰ（ロ）算定】

【入所 超強化型、通所 リハマネ加算（ハ）算定】

※回復期リハ病棟を有する医療機関が施設周囲約10km圏内に5カ所

理学療法士 4名 30名×2回転

作業療法士 1名
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ケアマネへの

ヒアリング調査

リハコートあおやまでの

モニター調査

健康増進プラットフォームSUPOFULL HPより抜粋

令和7年度 介護ロボット等モニター調査事業 07-C08

健康増進プラットフォームSUPOFULL（サポフル）

■開発企業 株式会社 島津製作所

■製品機能

日常の生活ログ（生活習慣・運動習慣）や健診結果などのデータをクラウドに収集・見える化する

統合レポートにより、利用者の健康増進（認知症やフレイルなどのリスク低減）をサポートします。

■効果

・健康状態の変化を見ることで、運動等への張り合いが生まれる。

・頭の健康状態を知って、早く受診・予防活動を開始する。

・統合レポートを利用者やご家族と共有することで、コミュニケーションの活性化を図る。

健康増進プラットフォームSUPOFULL HPより引用
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通所リハビリテーション・通所介護のジレンマ

効率化
信頼感

安定した事業所運営が必須

● 情報公開や発信

● 稼働率の向上

● 加算算定による単価上昇

● 最小スタッフによる最大収益

家族・ケアマネとの距離が近い

● 居宅介護支援事業所への渉外活動

● 日中の生活支援や在宅生活上の問題解決

● 医療処置やリハビリによる心身機能の改善

● 医学的管理による助言・指導

滞りなく両輪を推し進めていくことが重要

健康増進プラットフォームSUPOFULL HPより抜粋
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導入の経緯 ～ リハ特化型DSの開設 ～

トレーニングマシンによる効
果的な運動

IT技術を活用し
認知機能・体組成成分

を計測 ニーズに応じ
理学療法士
作業療法士
が訓練担当

初期計画の段階

●リハビリ専門職の配置
●トレーニングマシンの設置

＋
●認知機能に対応する

IT機器の活用

■認知機能検査の課題
検査者の熟練度によって数値が変化

デジタル基準に則り
認知機能を数値化し
経過をおえる機能を求めていた

認知症短期集中リハビリテーション
■認知症短期集中リハ ～ 記憶の訓練、日常生活動作の訓練等を組み合わせたプログラム

リハビリ効果が実生活で発揮されることが求められている

個別訓練 認知機能 ADL・IADL

心身機能と家庭生活をつなげるための認知トレーニング
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脳体力トレーナー CogEvoの機能

認知機能別トレーニング

脳体力トレーナーCogEvoは、認知機
能を「見当識」「注意力」「記憶力」「計画
力」「空間認識力」の5側面に分類。

個々の認知機能の特性に合わせたト
レーニングが可能です。

高次脳機能の専門家が監修した、実績
のある14種類の楽しいタスクで、科学
的根拠に基づいた質の高いトレーニン
グができます。

「動的」な認知機能チェック

脳体力トレーナーCogEvoは、繰り返
し行うことで自身の基礎数値（ベースラ
イン）がわかり、実施結果の経時変化が
把握できる、「動的」な認知機能の計測
ツールです。

経年的な変化だけでなく、日々のスト
レスや睡眠不足等に影響を受ける認知
機能を、期間を空けることなく実施する
ことができます。

脳体力トレーナーCogEvo（コグエボ） HPより抜粋

脳体力トレーナー CogEvo（コグエボ）

株式会社トータルブレインケア

脳体力トレーナー CogEvo（コグエボ）HPより脳体力トレーナーCogEvo（コグエボ） HPより抜粋
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使用例の紹介
● 90歳代 女性 独居

● 介護度 要介護１、障害高齢者の日常生活自立度J1、認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱa

● 既往歴 陳旧性脳梗塞（認知症、眩暈） 平成22年頃発症

● 認知機能 HDS-R 23点（令和7年4月時点）

● 生活状況

セルフケアはほぼ自立であるが、自宅での転倒が多い。

自炊は行っておらず、惣菜等の買い物の置忘れや書類管理ができない。

毎週末、隣町から長男が様子をみに来ている。

● 介護保険サービス

令和7年6月末より、体調管理・生活支援・他者交流等の目的で週2回通所リハの利用を開始。

脳体力トレーナー CogEvo

           トレーニング
■ 5種バランスチェック

見当識、注意力、記憶力、計画力、空間認識力

実施時間 約10～15分

■採点方法

得点 ～ 正答率や回答時間などから算出した点数

指標 ～ 年齢ごとに設定した目標点との比較数値

等級 ～ 指数に応じ5級・4級・3級・2級・1級・特級の

                  6段階評価
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リハビリ介入の目的・目標

■既往歴・高齢・独居等によるマイナス循環の改善

●加齢による筋力や歩行能力の改善

➜ 転倒リスク大・活動範囲の狭小化

●認知機能の刺激と回復

➜ 見当識・短期記憶障害

●日常生活の自立・安定化

➜ セルフケア・家事能力の低下

●対人交流による精神活動の賦活

➜ 引きこもり・閉じこもり

心身機能の状態

評価項目 対象者のデータ 体力基準値 80歳以上 段階 80歳以上

HDS-R（点） 20（R7.6月末）

快適歩行速度（m/秒） 0.82 1.13±0.25 段階1 ≦0.90

最大歩行速度（m/秒） 1.05 1.52±0.31 段階1 ≦1.30

片脚立位時間（秒） 2.27 16.2±17.9 段階1 ≦3.0

握力（女性 kg） 12.05 19.6±3.5 段階1 ≦16.0

介護予防ガイド 実践・エビデンス編より抜粋
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初回結果

介入プログラム

運動機能～理学療法士による個別訓練

• 関節可動域訓練、筋力増強訓練、バランス訓練、歩行訓練等

認知機能～コグエボの使用

• 計画力、記憶力、注意力、見当識、空間認識力

週２回、個別訓練20分間、コグエボ15分間 2カ月間実施

これまで数値化しにくい部分のリハビリ効果を数値化し、実生活での変化と照らし合わせていく
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機能訓練支援・認知症生活ケア支援機器の

導入・運用の課題【導入課題】

●機器導入の目的

●機器性能の把握

●導入予定機器の選定

●対象者の洗い出し

●初期費用の確保

●費用対効果の試算

●職員への周知と理解

●管理担当者の選任

【運用課題】

●対象者への説明と使用

●使用頻度の把握

●使用効果の検証（対利用者）

●使用効果の検証（対事業所）

●利用者満足度等の調査

●継続使用可否の検討

・ 軽 度 ～ 認知機能トレーニング

・ 中等度 ～ 視覚・聴覚刺激による運動誘発

・ 重 度 ～ コミュニケーションサポート

導入予定機器の選定

●対象者の洗い出し

●初期費用の確保

●費用対効果の試算

●職員への周知と理解

●管理担当者の選任

●使用頻度の把握

●使用効果の検証（対利用者）

●使用効果の検証（対事業所）

●利用者満足度等の調査

●継続使用可否の検討

・ 軽 度

・ 中等度 ～ 視覚・聴覚刺激による運動誘発

・ 重 度 ～ コミュニケーションサポート

結果

60

80

100
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140

160

計画力 記憶力 注意力 見当識 空間認識力

0

50

100

150

200

計画力 記憶力 注意力 見当識 空間認識力

1回目 4回目 7回目 10回目 13回目

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

右 左 右 左 通常 最大

握力（kg） 片足立（秒） 5m歩行

（秒）

5m歩行

（秒）

初回 1ヶ月後 2ヶ月後

■HDS-R 初回 20点 ➜ 1ヶ月後 21点 ➜ 2ケ月後 22点

■リハビリテーション会議にて家族・ケアマネ等に経過を報告。

※生活面での変化 ～ 自宅での転倒回数の減少、ゴミ出し忘れの改善（家族談）

１回目と13回目の統計学的な比較
統計：対応のあるt検定（片側検定）
結果：優位水準5％ 有意差あり（p=0.0390）
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お問合せ先
医療法人青樹会 介護老人保健施設ケアコートもりおか

リハビリテーション科 内記明信

〒020-0133 岩手県盛岡市青山一丁目25番25号

TEL 019-613-2303 FAX 019-613-2505

リハ科E-mailアドレス ccm-reha@theia.ocn.ne.jp
        ※お問い合わせ等がございましたら、上記E-mailアドレス宛にご連絡ください。

ご清聴いただき、ありがとうございます。

機能訓練支援・認知症生活ケア支援機器に 求めるもの

● 五感を刺激するもの

● ゲーム性があって対象者がやってみたくなる・楽しめるもの

● バリエーションが豊富で継続性のあるもの

● 経過データが記録・確認できるもの

● 認知機能の維持・改善がADL等の動作につながるもの

● それ自体を通じて他者とのコミュケーションが生まれるもの
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目指す姿

Vision
医療を基礎としたまちづくり

Medicine Based Town
今、地域には健康寿命の延伸、介護の担い手の不足、繋がりの希薄化など、
複雑な課題が重くのしかかっています。

奈良県立医科大学発のスタートアップである私たちは、
「医療と生活が融合したまち」という新しいアプローチにより
これらの地域課題の解決を目指しています。

お伝えしたいこと

Summary

Title

Title

目指す姿

Vision

ライフスタイルセンシングのご紹介

電力 × プラットフォーム × 労務削減
～自治体と連携した予防から未病～

MBTリンク株式会社

資料９
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290 325 367 418 443 450

525
561

593
623 632 633

22.3%
24.0%

25.5%
26.5% 27.2% 27.9%
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2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2050年

一人暮らしの高齢者数の将来推計

一人暮らしの高齢者数（男） 一人暮らしの高齢者数（女）
65歳以上人口に占める割合

万人

万人 万人 万人 万人 万人 万人

万人
万人

万人
万人 万人

出典：内閣府「令和6年度高齢者白書」より作成

課題

Issue

本日お伝えしたいこと

Summary

アプローチ

Approach

お伝えしたいこと

Summary

目指す姿

Vision

課題

Issue

ご利用者、ご家族とのエンゲージメントを高める

これからの時代の信頼の架け橋
住み慣れた家で「いつもの暮らし」を安心して続けたい。
日々の暮らしを、自分らしく、豊かに過ごしたい。

在宅での暮らしが当たり前になるこれからの時代。
その願いをかなえる鍵は、「生活に潜む小さな変化」に気づくことだと私たちは考えています。

ご利用者一人ひとりの生活や大切にしていることを丁寧に紐解き、
ご家族や地域の関係者の皆さまと繋がりながら、信頼を紡いでいく。

その実現に向けた「新しい伴走のかたち」を、私たちはご提案いたします。
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高齢者の健康管理の難しさ

高齢者との会話で
得られる情報

高齢者との会話で
得られない情報

？ ？
？

？
？

医療・介護関係者高齢者

・・・・

? ?
ブラックボックス状態

自宅

課題

Issue

アプローチ

Approach

本日お伝えしたいこと

Summary

得られる情報が少ない
限られた時間の会話で得られる情報は限定的であり、
生活習慣・行動の実態がほとんど分からない。

健康寿命に影響を与える要因

生活習慣・行動の
影響が非常に大きい

40%

生活習慣・
行動
40%

遺伝・体質
30%

医療体制
15%

社会状況
15%

環境
5%

出典：Schroeder, SA. N Engl J Med 2007; 357:1221-1228

課題

Issue

アプローチ

Approach

本日お伝えしたいこと

Summary
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新しいアプローチ

built-in型ヘルスケア

アプローチ

Approach

課題

Issue

生活への影響がない
普段使われていない電力データを生活習慣等の把握に活用

高齢者に負担がなく継続も可能

解決策

Solution
Digital

これまでのアプローチ

add-on型ヘルスケア

add-on add-on
アプローチ

Approach

課題

Issue

生活への影響が大きい
生活習慣・行動を把握するためにデバイスを追加
やることが多くなり、高齢者には継続が困難

解決策

Solution
Digital
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価値

Value

アプローチ

Approach

スマートメーターを使った見守りとの違い

解決策

Solution
Digital

スマートメーター 電力センサー

生活のパターン／
生活の質安否のみ推定できる

こと

30分に1回 1分に1回データの量
（計測頻度） 30倍

10種の家電の
電力使用量

平均電力
使用量
（1種類）

データの
解像度 10倍

価値

Value

アプローチ

Approach

解決策

Solution
Digital

家電の使い方から生活習慣・行動を推定

データ量は他方式の30倍
※1分に1回の計測頻度

主要家電10種を識別可能

10種類の家電の使い方を推定する電力センサー

ご家庭のブレーカーに
設置するだけ
※30分程度で工事完了
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解決策

Solution

価値

Value

取組

Approach

Digital

今月
調理に関する自立度は維持
朝、昼、晩の食事のタイミングにあわせて
調理系家電を使い分けている。

3か月
の変化

通常の食習慣への復帰
夏の終わりとともに、お米中心の食習慣が
きちんと戻ってきた。

1年間
の変化

調理の負担軽減の必要性
「加熱調理中心（IH中心）」から「米飯・簡便
調理中心（炊飯器中心）」へと質的に変化し、
IHによる調理が負担になっている可能性がある。

90歳、女性、独居

食事関連の習慣・行動に対する示唆（例）
調理活動は全体的に高い意欲を保ちつつも、前年と比較すると調理の負担
軽減の必要性を示唆する変化がうかがえる。

ご本人の状況を踏まえ、調理補助椅子の活用や重労働の部分への支援など、
調理の負担を軽減する環境調整を要検討。

90歳、女性、独居高齢者の方の事例

家電の使い方から推定できること（例）
ライフスタイルセンシング

生
活
系
家
電 深夜までテレビを

使うようになった

不眠？（抑うつ、
不安、孤立感等）

活
動
系
家
電 洗濯機を使う回数が

減っている

筋力の低下？
（洗濯物を運べない）

解決策

Solution

価値

Value

取組

Approach

Digital

食
事
系
家
電 炊飯器を使う時間が

不規則に変わる

認知機能の低下？
（行動の不規則性）
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価値

Value

解決策

Solution
Digital

早期検知、早期対応でサービスの質が向上

3か月前 2か月前

変化の予兆

!?

入院

データの変化を早期に察知し、対応することで、
「利用者の自立」や「重度化防止」をサポート

運用イメージ

Use case

価値

Value

取組

Approach
健康管理に使える情報が増加

高齢者に接して
得られる情報

これまで得られなかった
情報

高齢者

活動 食事

睡眠

衛生

認知

自宅

! !

医療・介護関係者

ライフスタイルセンシング

・・・・解決策

Solution
Digital

健康寿命への影響が最も大きい
生活習慣・行動の実態が可視化できる。
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運用イメージ

Use case

価値

Value
元気な時から中長期に関係性を構築

ご本人

ご家族

ケアマネ

一般高齢者 事業対象者／
要支援

要介護

中長期的に継続可能な利用者との接点を構築

価値

Value

解決策

Solution
Digital

暮らしがかわる、家族がつながる

ライフスタイル全般に加え、食事、
活動、生活のスタイルが分かり、
スコアの低い行動については、規
則正しい生活をより心掛けるよう
になった。

ご本人

自立支援／
重症化予防

Value 1

親の生活の様子を知れるのは便利。
冬など移動が困難な際は特に遠隔
からのライフスタイルセンシング
はとても便利。

ご家族

子世代が
見守りに参加

Value 2

高齢者の方の生活の様子が遠隔か
ら分かるので、サポート面におい
ても効率化できて、非常に助かる。
素晴らしいサービス、普及してほ
しい。

ケアマネ

見守りの効率化
（労務低減）

Value 3

運用イメージ

Use case
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運用イメージ

Use case

価値

Value
町営の高齢者向け住宅に設置して、見守りを実施

北海道 沼田町

運用イメージ

Use case

価値

Value
自治体様等と連携し約160世帯で展開開始

HOKKAIDO

北海道

主な導入実績

蛍と夜高あんどん祭の郷

沼田町1

いつまでも住み続けたいまち

更別村2
NAGANO

長野県
峠に囲まれた小さな山里

売木村5FUKUI

福井県
輝く笑顔が生み出す希望、
情熱よせ合うふるさと”おおい”

おおい町
3

OKINAWA

沖縄県
海と緑と光あふれる南城市

南城市4

KUMAMOTO

熊本県
九州のどまんなか

宇土市6
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運用イメージ

Use case

価値

Value
自治体、総合医等と連携した見守り体制を構築中

福井県 おおい町

運用イメージ

Use case

価値

Value
社会福祉協議会が見守りを行う村営住宅に設置

北海道 更別村
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介護テクノロジー等シンポジウム 
 
 
 
「高齢者の健康増進(認知症やフレイルリスク低減)のサポート 
～ モニター調査を実施して ～」 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

(株)島津製作所   スタートアップインキュベーションセンター 中村 俊晶 

総合デザインセンター デザインユニット UX 革新 G 吉見 邦子 

 

 

資料10
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様様式式ＤＤ（（介介護護テテククノノロロジジーー等等モモニニタターー調調査査事事業業  計計画画概概要要書書））  

令和 7年 8月 20日 

 

介護テクノロジー等モニター調査事業 計画概要書 

 

１．申請者（企業）の概要等 

企業名 (株)島津製作所 

担当者所属 スタートアップインキュベーションセンター 

担当者名 中村 俊晶 

担当者連絡先 

住所 
〒604-8511 

京都市中京区西ノ京桑原町1番 

電話 075-823-1950 

電子メールアドレス t_naka@shimadzu.co.jp 

主たる業種 分析計測機器、医用画像診断機器、産業機械、航空機器などの製造・販売等 

主要な製品 
液体クロマトグラフ、質量分析システム、X 線 TV システム、一般撮影システム、タ

ーボ分子ポンプ、フライトコントロールシステムなど 

希望する施設等の

種類や職種等 

 

希望施設に☑を入

れてください 

複数選択可 

□介護老人福祉施設：特別養護老人ホーム 

□介護老人保健施設：老人保健施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

□認知症対応型共同生活介護：グループホーム 

☑特定施設入居者生活介護：有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、 

サービス付き高齢者向け住宅、地域密着型特定施設入所者生活介護 

☑居宅介護サービス：訪問介護、看護、デイサービス、リハ、福祉用具貸与サービ

ス事業者、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護 等 

□ショートステイ 

□障害者福祉施設 

□医療機関：介護療養型、介護医療院、病院、リハビリテーションセンター 等 

□その他：（                          ） 

 

その他の希望  

 

２．機器・システムの概要（可能な限り詳しくご記入ください。） 

機器等の名称 健康増進プラットフォーム SUPOFULL(サポフル) 

機器等の概要 

 

（写真を添付する

こと） 

 

想定する使用者、使用場面 

■使用者 

①事業対象者、要支援、要介護認定※を受け、機能訓練を行う又は機能低下予防のた

めに運動・食事指導を受けている高齢者。 

※要介護認定レベルは１まで。 

②機能訓練指導員、看護師、介護職員、生活相談員、施設長 

SUPOFULLは介護職員による操作が可能です。ただし、機能訓練や予防のPDCAに組み

込むため、理学療法士等のセラピストの協力は必要です。 

③①の家族 

 

 

 

企業等 
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■使用場面 

機能訓練時、予防指導時、高齢者の自宅など 

 

 
「SUPOFULL（サポフル）」の運用モデル 

 

              統合レポート(例) 

 

機能と使用方法、有用性 

■機能 

・Webクラウド上の収集データを統合した健康アルバム（毎週）・健康レポート（３

カ月毎）の生成。 

・健康アルバム（毎週）・健康レポート（３カ月毎）の端末表示、印刷、電子メー

ル送付。 

 

■使用方法 

①生活習慣※、運動習慣・アンケート、健診結果のデータをSUPOFULLに集約【介護職

員】 

※生活習慣のデータは、AGEsスコアを使用。AGEsスコアは、AGEsの蓄積レベルを表し、AGEsとは食事など

様様式式ＤＤ（（介介護護テテククノノロロジジーー等等モモニニタターー調調査査事事業業  計計画画概概要要書書））  

令和 7年 8月 20日 

 

介護テクノロジー等モニター調査事業 計画概要書 

 

１．申請者（企業）の概要等 

企業名 (株)島津製作所 

担当者所属 スタートアップインキュベーションセンター 

担当者名 中村 俊晶 

担当者連絡先 

住所 
〒604-8511 

京都市中京区西ノ京桑原町1番 

電話 075-823-1950 

電子メールアドレス t_naka@shimadzu.co.jp 

主たる業種 分析計測機器、医用画像診断機器、産業機械、航空機器などの製造・販売等 

主要な製品 
液体クロマトグラフ、質量分析システム、X 線 TV システム、一般撮影システム、タ

ーボ分子ポンプ、フライトコントロールシステムなど 

希望する施設等の

種類や職種等 

 

希望施設に☑を入

れてください 

複数選択可 

□介護老人福祉施設：特別養護老人ホーム 

□介護老人保健施設：老人保健施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

□認知症対応型共同生活介護：グループホーム 

☑特定施設入居者生活介護：有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、 

サービス付き高齢者向け住宅、地域密着型特定施設入所者生活介護 

☑居宅介護サービス：訪問介護、看護、デイサービス、リハ、福祉用具貸与サービ

ス事業者、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護 等 

□ショートステイ 

□障害者福祉施設 

□医療機関：介護療養型、介護医療院、病院、リハビリテーションセンター 等 

□その他：（                          ） 

 

その他の希望  

 

２．機器・システムの概要（可能な限り詳しくご記入ください。） 

機器等の名称 健康増進プラットフォーム SUPOFULL(サポフル) 

機器等の概要 

 

（写真を添付する

こと） 

 

想定する使用者、使用場面 

■使用者 

①事業対象者、要支援、要介護認定※を受け、機能訓練を行う又は機能低下予防のた

めに運動・食事指導を受けている高齢者。 

※要介護認定レベルは１まで。 

②機能訓練指導員、看護師、介護職員、生活相談員、施設長 

SUPOFULLは介護職員による操作が可能です。ただし、機能訓練や予防のPDCAに組み

込むため、理学療法士等のセラピストの協力は必要です。 

③①の家族 

 

 

 

企業等 
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で過剰に摂取した糖と体を構成するタンパク質が結びつく老化物質のことで、認知機能・骨粗しょう症・

フレイル・生活習慣病との関係が示唆されており、「生活習慣のバイオマーカ―」と言われています。 

②データを統合レポートにより可視化。【介護職員】 

③統合レポートを高齢者や家族へ共有。高齢者それぞれの状態にあった生活習慣ア

ドバイスも提供。【介護職員】 

④高齢者は、レポートやアドバイスを見て機能訓練・機能低下予防を行う。 

 

■有用性 

・概要 

日常の生活ログ（生活習慣・運動習慣）や健診結果などのデータをクラウドに収集・

見える化する統合レポートにより、利用者の健康増進（認知症やフレイルなどのリ

スク低減）をサポート。 

 

・「SUPOFULL（サポフル）」の運用モデルでめざす効果 

 健康状態の変化を見ることで、運動等への張り合いが生まれる。 

 頭の健康状態を知って、早く受診・予防活動を開始する。 

 統合レポートを利用者やご家族と共有することで、コミュニケーションの活性

化 

 

製品HP：健康増進プラットフォーム SUPOFULL（サポフル） 

類似する機器等との相違 

類似する機器等：サービス利用者情報、機能訓練情報等を収集・蓄積する介護シス

テム。 

 

相違点：機能訓練での測定結果に加え生活習慣・運動習慣・アンケート・健診結果

のデータを収集、利用者の健康状態を統合してわかりやすく可視化し、利用者それ

ぞれの状態に合った生活習慣アドバイスを呈示する。 

 

当該機器等と介護業務との関連性 

機能訓練指導員、看護師等は、機能訓練を行う又は機能低下予防のために運動・食

事指導時に、SUPOFULLで高齢者の状態を確認、統合レポートを高齢者に共有する。 

 

現在の開発状況と

課題 

機器等に関するリスクアセスメント（性能安全と利用安全の確保対策） 

※アセスメント結果を添付して下さい。  

弊社にてリスクアセスメントを実施、リスクが受容可能であることを確認済。 

 

社内や社外モニター調査の実績 

※実績ありの場合は、その結果を添付して下さい。 

実績として、社会福祉法人 ひとつの会 デイサービスセンターたまのや様での活用

事例 (SCMC-250007)を添付します。 

 

開発に関する当面の課題 

・2024年10月に上市したばかり状況で、SUPOFULL提供価値の「日常の生活ログ（生

活習慣・運動習慣）や健診結果などのデータをクラウドに収集・見える化する統合

レポートにより、利用者の健康増進（認知症やフレイルなどのリスク低減）をサポ

ート」を強化するため、高齢者の意欲向上や業務の効率化等につながる改良のため

の情報が必要です。 
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３．モニター調査の概要

１．調査のねらい 現場の声を聞くことで、高齢者の意欲向上や業務の効率化等につながる情報を収集、

今後の改良に活かす。

さらに、SUPOFULLが利用者の意欲向上・機能訓練や指導の負担軽減また効率化をサ

ポートすることを確認します。

２．調査概要 １）調査対象：

①事業対象者、要支援、要介護認定※を受け、機能訓練を行う又は機能低下予防のた

めに運動・食事指導を受けている高齢者。

※要介護認定レベルは１まで。

②機能訓練指導員、看護師、介護職員、生活相談員、施設長

２）調査したい場面、場所：

■使用場面

機能訓練時、予防指導時。

機能訓練や機能低下予防のPDCAサイクルにSUPOFULLを組み込み、調査。

施設での運用フロー(概要）

■場所

有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、デイサービス。

可能であれば、ＳＭＩ(骨格筋指数)測定装置を保有されている施設を希望。

で過剰に摂取した糖と体を構成するタンパク質が結びつく老化物質のことで、認知機能・骨粗しょう症・

フレイル・生活習慣病との関係が示唆されており、「生活習慣のバイオマーカ―」と言われています。 

②データを統合レポートにより可視化。【介護職員】 

③統合レポートを高齢者や家族へ共有。高齢者それぞれの状態にあった生活習慣ア

ドバイスも提供。【介護職員】 

④高齢者は、レポートやアドバイスを見て機能訓練・機能低下予防を行う。 

 

■有用性 

・概要 

日常の生活ログ（生活習慣・運動習慣）や健診結果などのデータをクラウドに収集・

見える化する統合レポートにより、利用者の健康増進（認知症やフレイルなどのリ

スク低減）をサポート。 

 

・「SUPOFULL（サポフル）」の運用モデルでめざす効果 

 健康状態の変化を見ることで、運動等への張り合いが生まれる。 

 頭の健康状態を知って、早く受診・予防活動を開始する。 

 統合レポートを利用者やご家族と共有することで、コミュニケーションの活性

化 

 

製品HP：健康増進プラットフォーム SUPOFULL（サポフル） 

類似する機器等との相違 

類似する機器等：サービス利用者情報、機能訓練情報等を収集・蓄積する介護シス

テム。 

 

相違点：機能訓練での測定結果に加え生活習慣・運動習慣・アンケート・健診結果

のデータを収集、利用者の健康状態を統合してわかりやすく可視化し、利用者それ

ぞれの状態に合った生活習慣アドバイスを呈示する。 

 

当該機器等と介護業務との関連性 

機能訓練指導員、看護師等は、機能訓練を行う又は機能低下予防のために運動・食

事指導時に、SUPOFULLで高齢者の状態を確認、統合レポートを高齢者に共有する。 

 

現在の開発状況と

課題 

機器等に関するリスクアセスメント（性能安全と利用安全の確保対策） 

※アセスメント結果を添付して下さい。  

弊社にてリスクアセスメントを実施、リスクが受容可能であることを確認済。 

 

社内や社外モニター調査の実績 

※実績ありの場合は、その結果を添付して下さい。 

実績として、社会福祉法人 ひとつの会 デイサービスセンターたまのや様での活用

事例 (SCMC-250007)を添付します。 

 

開発に関する当面の課題 

・2024年10月に上市したばかり状況で、SUPOFULL提供価値の「日常の生活ログ（生

活習慣・運動習慣）や健診結果などのデータをクラウドに収集・見える化する統合

レポートにより、利用者の健康増進（認知症やフレイルなどのリスク低減）をサポ

ート」を強化するため、高齢者の意欲向上や業務の効率化等につながる改良のため

の情報が必要です。 
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３）調査期間（日数）：

3か月程度

調査の流れ(概要）

４）機器の台数：

1式/施設。

機器構成：

SUPOFULL(web アプリ)※

AGEs センサ※

SUPOFULL 操作用・AGEs センサ用 PC(兼用) 

※企業から貸し出し

４．モニター調査の実施手法（協力施設等へお願いしたい内容）

※本書のＰ９～１０を参考にモニター調査の具体的な実施方法を記載してください。

注）５つの項目全てを行う必要はありません。（実施しない項目は「特になし」としてください。）

※モニター調査検討委員会等の審議により採択された場合には、当協会及び専門家によるアドバイスを行います。

１．利用対象者の適

用範囲に関するこ

と

【調査手法】

□観察法 □インタビュー法 □質問紙法 □その他：

【想定する調査方法】

２．利用環境の条件

に関すること

【調査手法】

□観察法 □インタビュー法 □質問紙法 □その他：

【想定する調査方法】

３．機器・システム

の利用効果に関す

ること

【調査手法】

□観察法 ☑インタビュー法 ☑質問紙法 ☑その他：

【取得指標】

ⅰ被介護者（取得必須指標、以下のうち１つ以上）

□要介護度 □ＡＤＬ □ＩＡＤＬ □ＬＳＡ □日常生活時間 □ＱＯＬ

☑その他（機能訓練・機能低下予防への意欲、家庭での生活習慣やトレーニン

グの状況、SMI(可能であれば)、握力、歩行速度 ）

ⅱ介護者（取得必須指標、以下のうち１つ以上）

  □腰痛等の有無 ☑介護負担指標 □ストレス指標 □生体情報

☑その他（機能訓練や指導の負担軽減また効率化につながるか［指導が容易に

なったか等］、高齢間のコミュニケーションの活性具合）
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ⅲ 介護サービス提供全体の流れ 

☑プロセス全体の時間 ☑人員構成 □職務タイムスタディ法 

□その他（                             ） 

 

【想定する調査方法】 

下記のインタビュー又はアンケートを実施。 

■高齢者 

・機能訓練や機能低下予防への意欲【モニター調査の開始時・終了時】 

・家庭での生活習慣やトレーニングの状況【モニター調査の開始時・終了時】 

・SMI(可能であれば)、握力、歩行速度を施設で測定。SUPOFULLに収集し、身体機能

の変化を確認する。 

測定タイミング；開始時、終了時(３か月目)。可能であれば、1.5か月目でも測定

希望。 

など 

 

■介護職員 

下記のインタビュー又はアンケートを実施。 

・機能訓練や指導の負担軽減また効率化につながるか(指導が容易になったか等)【モ

ニター調査の終了時】 

・高齢間のコミュニケーションの活性具合【モニター調査の開始時・終了時】 

など 

 

４．機器等の使い勝

手に関すること 

【調査手法】 

□観察法 ☑インタビュー法 ☑質問紙法 □その他： 

 

【想定する調査方法】 

下記のインタビュー又はアンケートを実施。 

■高齢者 

・SUPOFULLの統合レポートの判りやすさ【モニター調査中】 

 

■介護職員 

・使い勝手【モニター調査中】 

 

５．介護現場での利

用の継続性に関す

ること 

【調査手法】 

□観察法 ☑インタビュー法 ☑質問紙法 □その他： 

 

【想定する調査方法】 

■施設長等 

モニター調査終了時にインタビュー又はアンケート 

 

６．その他 SUPOFULL操作用・AGEsセンサ用PC、ネット環境は企業でも用意可能です。 

 

 

（注）必要に応じて記載欄を増やしてください。 

３）調査期間（日数）：

3か月程度

調査の流れ(概要）

４）機器の台数：

1式/施設。

機器構成：

SUPOFULL(web アプリ)※

AGEs センサ※

SUPOFULL 操作用・AGEs センサ用 PC(兼用) 

※企業から貸し出し

４．モニター調査の実施手法（協力施設等へお願いしたい内容）

※本書のＰ９～１０を参考にモニター調査の具体的な実施方法を記載してください。

注）５つの項目全てを行う必要はありません。（実施しない項目は「特になし」としてください。）

※モニター調査検討委員会等の審議により採択された場合には、当協会及び専門家によるアドバイスを行います。

１．利用対象者の適

用範囲に関するこ

と

【調査手法】

□観察法 □インタビュー法 □質問紙法 □その他：

【想定する調査方法】

２．利用環境の条件

に関すること

【調査手法】

□観察法 □インタビュー法 □質問紙法 □その他：

【想定する調査方法】

３．機器・システム

の利用効果に関す

ること

【調査手法】

□観察法 ☑インタビュー法 ☑質問紙法 ☑その他：

【取得指標】

ⅰ被介護者（取得必須指標、以下のうち１つ以上）

□要介護度 □ＡＤＬ □ＩＡＤＬ □ＬＳＡ □日常生活時間 □ＱＯＬ

☑その他（機能訓練・機能低下予防への意欲、家庭での生活習慣やトレーニン

グの状況、SMI(可能であれば)、握力、歩行速度 ）

ⅱ介護者（取得必須指標、以下のうち１つ以上）

  □腰痛等の有無 ☑介護負担指標 □ストレス指標 □生体情報

☑その他（機能訓練や指導の負担軽減また効率化につながるか［指導が容易に

なったか等］、高齢間のコミュニケーションの活性具合）
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